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はじめに 

 

近年、情報通信技術の発達により、ブロードバンドでのインターネット利用の進展に

伴い、通信ネットワーク対応型のゲーム機や音楽配信対応型の携帯電話等の多様な端末

や新たなサービスが登場し普及している。このような情報通信ネットワーク環境の大容

量・高速化に対応した新たなサービスの出現は、BS・CSや CATV の家庭への普及による

テレビ放送における多チャンネル化の進展と相俟って、各種メディアを流通するメディ

ア・ソフトの量的、質的な充実を促している。 

この点に関し、メディア・ソフトの制作や流通の実態を把握しようとすると、従来の

各種実態調査はソフトの流通経路であるメディアを単位として、各メディアの業界団体

等が発表する売上等の数値を集計したものにとどまっているため、ソフト側からみた制

作や流通の実態を捉えることが難しい。さらに、多メディア・多チャンネル化の進展に

伴い、一つのソフトが複数のメディアを通じて利用されるケース（マルチユース）が一

般化しているが、旧来の手法ではこうしたメディア･ソフトの動的な展開を適切に把握

することは困難である。 

本調査は、このような問題意識に基づき、メディア･ソフトの制作及び流通の実態を、

ソフト自体を分類の基軸としてその制作及び流通の実態を可能な限り定量的に整理･分

析することによって、多メディア・多チャンネル時代におけるメディア・ソフトの制作

及び流通の構造を明らかにしようとしたものである。 

最後に、本調査の実施にあたっては、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会

社に格別のご協力をいただいた。また、テレビ番組の国際間取引の実態については、Ｎ

ＨＫ、民放など放送事業者の方々にインタビューやアンケートにご協力頂いた。心から

御礼を申し上げたい。 
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概 要 
１ 本調査の目的 

近年、 多メ ディ ア・ 多チャ ンネル化の進展に伴い、 一つのソ フ ト が複数のメ ディ ア

を通じ て利用さ れるケース（ マルチユース） が一般化し ている。 こ う し たメ ディ アを

流通するソ フ ト （ メ ディ ア・ ソ フ ト ） の動的な展開を適切に把握するためには、 従来

のメ ディ ア単位ではなく 、 ソ フ ト 自体を単位と し た整理が必要である。 本調査は、 こ

のよう な問題意識から 、 メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の実態（ 他に特記のない限

り 、 2007 年を対象と し ている） を、 ソ フ ト 自体を単位と し て、 統計データ 等を用い

可能な限り 定量的に把握するこ と を目的と し て実施し たも のである。 なお、 通信ネッ

ト ワーク で流通するソ フ ト （ 通信系ソ フ ト ） の動向をより 的確に把握するため、 イ ン

タ ーネッ ト における有料コ ンテンツの利用状況についても 調査を行っ ている。  
また、 今回の調査においては、 既存の他の統計では十分に把握さ れていない地上テ

レビ番組の輸出の実態についても 、 引き 続き 調査を実施し た。 また、 イ ンタ ーネッ ト

では広告モデル型の映像配信サービスが増えてきているこ と から 、映像配信サービス

を対象と し た広告市場規模を算出し た。  
 
 

２ メディア・ソフトの定義と分類 

本調査では、 メ ディ ア・ ソ フ ト を「 メ ディ アを通じ て広く 人々に利用さ れるこ と を

目的と し て流通する情報ソ フ ト であっ て、 その流通が経済活動と し て行われ、 市場を

形成し ているも の」 と 定義し た。  
本調査では、 まず、 メ ディ ア・ ソ フ ト を、 ソ フ ト が一次流通するメ ディ アによっ て

分類し た。 例えば、 テレビ放送が一次流通であるソ フ ト は「 テレビ番組」 、 劇場上映

が一次流通であるソ フ ト は「 映画ソ フ ト 」 、 新聞が一次流通であるソ フ ト は「 新聞記

事」 と し て分類し た。 次に、 こ う し て分類し たメ ディ ア･ソ フ ト を、 情報の性質に従

っ て、 「 映像系ソ フ ト 」 、 「 音声系ソ フ ト 」 、 「 テキスト 系ソ フ ト 」 の３ つに大きく

グループ化し た。  
以上の基本的分類に加えて、 本調査では、 メ ディ ア･ソ フ ト のデジタ ル化・ ネッ ト

ワーク 化の進展について分析するため、いく つかの補助的分類を使用し た。 具体的に

は、 流通メ ディ アの特性に応じ て、 デジタ ル系ソ フ ト 、 アナログ系ソ フ ト の二つに区

分し 、 デジタ ル系ソ フ ト を通信系ソ フ ト と それ以外に細分し た。  
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３ メディア・ソフト制作の実態 

本調査では、 メ ディ ア・ ソ フ ト の制作の実態を「 金額（ 制作金額） 」 と 「 量（ 制作

量） 」 の二つの観点から 把握し た。 こ こ で、 メ ディ ア・ ソ フ ト の「 制作」 と は、 ①企

画→②原著作物作成→③原盤作成→④製造→⑤流通と いう 一連の工程のう ち、①から

③までのこ と である。 その結果、 次の事実が明ら かと なっ た。  

 
(1) 制作金額の推移 

2007 年のメ ディ ア･ソ フ ト の制作金額は 4.1 兆円であり 、 制作金額全体では前年

に比べて増加し た。 映像系ソ フ ト は増加傾向にある。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
映像系ソフト 2.2 兆円 2.2 兆円 2.2 兆円 2.3 兆円 2.4 兆円 
音声系ソフト 0.3 兆円 0.3 兆円 0.3 兆円 0.3 兆円 0.3 兆円 
テキスト系ソフト 1.3 兆円 1.4 兆円 1.4 兆円 1.4 兆円 1.3 兆円 

計 3.9 兆円 3.9 兆円 3.9 兆円 3.9 兆円 4.1 兆円 

 
(2) 制作量の推移 

2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の制作量は、 前年に続いて映像系ソ フ ト で大き く 伸

びた。 音声系ソ フ ト 、 テキスト 系ソ フ ト は前年より 微増である。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
映像系ソフト 79.4万時間 87.0万時間 85.8万時間 95.9万時間 117.5万時間 
音声系ソフト 73.3 万時間 72.9 万時間 72.2 万時間 71.5万時間 73.0万時間 
テキスト系ソフト 4.9 千万頁 5.0 千万頁 5.0 千万頁 4.9千万頁 4.9千万頁 

注：テキスト系ソフトは B5 判書籍換算。 
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(3) 制作金額・制作量の内訳 

制作金額と 制作量の内訳は大き く 異なる。 映像系ソ フ ト では、 地上テレビ番組が

制作金額 2.4 兆円（ 2007 年、以下全て 2007 年値）の 8 割近く を占めるのに対し て、

制作量では 117.5 万時間の 6 割以上を占めるのは衛星テレビ番組であり 、地上テレ

ビ番組は 3 割弱と なっ ている。  

音声系ソ フ ト では、制作金額 0.3 兆円に占める割合は音楽ソ フ ト と ラ ジオ番組と

で同程度であるのに対し 、 制作量 73.0 万時間のほと んどがラ ジオ番組によるも の

である。  

テキスト 系ソ フ ト では、制作金額 1.3 兆円のう ち新聞記事が 6 割以上を 占めるの

に対し 、 制作量では新聞記事、 書籍ソ フ ト 、 雑誌ソ フ ト がそれぞれ 3 割前後と 、 制

作金額ほどの差はない。  

 
 制作金額 制作量 

映像系ソフト 

2.4 兆円 117.5 万時間 

地上テレビ番組 76.8% 
衛星テレビ番組  8.9% 
映像系その他  14.4% 

衛星テレビ番組 63.9% 
地上テレビ番組 27.5% 
映像系その他   8.7% 

音声系ソフト 
0.3 兆円 73.0 万時間 

音楽ソフト 53.0% 
ラジオ番組 47.0% 

ラジオ番組 99.1% 
音楽ソフト  0.9% 

テキスト系ソフト 

1.3 兆円 4.9 千万頁 

新聞記事     61.4% 
雑誌ソフト    22.0% 
書籍ソフト     9.1% 
テキスト系その他 7.4% 

新聞記事     33.6% 
書籍ソフト    28.6% 
雑誌ソフト    26.4% 
テキスト系その他 11.5% 

注：％は映像系ソフト、音声系ソフト、テキスト系ソフト全体を 100%とした場合の構成比。 
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４ メディア・ソフト流通の実態 

現在では、同一の内容のソ フ ト が複数のメ ディ アで流通するマルチユースが一般化

し つつある。 本調査では、 こ う し たマルチユースによるソ フ ト 流通の実態を定量的に

把握するため、 各メ ディ ア・ ソ フ ト の流通を、 各メ ディ ア・ ソ フ ト が最初に流通する

「 一次流通市場」 と 、 それ以外の「 マルチユース市場」 の二つの流通段階に分けて分

析し た。  

本調査では、 メ ディ ア・ ソ フ ト の流通についても 、 制作の場合と 同様、 「 金額（ 市

場規模） 」 と 「 量（ 流通量） 」 の二つの観点から 把握し た。 その結果、 次の事実が明

ら か となっ た。  

 
(1) 市場規模の推移 

2007 年のメ ディ ア･ソ フ ト の市場規模は、 11.4 兆円である。 市場規模は 2003 年

以降増加傾向にあっ たが、 2007 年になっ てわずかに減少に転じ た。 マルチユース

市場は拡大傾向にあるが、 一次流通市場が微減と なっ た。 市場規模全体に占めるマ

ルチユース市場の割合は、 一貫し て上昇し ており 、 2007 年には前年から 約 500 億

円増えて（ 1.9%増） 、 2.5 兆円と なり 、 市場全体の 2 割を超えている。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
一次流通市場 8.7 兆円 8.9 兆円 8.9 兆円 9.0 兆円 8.9 兆円 
マルチユース市場 2.1 兆円 2.2 兆円 2.4 兆円 2.5 兆円 2.5 兆円 

計 10.9 兆円 11.1 兆円 11.3 兆円 11.4 兆円 11.4 兆円 
マルチユース率 19.5% 19.9% 21.2% 21.8% 22.3% 

 

市場規模を映像系ソ フ ト 、 音声系ソ フ ト 、 テキスト 系ソ フ ト の別にみると 、 映像

系ソ フ ト の拡大が続いている。 また、 増加傾向にあっ た音声系ソ フ ト はわずかに減

少に転じ 、 テキスト 系ソ フ ト は 2004 年から 引き続いての微減である。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
映像系ソフト 4.9 兆円 5.1 兆円 5.3 兆円 5.4 兆円 5.5 兆円 
音声系ソフト 0.9 兆円 0.9 兆円 1.0 兆円 1.0 兆円 1.0 兆円 
テキスト系ソフト 5.0 兆円 5.0 兆円 5.0 兆円 5.0 兆円 4.9 兆円 

計 10.9 兆円 11.1 兆円 11.3 兆円 11.4 兆円 11.4 兆円 
 

デジタ ル系ソ フ ト と 通信系ソ フ ト の市場規模は、 年々大幅に増加し ている。  

デジタ ル系ソ フ ト の 2007 年の市場規模は、 3.9 兆円と なっ ている。 また、 通信系ソ

フ ト の市場規模は 9,772 億円で、 前年から １ 千億円増加し た（ 前年比 11.5%増） 。 通
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信系ソ フ ト は依然と し て高い伸びが続いており 、 2007 年にはメ ディ ア・ ソ フ ト 市場

全体の 8.6%（ 前年比 0.9%上昇） を占めている。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
デジタル系ソフト 2.1 兆円 2.3 兆円 2.6 兆円 3.0 兆円 3.9 兆円 
通信系ソフト 5,368 億円 6,901 億円 8,067 億円 8,763 億円 9,772 億円 

 
(2) 流通量の推移 

2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の流通量では、 映像系ソ フ ト 、 テキスト 系ソ フ ト が

増加し たが、 音声系ソ フ ト は前年より 減少し ている。  
 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
映像系ソフト 1,631 億時間 1,741 億時間 1,649 億時間 1,652 億時間 1,666 億時間 
音声系ソフト 277 億時間 308.5 億時間 302.6 億時間 287.8 億時間 279.6 億時間 
テキスト系ソフト 10.0 兆頁 10.8 兆頁 10.2 兆頁 10.0 兆頁 10.4 兆頁 

注：テキスト系ソフトは B5 判書籍換算。 
 

 (3) 市場規模の内訳 

2007 年の市場規模の内訳を一次流通市場と マルチユース市場の別にみると 、 両

市場では内訳が大き く 異なる。 具体的には、 一次流通市場では地上テレビ番組や新

聞記事の占める割合が高く 、 マルチユース市場では映画ソ フ ト や地上テレ ビ番組、

音楽ソ フ ト 、 衛星テレビ番組の占める割合が高い。  

 
 一次流通市場 マルチユース市場 

映像系ソフト 

45.4% 59.2% 

地上テレビ番組 29.3% 
ゲームソフト  5.9% 

映画ソフト   20.4% 
地上テレビ番組 16.3% 
衛星テレビ番組 14.4% 

音声系ソフト 
6.8% 15.8% 

音楽ソフト 3.8% 
ラジオ番組 3.0% 

音楽ソフト 15.8％ 

テキスト系ソフト 

47.8% 24.9% 

新聞記事  21.5% 
雑誌ソフト  13.0% 
書籍ソフト 7.4% 

コミック    10.7% 
雑誌       5.3% 
書籍       3.5% 

注：数値は一次流通市場全体、マルチユース市場全体を 100%とした場合の構成比。 
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(4) 流通量の内訳 

2007 年の流通量の内訳を一次流通市場と マルチユース市場の別にみると 、 それ

ぞれの内訳は大き く 異なる。  

映像系ソ フ ト では、映像系ソ フ ト の一次流通市場の約 95%を地上テレビ番組で占

めているが、 映像系ソ フ ト のマルチユース市場になると 映画ソ フ ト 、 衛星テレビ番

組がそれぞれ約 4 割を 占めている。  

音声系ソ フ ト では、 ラ ジオ番組が音声系ソ フ ト の一次流通市場のほぼ 100%を占

めている一方、 マルチユース市場になると 音楽ソ フ ト が 100%を占めている。  

テキスト 系ソ フ ト では、 一流通市場、 マルチユース市場と も に新聞記事が大き な

割合を占めている。  

 
 一次流通市場 マルチユース市場 

映像系ソフト 
地上テレビ番組 94.8% 
その他      5.2% 

映画ソフト   41.7% 
衛星テレビ番組 35.3% 
その他      23.0% 

音声系ソフト 
ラジオ番組 99.2% 
その他    0.8% 

音楽ソフト 100% 

テキスト系ソフト 
新聞記事  81.9% 
雑誌ソフト 10.8% 
その他   7.3% 

新聞記事 78.4% 
コミック 15.1% 
その他   6.5% 

注：数値は例えば一次流通市場における映像系ソフト全体を 100%とした場合の構成比。 

 
 

５ その他の調査 

(1)インターネットにおける有料コンテンツの利用状況 

イ ンタ ーネッ ト （ パソ コ ン、 携帯電話） における最近１ ヶ 月での有料コ ンテンツ

の利用経験については、 2008 年では、 パソ コ ンと 携帯電話の両方で有料コ ンテン

ツを利用し たこ と がある人はイ ンタ ーネッ ト 利用者の 14.1%、携帯電話だけでの利

用経験者は 20.2%、 パソ コ ンだけでの利用経験者は 13.3%である。 こ の よう に、 イ

ンタ ーネッ ト 利用者の約半数が、 有料コ ンテンツを利用し ている。  
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イ ン タ ーネッ ト の有料コ ン テン ツ 利用者における 1 ヶ 月の利用金額の平均は

1,531 円であり 、 その内訳をみると 映像系が 821 円、 音声系が 472 円、 テキスト 系

が 238 円と なっ ている。 なお、 パソ コ ンでの月平均利用金額は 1,888 円、 携帯電

話での月平均利用金額は 611 円と なっ ている。  

 

(2)地上テレビ番組の輸出状況（本調査については、2008年度を対象） 

地上テレビ番組の輸出金額は年々増加し ている。2007 年度には 90 億円を突破し

た。  

 
 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

輸出金額 88.9 億円 91.8 億円 92.5 億円 

注： 2006 年度、 2007 年度の輸出金額は昨年調査結果による。  
 
 

また、 輸出番組のジャ ンルを金額ベース（ 2008 年度） でみると 、 最も 輸出さ れ

ている番組ジャ ンルはアニメ であり 、輸出金額の 50.4%を占めている。次に大き な

割合を占めるのはバラ エティ の 22.5%である。こ のよ う に輸出番組の中心はアニメ

と いえる。 輸出先を輸出金額ベース（ 2008 年度） みると 、 最も 多い地域はアジア

であり 、 全体の 40.5%を占めている。 こ れに欧州が 31.8%、 北米が 25.8%で続いて

いる。  

 

（注）本調査報告では、四捨五入の関係で、各項目のそれぞれの数値の和が計に一致しな

い場合がある。 
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第１部 

メディア・ソフト市場の全体像 
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１．本調査の目的と構成 
１－１ 本調査の目的 

本調査の目的は、 ①メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の実態を、 ソ フ ト 自体を単位と

し て定量的に分析するこ と によっ て、 メ ディ ア･ソ フ ト のマルチユース展開の状況を明

ら かにするこ と 、②メ ディ ア・ ソ フ ト のデジタ ル化及び通信ネッ ト ワーク 化の状況を明

ら かにするこ と 、③メ ディ ア・ ソ フ ト 市場全体の把握を可能と する一覧性の高い資料を

提供するこ と 、 の３ つである。  

近年、 多メ ディ ア・ 多チャ ンネル化の進展に伴い、 一つのソ フ ト が複数のメ ディ アを

通じ て利用さ れるマルチユースが一般化し つつある。 こ う し たメ ディ ア・ ソ フ ト の動的

な展開を適切に把握するためには、従来のメ ディ ア単位ではなく 、ソ フ ト 自体を単位と

し た整理が必要である。 本調査の第１ の目的は、 メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の実

態を、 ソ フ ト 自体を単位と し て定量的に分析するこ と によっ て、 こ う し たメ ディ ア・ ソ

フ ト のマルチユース展開の状況を明ら かにするこ と である。  

また、 現在、 DVD やデジタ ル衛星放送の普及に伴い、 メ ディ ア・ ソ フ ト のデジタ ル

化が進行すると と も に、 FTTH、 ADSL、 CATV、 第３ 世代携帯電話等によるブロード バ

ンド サービスの進展に伴い、 通信ネッ ト ワーク を通じ たメ ディ ア・ ソ フ ト の流通が急速

に拡大し つつある。 本調査の第２ の目的は、 こ う し たメ ディ ア・ ソ フ ト のデジタ ル化及

び通信ネッ ト ワーク 化の状況を明ら かにするこ と である。  

更に、 メ ディ ア・ ソ フ ト はテレビや新聞から 、 CD や携帯電話までを含む多種多様な

メ ディ アを通じ て提供さ れており 、関連する統計データ も 業界ごと に様々なも のが存在

する。 本調査の第３ の目的は、 こ う し た各メ ディ ア・ ソ フ ト 市場についての統計データ

を、 一貫し た視点に基づいて収集・ 整理するこ と によっ て、 メ ディ ア・ ソ フ ト 市場全体

の把握を可能と するよう な一覧性の高い資料を提供するこ と である。  
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１－２ 本調査の構成 

本調査は、 メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の実態を、 各メ ディ アに閉じ たも のと し

てではなく 、 あるソ フ ト が制作さ れ、 一次流通し た後、 複数のメ ディ アでマルチユース

さ れていく 一連の過程と し て把握し よう と するも のである。  

こ のため本調査では、 まず、 ソ フ ト が一次流通するメ ディ アを基準と し てソ フ ト を分

類し 、 分類し たソ フ ト ごと に推計手順を定める。 次に、 各メ ディ アについて関係する各

種データ を収集し 、 それら を推計手順に従っ て加工するこ と により 、 メ ディ ア・ ソ フ ト

の制作及び流通の現状を定量的に把握する。  

具体的には、 まず、 第１ 部２ ． メ ディ ア・ ソ フ ト の定義と 分類において、 調査対象と

なるメ ディ ア・ ソ フ ト の定義と 分類、 そのデータ の推計手順について示す。 次に、 ３ ．

メ ディ ア・ ソ フ ト 市場の業界構造、４ ．メ ディ ア・ ソ フ ト 制作の全体像、５ ．メ ディ ア・

ソ フ ト 流通の全体像にかけて、メ ディ ア・ ソ フ ト の業界構造や流通構造について整理し 、

ソ フ ト の制作及び流通のそれぞれについて、 金額と 量の両面から 定量的把握を行う 。続

く ６ ． メ ディ ア・ ソ フ ト 市場のト レンド では、 メ ディ ア・ ソ フ ト のマルチユースの進展

や通信ネッ ト ワーク で流通するソ フ ト （ 通信系ソ フ ト ） の動向の分析等、 近年のメ ディ

ア・ ソ フ ト 市場全体のト レンド を理解するため必要な分析を行う 。  

第２ 部では、 第１ 部における分析に使用し た基礎資料を 各メ ディ ア・ ソ フ ト 別に整理

する。 すなわち、 各メ ディ ア・ ソ フ ト について、 市場規模や流通量の算出基準と 算出方

法を明記し 、 市場構造や市場規模を図示すると と も に、 各市場動向に関連する業界の主

要指標を掲載する。  

第３ 部では、通信系ソ フ ト の動向把握のため実施し たユーザーへのアンケート 調査か

ら 、 イ ンタ ーネッ ト における有料コ ンテンツの利用状況を示す（ アンケート 調査の結果

を資料編に掲載する） 。  
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２．メディア・ソフトの定義と分類 
２－１ メディア・ソフトの定義 

本調査では、 メ ディ ア・ ソ フ ト を「 メ ディ アを通じ て広く 人々に利用さ れるこ と を目

的と し て流通する情報ソ フ ト であっ て、 その流通が経済活動と し て行われ、 市場を形成

し ているも の」 と 定義する。  

メ ディ ア・ ソ フ ト は、 第１ に、 「 メ ディ アを通じ て広く 人々に利用さ れるこ と を目的

と し て流通する」 も のである。 こ こ で、 「 メ ディ ア」 と は、 新聞、 放送等のいわゆるマ

スメ ディ アに限ら れず、 PCイ ンタ ーネッ ト 、 携帯イ ンタ ーネッ ト 1

メ ディ ア・ ソ フ ト は、第２ に、「 情報ソ フ ト 」 である。こ こ で、「 情報ソ フ ト 」 と は、

動作や機能ではなく 表現内容自体に価値が認めら れるソ フ ト のこ と である。 こ のため、

ワープロソ フ ト や 表 計算ソ フ ト のよう なコ ンピュ ータ プログラ ムは「 情 報ソ フ ト 」 に該

当し ない

等のパーソ ナルメ デ

ィ アを広く 含むも のである。 「 メ ディ ア」 には、 CD、 DVD、 紙媒体等の「 パッ ケージ

型」 、 通信及び放送の「 通信・ 放送ネッ ト ワーク 型」 、 映画等の「 シアタ ー型」 の三種

類があるが、 こ こ ではいずれも 含む。 こ れに対し 、 ラ イ ブコ ンサート の内容等は、 「 メ

ディ ア」 を媒介し ないこ と から 、 メ ディ ア・ ソ フ ト には該当し ない。 ただし 、 ラ イ ブコ

ン サート の内容等がパッ ケージや通信・ 放送ネッ ト ワーク で流通し た場合にはメ ディ

ア・ ソ フ ト に該当する。  

2

メ ディ ア・ ソ フ ト は、 第３ に、 「 その流通が経済活動と し て行われ、 市場を形成し て

いるも の」 である。 し たがっ て、 情報ソ フ ト であっ ても 一般への提供を目的と し ていな

いも の、 あるいはソ フ ト の流通市場を形成し ていないも のは、 メ ディ ア・ ソ フ ト に該当

し ない。 例えば、 私信と し て用いら れるビデオ・ レタ ー、 企業のＰ Ｒ 用ビデオ、 自費出

版書籍等は、 いずれも ソ フ ト の流通市場を形成し ていると はいえないため、 メ ディ ア・

ソ フ ト に該当し ない。 なお、 「 市場を形成」 する場合の形態と し ては、 最終利用者（ ソ

フ ト 消費者） がソ フ ト への対価を支払う 「 販売モデル」 と 、 ソ フ ト の流通に合わせて広

告主が広告情報を提供し 、広告主が最終利用者に代わっ て当該ソ フ ト への対価を支払う

「 広告モデル」 の二つがあるが、 こ こ では双方を含むも のと する。  

。 こ れに対し 、 ゲームソ フ ト については、 動作や機能だけではなく 、 表現内

容にも 価値が認めら れると 考えら れるこ と から 、 「 情報ソ フ ト 」 に該当する。  

                                                   
1 本調査では、PC（パソコン）を端末として使用する場合のインターネットの利用を「PC
インターネット」と呼び、携帯電話を端末として使用する場合のインターネットの利用を、

「携帯インターネット」と呼ぶ。双方を合わせて単に「インターネット」と呼ぶ。 
2 したがって、「情報ソフト」は著作権法上の「著作物」よりも限定された概念である。 
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図表2-1 本調査で対象（対象外）としたメディア・ソフトの範囲 

対象外としたメディア・ソフト

メディアを媒介しないもの
例）ライブコンサート など

表現内容自体に価値がないもの
例）ワープロソフト

表計算ソフト など

明確な市場を形成していないもの
例）ビデオレター（私信）

企業ＰＲ用ビデオ
同人誌
自費出版書籍 など

対象としたメディア・ソフト

メディアを通じて広く人々に利用されることを
目的として流通する情報ソフトであって、その
流通が経済活動として行われ、市場を形成し
ているもの

例）映画ソフト
テレビ番組
ゲームソフト
音楽（CD、テープ)
ラジオ番組
新聞記事
雑誌記事
データベース記事 など

対象外としたメディア・ソフト

メディアを媒介しないもの
例）ライブコンサート など

表現内容自体に価値がないもの
例）ワープロソフト

表計算ソフト など

明確な市場を形成していないもの
例）ビデオレター（私信）

企業ＰＲ用ビデオ
同人誌
自費出版書籍 など

対象としたメディア・ソフト

メディアを通じて広く人々に利用されることを
目的として流通する情報ソフトであって、その
流通が経済活動として行われ、市場を形成し
ているもの

例）映画ソフト
テレビ番組
ゲームソフト
音楽（CD、テープ)
ラジオ番組
新聞記事
雑誌記事
データベース記事 など

 
図表 2-2 本調査で対象としたメディア 

＜通信ネットワーク型＞ 
○ＰＣインターネット 

  -映像（映画、テレビ番組、ビデオ映像等） 
  -音楽 
  -ゲーム 
  -オンラインブック 

-メルマガ 等 
○携帯インターネット 
 -着メロ、着うた 
 -ゲーム 
 -待ち受け画面 

-メルマガ 等 
○オンラインデータベース 
○通信カラオケ 

＜シアター型＞ 
○劇場上映 

 ○アーケードゲーム 

メ デ ィ ア 

＜パッケージ型＞ 
○CD・テープ 
○ビデオ（カセット、DVD） 
○ゲーム（家庭用・ＰＣ） 
○新聞 
○雑誌 
○書籍 
○コミック 

＜放送ネットワーク型＞ 
○地上テレビ放送 
○ＢＳテレビ放送 
○ＣＳテレビ放送 
○ＣＡＴＶ放送 
○ラジオ放送 
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２－２ マルチユース展開 

メ ディ ア・ ソ フ ト は、 かつては、 流通手段である各メ ディ アと 概ね１ 対１ に対応し て

いた。 例えば、 「 新聞記事」 ソ フ ト は専ら 新聞と いう メ ディ アを通じ て最終利用者に利

用さ れ、 「 テレビ番組」 ソ フ ト は、 専ら テレビ放送と いう メ ディ アを通じ て最終利用者

に利用さ れていた。 メ ディ ア･ソ フ ト の流通は、 メ ディ ア・ ソ フ ト と １ 対１ に対応する

当初想定するメ ディ アにおける流通（ 一次流通） で完結するこ と がほと んどであり 、 二

次流通は例外的にし か存在し なかっ た。  

と こ ろ が、 メ ディ アが発達し 、 メ ディ アの多様化が進むにつれて、 メ ディ アと メ ディ

ア・ ソ フ ト の関係は、 こ のよう な単純なも のではなく なり つつある。 すなわち、 一つの

ソ フ ト が、最初に流通し たメ ディ アと は異なるメ ディ アを通じ て流通する「 マルチユー

ス」 と 呼ばれる流通形態が一般的になり つつある。  

こ のよう に一つのソ フ ト が複数のメ ディ アで流通する場合、それぞれのメ ディ アの市

場で収益が最大になるよう 、 展開するメ ディ アの順序やタ イ ミ ング、 期間等が戦略的に

設定さ れる。 こ の典型例が映画ソ フ ト である。 映画ソ フ ト は、 ①映画館での上映後、 ②

ビデオ（ カ セッ ト 、 DVD） で販売・ レンタ ルさ れ、 ③衛星放送や CATV で有料放送後、

④地上波で無料放送さ れる。  

近年では、テレビ放送の多チャ ンネル化やイ ンタ ーネッ ト のブロード バンド 化の進展

等により 、 映像ソ フ ト のマルチユース展開に注目が集まっ ている。 今後、 多チャ ンネル

化やブロード バンド 化が加速するこ と で、 メ ディ ア・ ソ フ ト の流通形態は更に多様化、

複雑化し ていく も のと 予想さ れる。  

図表 2-3 は、 こ う し た近年のメ ディ ア・ ソ フ ト のマルチユース展開の状況を示し たも

のである。  

こ う し たメ ディ ア・ ソ フ ト の流通形態の変化を正し く 観察するためには、 各メ ディ ア

に閉じ たソ フ ト の流通実態の調査と は別に、 メ ディ ア・ ソ フ ト が複数のメ ディ アにマル

チユース展開さ れていく 実態を把握するこ と が必要と なる。  

なお、 本調査における「 マルチユース」 と は、 あるソ フ ト が、 内容の同一性を保ちつ

つ、 複数のメ ディ アで流通する場合のこ と である。 し たがっ て、 例えば、 テレビ番組の

映画化のよう に、ソ フ ト が同一性を失う 場合は、こ こ でいう マルチユースには含まれな

い。 また、 テレビ番組内で音楽ソ フ ト が使われる場合のよう に、 あるソ フ ト が別のソ フ

ト の素材と し て利用さ れる場合がある。 こ のよう な場合は、 「 素材利用」 と 呼び、 マル

チユースと は区別するこ と にする。  
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図表2-3 メディア・ソフトのマルチユース展開（概念図） 

テレビ番組

映画ソフト

ビデオソフト

新聞記事

雑誌ソフト

書籍ソフト

データベース記事 オンライン・データベース

テレビ放送

ビデオ販売・レンタル

新聞販売

雑誌販売

劇場上映

書籍販売

メディア・ソフト 流通メディア

一次流通
マルチユースによる流通
一次流通
マルチユースによる流通

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ（PC、携帯電話）ネットオリジナル

 

 

２－３ 分類の考え方 

図表 2-3 から 明ら かなよう に、 マルチユースが進展すると 、 例えば、 同一の内容のソ

フ ト が、 映画館で上映さ れ、 ビデオと し て販売・ レンタ ルさ れ、 テレビ放送でも 放映さ

れると いう 状況が発生する。 逆の見方をすると 、 例えば、 ビデオと し て販売・ レンタ ル

さ れているソ フ ト には、テレビ放送での一次流通を目的と し て制作さ れたも の、 劇場上

映での一次流通を目的と し て制作さ れたも の、ビデオと し ての一次流通を目的と し て制

作さ れたも のが混在し ていると いう こ と である。  

こ のよう な場合におけるメ ディ ア・ ソ フ ト の分類の方法と し ては、 ①ソ フ ト が流通す

るメ ディ アを基軸にし 、 メ ディ ア別に分類する方法（ 例： ビデオと し て販売・ レンタ ル

さ れるソ フ ト は、 全て「 ビデオソ フ ト 」 と し て分類する等） と 、 ②ソ フ ト 自体の性質に
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着目し 、 ソ フ ト 別に分類する方法の二つがあり 得る。 旧来の実態調査は前者であっ た。

本調査は、メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の動態を総合的に把握すると いう 観点から 、

後者の分類を採用する。 具体的には、 ソ フ ト の性質は、 ソ フ ト が一次流通するメ ディ ア

によっ て規定さ れる部分が大き いと 考えら れるこ と から 、ソ フ ト を一次流通するメ ディ

アによっ て分類するこ と にする。 その結果、 例えば、 劇場上映での一次流通を想定し て

制作さ れたソ フ ト は、 その後のテレビ放送等のマルチユース展開においても 、 一貫し て

「 映画ソ フ ト 」 と し て把握さ れるこ と になる。  
 

図表2-4 分類の考え方 

旧来の調査での捉え方

本
調
査
研
究
で
の
捉
え
方

各ソフト別に把握

各メディア別に把握

メディアa メディアb メディアc メディアd メディアe

ソフトA
市場A：①
（一次流通）

市場A：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

市場A：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

市場A：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

ソフトB
市場B：①
（一次流通）

市場B：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

市場B：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

ソフトC
市場C：①
（一次流通）

市場C：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

市場C：②
（ﾏﾙﾁﾕｰｽ）

 

 
 

２－４ メディア・ソフトの分類 

2.4.1 基本的分類 

本調査では、 まず、 メ ディ ア・ ソ フ ト を、 ソ フ ト が一次流通するメ ディ アによっ て分

類する。 例えば、 テレビ放送が一次流通であるソ フ ト は「 テレビ番組」 、 劇場上映が一

次流通であるソ フ ト は「 映画ソ フ ト 」 、 新聞が一次流通であるソ フ ト は「 新聞記事」 と

し て分類する。次に、こ う し て分類し たメ ディ ア･ソ フ ト を、情報の性質に従っ て、「 映

像系ソ フ ト 」 、 「 音声系ソ フ ト 」 、 「 テキスト 系ソ フ ト 」 の３ つに大き く グループ化す

る。 ゲームソ フ ト については、 その情報ソ フ ト と し ての価値は、 主と し てその映像に由

来すると 考えら れるこ と から 、 映像系ソ フ ト に区分する。  

以上の作業の結果、 本調査におけるメ ディ ア・ ソ フ ト の基本的分類は、 図表 2-5 のよ

う になる。  
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図表2-5 メディア・ソフトの分類と流通メディアの関係 

メディア・ソフト分類 一次流通のメディア 二次利用（マルチユース）する主要

メディア 

 
 
 
 

映 

像 

系 

映画ソフト 劇場上映 ビデオ*、衛星放送、ＣＡＴＶ、地上

テレビ放送、PC インターネット・

携帯インターネット 
ビデオソフト 販売、レンタル PC インターネット（携帯インター

ネット、衛星放送、ＣＡＴＶ、地上

テレビ放送） 
地上テレビ番組 地上テレビ放送（含ワンセ

グ） 
ビデオ、衛星放送、ＣＡＴＶ、PC
インターネット・携帯インターネッ

ト 
衛星テレビ番組 ＢＳ、ＣＳ放送 ＣＡＴＶ、衛星放送、地上テレビ放

送、PC インターネット（ビデオ） 
ＣＡＴＶ番組 ＣＡＴＶ放送 （ビデオ、衛星放送、地上テレビ放

送） 
ゲームソフト 家庭用ゲーム、PC ゲーム、

アーケードゲーム 
PC インターネット・携帯インター

ネット 
ネットオリジナル

ソフト 
PC インターネット・携帯イ

ンターネット 
 

音 

声 

系 

音楽ソフト CD、テープ レンタル CD、有線放送、通信カラ

オケ、PC インターネット・携帯イ

ンターネット 
ラジオ番組 ラジオ放送 PC インターネット（有線放送、携

帯インターネット） 
ネットオリジナル

ソフト 
PC インターネット  

テ 

キ 

ス 

ト 

系 
新聞記事 新聞 オンラインＤＢ、PC インターネッ

ト・携帯インターネット 
コミック コミック誌 単行本、文庫本、PC インターネッ

ト・携帯インターネット 
雑誌ソフト 雑誌 単行本、オンラインＤＢ、PC イン

ターネット・携帯インターネット 
書籍ソフト 単行本、文庫本 文庫本、PC インターネット・携帯

インターネット 
ＤＢ記事 オンラインＤＢ CD-ROM などのオフラインＤＢ 
ネットオリジナル

ソフト 
PC インターネット・携帯イ

ンターネット 
 

注：（ ）内は、現状では明確な市場を形成していないもの、あるいは把握が困難なものを示す。 
＊：ビデオには、販売、レンタルが含まれる。 
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2.4.2 補助的分類 

以上の基本的分類に加えて、 本調査では、 メ ディ ア･ソ フ ト のデジタ ル化・ 通信ネッ

ト ワーク 化の進展について分析するため、以下の補助的分類を使用する。こ れら の補助

的分類は、基本的分類と は異なり 、ソ フ ト 別（ 一次流通メ ディ ア）による分類ではなく 、

メ ディ ア別の分類である。  

まず、 メ ディ ア・ ソ フ ト のデジタ ル化の進展について分析するため、 流通メ ディ アの

特性に応じ て、 メ ディ ア・ ソ フ ト をデジタ ル系ソ フ ト 、 アナログ系ソ フ ト の二つに区分

する。 次に、 通信ネッ ト ワーク を流通するメ ディ ア･ソ フ ト の動向について把握するた

め、 デジタ ル系ソ フ ト を通信系ソ フ ト と それ以外に細分する。 なお、 通信系ソ フ ト がデ

ジタ ル系ソ フ ト の一部と なるのは、通信系ソ フ ト に対応する流通メ ディ アがいずれも デ

ジタ ル化さ れているためである。  

 

図表2-6 流通メディアとデジタル系／アナログ系、通信系ソフトの関係 
 

  
流通メディア 

デジタル系 
ソフト 

通信系 
ソフト 

PC インターネット、携帯インターネット、その他通信ネッ

トワーク（通信カラオケ、オンラインＤＢ） 

非通信系

ソフト 
ビデオ（DVD）、地上放送（デジタル）、衛星放送（デジタル）、

ゲーム、レコード（CD）、オフラインＤＢ 
 

アナログ系 
ソフト 

劇場上映、ビデオ（カセット）、地上放送（アナログ）、衛星

放送（アナログ）、ＣＡＴＶ、レコード（テープ等）、有線放

送、ラジオ、新聞、書籍、雑誌  
＊:ビデオには、販売、レンタルが含まれる。 
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２－５ データの推計手順 

本調査で使用するデータ は、 原則と し て、 2006 年度ベースの各種統計資料（ 年度資

料がない場合は暦年） に基づいている。 し かし 、 各種統計資料のほと んどはメ ディ ア別

（ 業界別） のデータ と なっ ており 、 ソ フ ト 別のデータ と なっ ていない。 そこ で、 収集し

たデータ を組み直す必要がある。  

データ の組み直し は、 以下のよう な手順で行う 。  
 
① 各メディア別のデータ（市場規模、流通量）について、ソフト別（一次流通メディア）

の内訳比率を推定する。多くの場合、関連する資料にソフト別の内訳比率を示すデータ

が含まれているので、その中で最も適切と考えられるデータを使用する。 
 
② メディア別のデータ（市場規模、流通量）に、①で推定したソフト別の内訳比率を乗

じ、メディア別のデータをソフト別に分解する。 
 
③ 同一ソフトのデータをとりまとめ、ソフト別に組み直す。この際、一次流通分とマル

チユース分を区分する。 
 
 以上の手順を模式的に表すと、図表 2-7 のようになる。 

図表2-7 データ推計手順の考え方 

 

なお、 本調査で利用するデータ は、 原則と し て、 官庁、 業界団体等が公表し ている供

給側の統計資料をベースと するが、通信系ソ フ ト についてはこ う し た統計資料に乏し い

ため、 ユーザーへのアンケート 調査をベースと し た推計より 市場規模、 流通量の算出を

行う こ と と する。  

メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 
メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 

ソフト 
Ａ 

ソフト 
Ｂ 

ソフト 
Ｃ 

メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 
メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 
メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 

ソフト 
Ａ 

ソフト 
Ｂ 

ソフト 
Ｃ 

メディア 
( 業界 ) 

ａ 
メディア 
( 業界 ) 

b 
メディア 
( 業界 ) 

ｃ 

ソフト 
Ａ 

ソフト 
Ｂ 

ソフト 
Ｃ 

ソフト 
Ａ 

ソフト 
Ｂ 

ソフト 
Ｃ 

ソフト 
Ａ 

ソフト 
Ｂ 

ソフト 
Ｃ 

一次流通 マルチユース 
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３．メディア・ソフト市場の業界構造 

メ ディ ア・ ソ フ ト の制作又は流通に携わる業界を「 メ ディ ア・ ソ フ ト 業界」 と 呼ぶこ

と と する。 メ ディ ア・ ソ フ ト 業界の構造には、 メ ディ ア別に緩やかなまと まり が存在す

る。 メ ディ ア・ ソ フ ト 業界の構造は、 メ ディ アによっ て様々であるが、 その共通要素を

抽出し てモデル化すると 、 以下のよう に整理するこ と ができ る。 なお、 各メ ディ アにお

けるメ ディ ア・ ソ フ ト の業界構造については、 第２ 部で記載するこ と と する。  

①メディア事業者 

映画会社、 放送事業者、 新聞社、 出版社、 レコ ード 会社等、 メ ディ ア・ ソ フ ト 業界

の中核を担う 事業者である。 かつては、 メ ディ ア事業者がソ フ ト の制作、 発信、 流通

の全過程を自ら 行う こ と が多かっ たが、近年では、 ソ フ ト の制作や流通を他の事業者

に委ねるこ と が一般化し つつある。 例えば、 映画ソ フ ト 、 テレビ番組、 音楽ソ フ ト 等

は、 かつてはソ フ ト 制作をメ ディ ア事業者である映画会社、 テレビ放送事業者、 レコ

ード 会社自ら が行う こ と が多かっ たが、近年では外部でのソ フ ト 制作の比率が高まっ

ていると の指摘がある。 その結果、 メ ディ ア事業者の役割は、 ソ フ ト の制作から 流通

に至る全過程について総合的な企画調整を行う こ と が中心になり つつある。  

②ソフト制作事業者 

かつてメ ディ ア事業者が行っ ていたソ フ ト 制作の一部又は全部を メ ディ ア事業者

に代わっ て行う 事業者である。テレビ番組の制作を行う プロダク ショ ンが典型例であ

る。  

③ソフト流通事業者 

主にパッ ケージ系のメ ディ アで、製造さ れたソ フ ト の流通や販売を担当する事業者

である。 メ ディ ア事業者と は異なり 、 基本的にソ フ ト の内容には関与し ない。 映画館

や新聞販売店、 書店やレコ ード 販売店等がこ れに該当する。  

④広告代理店 

メ ディ ア・ ソ フ ト の流通媒体と なるメ ディ アは、 一方では広告情報を流通さ せる広

告媒体と し ての性格を持つ。 広告主が支払う 広告収入は、一部のメ ディ ア事業者にと

っ て重要な収入源と なっ ている。その広告主と メ ディ ア事業者と の間を調整するのが

広告代理店である。広告代理店はソ フ ト 制作等のための資金調達を担当し ていると み

るこ と ができ る。  

こ れら に加えて、 メ ディ ア事業者への資金提供元であるスポンサー（ 広告主） も 重要
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な役割を担っ ている。 また、 パッ ケージ系のメ ディ アではパッ ケージを製造する「 ソ フ

ト 製造業者」 が存在する。 以上のよう な構造をまと めると 図表 3-1 のよう になる。  

 

図表3-1 メディア・ソフト業界の構造モデル 

ソフト製造事業者
（例）印刷業者、CDプレス業者など

メディア事業者
・ソフトを流通媒体（メディア）にのせるのが基本的な役割
・ソフトの制作～流通全般をとりしきる場合が多い

（例）映画会社、テレビ・ラジオ放送事業者、新聞社、
レコード会社、出版社 など

広告代理店
・メディア事業者側から

みると、ソフト制作資
金の調達を代行する
役割

・スポンサー側から見る
と広告ソフトを作り、そ
の提供業務を代行す
る役割

ソフト制作事業者
・ソフト制作の一部また

は全部をメディア事業
者から委託される。

・一部に、制作業者自
身による「自主制作」
もある。

・ソフト制作には多様な
職種が関わるため、
多様な関連業者が存
在する。

例）映像プロダクション
実演家事務所
スタッフ派遣事務所

スポンサー

ソフト流通事業者
・ソフトの流通販売に関

わる業者。ソフトの内
容には関わらない。

（例）書籍取次、書店、
新聞販売店、映画館、
レコード販売店
レンタルビデオ店
受託放送事業者
（衛星通信事業者）

など

資金

広
告
ソ
フ
ト

委
託
費

委託費
（使用料）

ソフト
（原盤）

制作費
広告費

広告ソフト

消
費
者

ソフト販売
委託

製品製造費

ソフトの流れ
資金の流れ
ソフトの流れ
資金の流れ
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４．メディア・ソフト制作の全体像 
 

４－１ 制作及び制作者の定義 

メ ディ ア・ ソ フ ト 制作の全体像を把握するためには、 「 ソ フ ト 制作」 及び「 ソ フ ト

制作者」 の範囲を明確にし ておく 必要がある。 実際には、 ソ フ ト 制作は非定型作業で

あり 、 関わる人材も 様々である上、 ソ フ ト の形態によっ て制作業務の内容が大き く 異

なるこ と から 、その実態を一般化し て定義するこ と は困難であるが、 こ こ では可能な

限り の整理を試みる。  
 

4.1.1 ソフト制作の定義 

メ ディ ア・ ソ フ ト の制作から 流通までの業務の流れを整理すると 、 ①企画→②原著

作物作成→③原盤作成→④製造→⑤流通と いう ５ 段階の工程に分類するこ と ができ

る。 各工程の概要は次のと おり である。  

 

①企画      ソ フ ト のコ ンセプト 等を企画する。  

②原著作物作成  ソ フ ト の原作と なる小説や脚本、 楽曲等を執筆する。  

③原盤作成 制作さ れた原著作物に基づき 、演技や演奏等の実演を行い、

こ れを記録し てソ フ ト の「 原盤」 を作成する。  

④製造 作成さ れたソ フ ト の原盤に基づき、 印刷製本や CD プレス

などを行い、 パッ ケージと し てのソ フ ト を製造する。  

⑤流通      完成し たソ フ ト を、 メ ディ アを通じ て流通さ せる。  
 

メ ディ ア・ ソ フ ト によっ ては、 こ れら の工程の一部が省略さ れるこ と がある。 例え

ば、 テレビ番組やネッ ト オリ ジナルソ フ ト では、音楽ソ フ ト 等の場合と 異なり 一次流

通のためパッ ケージを製造する必要はないので、 「 製造」 の工程が省略さ れる。  

以上のよう な一連の工程のう ち、 本調査では「 ソ フ ト 制作」 を「 企画から 原盤作成

までの工程」 と 定義する。 こ れは、 本調査が対象と すべき「 ソ フ ト 制作」 は、 情報ソ

フ ト の表現内容を規定する創造的活動に限定すべき と 考えら れるためである。その結

果、 原盤を印刷製本やＣ Ｄ プレス等により パッ ケージ化する「 製造」 工程は「 ソ フ ト

制作」 から 除外さ れる。 以上のよう な「 ソ フ ト 制作」 の範囲を 図示し たも のが図表

4-1 である。  
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図表4-1 ソフト制作の範囲 

企 画 原著作物の作成

企画案

原盤作成 パッケージ製造

原著作物 原盤

・作詞作曲
・執筆 など

・録画録音
・編集 など

・CDプレス
・印刷製本 など

ここで考える「ソフト制作」の範囲  

 
4.1.2 ソフト制作者の定義 

「 ソ フ ト 制作」 を「 企画から 原盤作成までの工程」 と 定義し た結果、 「 ソ フ ト 制作

者」 は「 企画から 原盤作成までの工程に関与する人々」 と 定義さ れるこ と と なる。 こ

れには、 作家や作曲家などの原著作者、 原著作物をメ ディ ア・ ソ フ ト 用に脚色する脚

本家や編曲者、 演技や演奏を行う 実演家、 それら を指揮する監督や演出家、 ソ フ ト 制

作全体の進行を行う 編集者・ プロデュ ーサー等が含まれる。 以上を図示し たのが図表

4-2 である。  
なお、 こ れら のソ フ ト 制作者は、 必ずし も 一つのメ ディ ア・ ソ フ ト の制作だけに専

属し ている訳ではないこ と に留意する必要がある。 例えば、 音楽家は、 音楽ソ フ ト の

制作を行う だけでなく 、 各種映像ソ フ ト の音楽担当と し て制作に関わるこ と も ある。

し たがっ て、 ソ フ ト 制作者をソ フ ト 別に厳密に切り 分けるこ と は、 実際には困難であ

る。  

図表4-2 ソフト制作者の範囲 

・編集者、プロデューサーなど

・作家、作曲家、漫画家
・脚本家、編曲者
・映画監督、演出家 など

実演家
・俳優、タレント
・歌手、アーティスト など

・その他制作スタッフ
（美術、記録、照明など）

著作権者

著作隣接権者

（委託契約など）

テ
キ
ス
ト
系

映

像

系

・
音

声

系

※著作隣接権者：著作物の公衆への伝達に重要な役割を果たしている実演家等  
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４－２ 制作金額と制作量の捉え方 

前述のよう に、ソ フ ト 制作者をソ フ ト 別に明確に切り 分けるこ と は実際には困難で

ある。 し かし 、 ソ フ ト 制作者が複数のソ フ ト 制作を「 兼業」 し ている場合でも 、 各ソ

フ ト 分野でのソ フ ト 制作量やソ フ ト 制作者が得た報酬額（ 制作金額） については、 各

業界資料等から マク ロ的に把握するこ と が可能である。 本調査では、 こ のよう な考え

方に基づき 、 各メ ディ ア・ ソ フ ト の制作をソ フ ト 制作量と ソ フ ト 制作者が得た報酬額

（ 制作金額） によっ て把握するこ と と する。  

ソ フ ト の制作をメ ディ ア事業者以外のソ フ ト 制作者（ 外部制作者） が行う 場合、 そ

の報酬形態には大き く 分けて次の二つがあると 考えら れる。  

 

   

      
 

 

  
 
外部制作者の報酬がいずれの形態で支払われるかは、契約によっ て個別に決まるも

のであるが、 ソ フ ト の種類によっ てある程度の傾向が存在する。 例えば、 映画ソ フ ト

やテレビ番組では、 実演家の報酬は通常は出演料であり 、二次使用料等の権利報酬は

ない場合が多い。こ れに対し 音楽ソ フ ト では、実演家の報酬は権利報酬が中心である。

書籍ソ フ ト の場合も 同様であり 、著者に原稿料が支払われる場合であっ ても 、 それは

「 最低報酬額」に相当するも のであり 、著者の収入の中心は印税等の権利報酬である。 

ソ フ ト 制作の経済的規模を「 ソ フ ト 制作によっ てソ フ ト 制作者が得た報酬の規模」

と 考えるなら ば、ソ フ ト 制作者に対する業務報酬金額を捉えるだけでは不十分であり 、

権利報酬と 合わせて把握する必要がある。 こ のため、 本調査では、 ソ フ ト 制作規模を

表す金額（ ソ フ ト 制作金額） と し て、 業務報酬（ ソ フ ト 制作費用） だけでなく 、 ソ フ

ト の売上額から ソ フ ト 制作者へ配分さ れた権利報酬を 可能な範囲で含めて算出する

こ と と する。  

ソ フ ト の制作量については、 映像系ソ フ ト 、 音声系ソ フ ト については、 「 時間」 を

単位と するこ と で統一するが、 テキスト 系ソ フ ト について「 時間」 と するこ と には無

理があるため、 B5 判書籍換算の「 頁」 3

                                                   
3 テキスト系ソフトの「頁」は B5 版書籍に換算したもの。新聞は B5 版書籍 15 頁、雑誌は B5
版書籍 1.5 頁として換算する。 

で統一するこ と と する。  

業務報酬（ソフト制作費用） 
業務委託、原稿料等の形で、制作業務あるいはその

成果物（原盤）に対して報酬が支払われるもの 

権利報酬（印税、二次使用料等） 
ソフト制作者が有する著作権、著作隣接権等に対

して、ソフトの利用に応じて報酬が支払われるも

の 
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４－３ 制作金額と制作量の現状と動向 

4.3.1 制作金額と制作量の現状 

2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の制作金額は、 全体で 4 兆 604 億円（ 前年比 2.8%増）

である。 こ れをソ フ ト の形態別にみると 、 映像系ソ フ ト が 2 兆 4,232 億円（ 前年比

7.0%増） であり 、 制作金額全体の 59.7%を占める。 音声系ソ フ ト は 2,961 億円（ 前

年比 2.9%減） で全体の 7.3％と 最も 割合が小さ い。 テキスト 系ソ フ ト は 1 兆 3,411

億円（ 前年比 2.8%減） で、 全体の 33.0％である。  
2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の制作量は、 映像系ソ フ ト が 117.5 万時間、 音声系ソ

フ ト が 73.0 万時間、 テキスト 系ソ フ ト が B5 判書籍換算で 4,937 万頁であっ た。  

図表4-3 メディア・ソフトの制作規模（2007年） 

メディア・ソフト分類 ソフト制作量 制作金額 （制作金額の内容）

映画ソフト 447 時間 1,073 億円 映画原盤制作費

ビデオソフト 1,471 時間 294 億円 ビデオソフト制作費

地上テレビ番組 322,511 時間 18,609 億円 放送事業者番組制作費

衛星テレビ番組 750,152 時間 2,145 億円 放送事業者・番組提供事業者制作費

CATV番組 98,593 時間 260 億円 CATV事業者・番組提供事業者制作費

ゲームソフト 1,648 時間 1,851 億円 ゲームソフト制作費

映像系ソフト合計 1,174,820 時間 24,232 億円

音楽ソフト 6,645 時間 1,570 億円 原盤制作費、印税

ラジオ番組 722,878 時間 1,391 億円 放送事業者番組制作費

音声系ソフト合計 729,523 時間 2,961 億円

新聞記事 1,657 万頁 8,239 億円 新聞社制作費

コミック 187 万頁 549 億円 原稿料、印税

雑誌ソフト 1,302 万頁 2,957 億円 原稿料、印税、編集費等

書籍ソフト 1,411 万頁 1,224 億円 原稿料、印税、編集費等

データベース記事 380 万頁 443 億円 ソフト制作費

テキスト系ソフト合計 4,937 万頁 13,411 億円

40,604 億円ソフト制作金額合計  
注 ：テキスト 系ソ フ ト の 「頁」 は B5 版書籍に換算し たも の。 新聞は B5 版書籍 15 頁、 雑誌は B5 版書籍 1. 5 頁と し て換

算する。 ゲームソ フ ト は 1 作品 75 分と し て換算。  
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4.3.2 制作金額と制作量の推移 

制作金額の推移をみると 、 2003 年以降ほぼ横ばいであるが、 映像系ソ フ ト は増加

し ている傾向がある。  

制作量の推移をみると 、 2007 年は前年と 比べ映像系ソ フ ト で 22.5%増と 大き く 増

えた。 また、 音声系ソ フ ト で 2.0%増、 テキスト 系 ソフ ト で 1.5%増と 全てのソ フ ト 形

態で制作量が前年から 増加し た。  

図表4-4 メディア・ソフトの制作金額推移 

2.2 2.2 2.2 2.3 2.4

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

1.3 1.4 1.4 1.4 1.3
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5

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

テキスト系ソフト

音声系ソフト

映像系ソフト

（兆円）

3.9 3.9 3.9 3.9 4.1

  

図表4-5 メディア・ソフトのソフト制作量推移 

79.4
87.0 85.8

95.9

117.5

73.071.5
72.2

72.973.3

4.94.95.05.04.9

0

30

60

90

120

150

180

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

0

1

2

3

4

5

6

映像系ソフト(左軸） 音声系ソフト(左軸） テキスト系ソフト(右軸）
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注：テキスト系ソフトは B5 判書籍換算。 

2003 年からラジオ番組の制作規模算出方法を変更した。 
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4.3.3 制作金額と制作量の内訳 

制作金額のソ フ ト の構成をみると 、映像系ソ フ ト では地上テレビ番組が最も シェ ア

が大き く 、1 兆 8,609 億円で全体の 45.8％を占めている。次に衛星テレビ番組が 5.3％

であり 、 映像系ソ フ ト 全体で 59.7％を占めている。 音声系ソ フ ト では、 音楽ソ フ ト

が 3.9%、ラ ジオ番組が 3.4％と なっ ている。テキスト 系ソ フ ト では新聞記事が最も 大

き く 、 制作金額全体の 20.3％を占め、 次に雑誌ソ フ ト が 7.3%と 続き 、 テキスト 系ソ

フ ト は全体の 33.0%を占めている。  
ソ フ ト の形態別に制作量のソ フ ト の構成比をみると 、映像系ソ フ ト では衛星テレビ

番組が映像系ソ フ ト 全体の 63.9%と 6 割以上を 占めている。衛星テレビ番組は、制作

量で地上テレビ番組より 大き い規模であるにも かかわら ず、制作金額では地上テレビ

番組のおよそ十分の一であるのは、衛星デジタ ル放送の普及等に伴う チャ ンネル数の

増加に対応し 、海外から 安価に調達し た番組等が多いこ と が背景にあると 考えら れる。

音声系ソ フ ト では、ラ ジオ番組が 99.1%と 音声系ソ フ ト の大部分を占めている。テキ

スト 系ソ フ ト では、 比較的各ソ フ ト に分散し ており 、 制作量が最も 大きい新聞記事で

も 、テキスト 系ソ フ ト 全体の 33.6％にと どまっ ている。こ の他書籍ソ フ ト が 28.6%、

雑誌ソ フ ト が 26.4%と 続いている。  

図表4-6 メディア・ソフトの制作金額の内訳（2007年） 
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33.0%
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音楽ソフト
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テキスト系その他
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 27 

図表4-7 ソフト形態別のメディア・ソフト制作量の内訳（2007年） 
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５．メディア・ソフト流通の全体像 

 
５－１ 市場構造のモデル化 

現在では、 メ ディ ア・ ソ フ ト の流通が、 単一のメ ディ アで閉じ るこ と は少ない。 同一

の内容のソ フ ト が複数のメ ディ アで流通するマルチユースが一般化し つつある。こ う し

たマルチユースによるソ フ ト 流通の実態を定量的に把握するため、各メ ディ ア・ ソ フ ト

の流通市場を次のよう に整理する。  

まず、 各メ ディ ア・ ソ フ ト が最初に流通する市場を「 一次流通市場」 、 それ以外のも

のを「 マルチユース市場」 と 位置付ける。 こ れは、 ２ ． メ ディ ア・ ソ フ ト の定義と 分類

で示し たメ ディ ア・ ソ フ ト の定義に対応し た整理である。 例えば、 テレビ番組について

は、 テレビ放送で最初に流通するこ と が想定さ れているこ と から 、テレビ放送による流

通が「 一次流通市場」 と なる。テレビ番組がビデオ化さ れて流通すれば、その市場は「 マ

ルチユース市場」 に該当する。  

こ こ で、 「 マルチユース市場」 と は、 多少の編集等はし ても 、 ソ フ ト の基本的な内容

には変更を加えず、 メ ディ アだけを変えてソ フ ト を流通さ せる場合を想定し ている。こ

れと は別に、 あるソ フ ト の一部又は全部を他のソ フ ト の素材と し て利用する「 素材利用

市場」 が存在する。 例えば、 テレビ番組の中で、 映画の一場面をビデオク リ ッ プと し て

紹介するこ と は、 テレビ放送を通じ た映画ソ フ ト の素材利用である。 また、 音楽ソ フ ト

が、 テレビ番組の素材と し て利用さ れる場合は、音楽ソ フ ト のテレビ番組での素材利用

である。  

素材利用市場については、 関係するデータ の入手が困難であり 、 ソ フ ト の流通量や販

売額を特定できないこ と が多い。 こ のため、 二次使用料収入等により 実態把握が可能な

も のに限っ て、 参考データ と し て第２ 部に掲載するこ と と する。  

また、 ゲームソ フ ト に代表さ れるよう に、 ソ フ ト によっ ては、 海外への輸出が売上の

大き な割合を占めるこ と がある。 海外へのソ フ ト の輸出には、 パッ ケージ化さ れたソ フ

ト を製品と し て輸出する形態のほか、版権等の権利を海外の企業と ラ イ センス契約する

形態があるが、 特に後者についてはデータ の入手が困難である。 こ のため、 海外市場に

ついては、 輸出規模が大き く 、 データ が入手可能なも のについてのみ、 参考データ と し

て第２ 部に掲載するこ と と する。  

以上を要約すると 、 図表 5-1 のよう なツリ ー型の市場構造モデルと なる。  
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図表5-1 メディア・ソフトの市場構造モデル 

メディア・ソフト

一次流通市場 マルチユース市場

素材利用市場

海外市場

再利用市場

ソフト制作時に最初に流通させ
ることを想定したメディア上での
流通

他のメディアを通じての
流通（例：映画ソフトの
テレビでの放映）

新しいソフト制作の素材として
既存ソフトを利用

海外へのソフト販売

最初に流通させたメディアで
繰り返し提供する
（例：テレビでの再放送）

※再利用市場は一次流通市場と
区別されないことが多い

海外からの輸入

 
 
 

５－２ 市場規模と流通量の捉え方 

メ ディ ア・ ソ フ ト の流通についても 、 制作の場合と 同様、 「 流通量」 と 「 市場規模」

の二つの観点から 捉えるこ と ができ る。   

ソ フ ト の流通量については、各メ ディ アを経て利用者に届けら れるソ フ ト の量を流通

量と し て捉えるこ と ができ る。 例えば、 ビデオソ フ ト の場合は、 メ ーカ ーが販売し たパ

ッ ケージの数量やレ ンタ ル店から の延べ貸出回数と パッ ケージに収録さ れた情報量(時

間)が、 また、 地上テレビ番組やラ ジオ番組の場合は、 番組を視聴し た人数（ 視聴人口）

と 番組を視聴し た時間が、 それぞれ流通量を把握するための基本的なデータ と なる。   

ただし 、 流通メ ディ アの特性によっ て、 流通量に関し て把握可能なデータ の性質が多

少異なっ ている。同じ 映像系ソ フ ト であっ ても 、パッ ケージによるソ フ ト の流通の場合

は、市場の流通ルート を通じ て販売さ れた量を集計するこ と により ほぼ正確な販売量を

把握するこ と が可能であるが、 放送によるソ フ ト の流通の場合（ Ｎ Ｈ Ｋ 、 有料放送を除

く ） は、 どれだけの視聴者が放送番組をどれだけ視聴し たかは視聴率等のデータ から 推

計により 把握せざるを得ないと こ ろ である。  

また、 流通量に関するデータ は、 各メ ディ アの収益構造の違いにも 関連し ているも の

と 考えら れる。 すなわち、 ビデオソ フ ト 販売のよう な販売収入型のメ ディ アでは、 パッ
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ケージの販売量が重要と なる。 こ れに対し 、 地上テレビ放送のよう に広告収入型のメ デ

ィ アでは、 広告の単価を決定する際の基準と し て視聴者数（ 視聴率） が重要と なる。 い

ずれにし ても 、 流通量に関するデータ は、 各メ ディ アにおいて、 売上に直結するデータ

と いう 意味から も 重視さ れていると 見るこ と ができ る。  

以上のよう な事情も 踏まえ、 本調査では、 各メ ディ アにおけるソ フ ト の流通量につい

て、 各種統計資料で把握さ れているソ フ ト の流通に関するデータ をベースと し て、 次の

よう に算出するこ と と する。   
 

メディア  流通量の算出方法  

パッケージ型メディア  市場に出荷･販売されたパッケージの量（ビデオソフト、

CD、書籍等の出荷・販売数）×パッケージ１本当たり

の平均収録情報量（時間、頁数等）  

放送型メディア  視聴者数×視聴者が接触したソフト量（年間平均テレビ

視聴時間、ラジオ聴取時間等）  

シアター型メディア  入場者数×入場者が接触したソフト量（平均上映時間

等）  

  
なお、通信型メディアのソフトの流通量については、統計資料がないため、ユーザーへ

のアンケート調査をベースとした推計により算出する。 

ソ フ ト の市場規模については、 次のよう な考え方に基づき 、 各市場の規模を表すも の

と し て適当と 考えら れる金額ベースのデータ を算出するこ と と する。 なお、 前述のと お

り 、 素材利用による二次使用料については、 把握可能なも のについてのみ第２ 部で記述

するこ と と する。 また、 通信型メ ディ ア・ ソ フ ト については、 流通量の場合と 同様、 ユ

ーザーへのアンケート 調査をベースと し た推計により 市場規模を算出し ている  
 

市場 市場規模の算出方法 

一次流通市場 メ ディ アにおけるソ フ ト の販売額、 広告収入から 、 他の

メ ディ アから のマルチユース分を除いたも のを、メ ディ

ア･ソ フ ト の一次流通の市場規模と し て算出。  

マルチユース市場 各メ ディ アでマルチユース分と し て除かれたも のを メ

ディ ア・ ソ フ ト の項目ごと に仕分け、 それぞれの和を求

める こ と で、 各ソ フ ト のマルチユースの市場規模を 算

出。  

素材利用市場 権利者に支払われた二次使用料を把握。  
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５－３ 市場規模と流通量の現状と動向 

5.3.1 市場規模と流通量の現状 

2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の市場規模は、 全体で 11 兆 4,110 億円（ 前年比 0.3%減）

である。 こ れを一次流通市場と マルチユース市場の流通段階別にみると 、一次流通市場

が 8 兆 8,673 億円（ 前年比 0.9%減） であり 、 市場規模全体の 77.7％を占める。 マルチユ

ース市場は 2 兆 5,437 億円（ 前年比 1.9%増） で、 全体の 22.3％である。 ソ フ ト の形態別

にみると 、 映像系ソ フ ト は 5 兆 5,342 億円（ 前年比 2.1%増） で市場規模全体の 48.5％で

ある。 音声系ソ フ ト は 1 兆 20 億円（ 前年比 3.2%減） で 8.8％、 テキスト 系 ソフ ト は 4

兆 8,748 億円（ 前年比 2.4%減） で 42.7％を 占める。  

2007 年のメ ディ ア・ ソ フ ト の流通量は、 映像系ソ フ ト が 1,666 億時間、 音声系ソ フ ト

が 280 億時間、 テキスト 系ソ フ ト が B5 判書籍換算で 10 兆 3,716 億頁である。  
 

図表5-2 メディア・ソフトの市場規模（2007年） 

流通段階別        ソフト形態別 

77.7%

22.3%

一次流通市場

マルチユース市場

（8兆8,673億円）

（2兆5,437億円）

総額

11兆4,110億円 48.5%

8.8%

42.7%
総額

11兆4,110億円

映像系ソフト

音声系ソフト

テキスト系ソフト

（5兆5,342億円）

1兆20億円

4兆8,748億円
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図表5-3 メディア・ソフトの市場規模・流通量（2007年） 

メディア・ソフト 

分類 

市場規模 流通量 

合 計 一次流通 
市場 

マルチ 
ユース市場 

合 計 一次流通 
市場 

マルチ 
ユース市場 

映画ソフト  7,173 億円 1,984 億円 5,189 億円 43.5 億時間 2.4 億時間 41.1 億時間 

ビデオソフト  3,299 億円 2,731 億円 567 億円 6.1 億時間 3.7 億時間 2.4 億時間 

地上テレビ番組  30,095 億円 25,940 億円 4,154 億円 1,491 億時間 1,469 億時間 21.6 億時間 

衛星テレビ番組  7,176 億円 3,508 億円 3,668 億円 119.5 億時間 71.0 億時間 48.5 億時間 

ＣＡＴＶ番組  226 億円 226 億円 ―― 0.9 億時間 0.9 億時間 ―― 

ゲームソフト  6,695 億円 5,211 億円 1,484 億円 4.7 億時間 2.0 億時間 2.7 億時間 

ネットオリジナル  678 億円 678 億円 ―― 0.5 億時間 0.5 億時間 ―― 

映像系ソフト合計 55,342 億円 40,279 億円 15,063 億円 1,666 億時間 1,549 億時間 116.3 億時間 

音楽ソフト  7,364 億円 3,333 億円 4,031 億円 42.7 億時間 1.8 億時間 40.9 億時間 

ラジオ番組  2,656 億円 2,656 億円 ―― 236.9 億時間 236.9 億時間 ―― 

ネットオリジナル  ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

音声系ソフト合計 10,020 億円 5,989 億円 4,031 億円 279.6 億時間 238.7 億時間 40.9 億時間 

新聞記事  19,799 億円 19,091 億円 708 億円 84,381 億頁  71,251 億頁 13,131 億頁 

コミック  5,774 億円 3,058 億円 2,715 億円 7,780 億頁  5,245 億頁 2,535 億頁 

雑誌ソフト  12,835 億円 11,492 億円 1,342 億円 9,806 億頁  9,361 億頁 444.9 億頁 

書籍ソフト  7,442 億円 6,556 億円 886 億円 1,717 億頁  1,089 億頁 627.8 億頁 

データベース記事  2,772 億円 2,081 億円 692 億円 27.2 億頁  6.9 億頁 20.3 億頁 

ネットオリジナル  127 億円 127 億円 ―― 4.0 億頁  4.0 億頁 ―― 

テキスト系ソフト合計 48,748 億円 42,405 億円 6,343 億円 103,716 億頁  86,957 億頁 16,759 億頁 

合 計 114,110 億円 88,673 億円 25,437 億円 ―― ―― ―― 

注 ：テキスト 系ソ フ ト の 「頁」 は B5 版書籍に換算し たも の。 新聞は B5 版書籍 15 頁、 雑誌は B5 版書籍 1. 5 頁と し て換

算する。 ゲームソ フ ト は 1 作品 75 分と し て換算。  
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5.3.2 市場規模と流通量の推移 

市場規模の推移をみると 、 2003 年以降市場拡大が続いていたが、 2007 年になっ て減

少に転じ た（ 前年比 0.3%減） 。  

流通段階別に推移をみると 、 マルチユース市場の拡大基調は変わっ ていない。 一方、

一次流通市場の規模は、2003 年まで減少傾向にあり 、2004 年から 増加に転じ ていたが、

2007 年は 8.9 兆円と 前年から 微減と なっ た（ 前年比 0.9%減） 。 また、 ソ フ ト 形態別に

みると 、 映像系ソ フ ト は漸増傾向にあり 、 2007 年は 5.5 兆円 となっ た。 イ ンタ ーネッ ト

での音楽配信などが盛んになっ てき ている音声系ソ フ ト は 2004 年から 増加傾向にあり 、

2006 年は規模が 1 兆円を超えたが、 2007 年は減少と なっ た（ 前年比 3.2%減） 。 テキス

ト 系 ソフ ト は 2003 年まで減少傾向にあっ たが、 その後はほぼ横ばいで推移し ている。  

流通量の推移をみると 、 映像系ソ フ ト は 2004 年まで増加傾向にあっ たが、 2007 年は

1,666 億時間と 前年から 横ばい（ 前年比 0.8％ 増） と なっ た。 テキスト 系ソ フ ト について

は 2003 年から 2004 年にかけて大幅に増加し たが、 2007 年では B5 判書籍換算で 10.4

兆頁と 前年から 増加し た（ 前年比 4.2%増） 。 音声系ソ フ ト は、 300 億時間程度を上下し

ており 、 2004 年で前年に比べ増加し たが、 2007 年では 280 億時間と 前年に引き続き 減

少し た（ 前年比 2.8%減） 。  

図表5-4 メディア・ソフトの市場規模の推移 

流通段階別 
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ソフト形態別 
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図表5-5 メディア・ソフトの流通量の推移 
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5.3.3 市場規模と流通量の内訳 

2007 年の市場規模の内訳を 流通段階別にみると 、 一次流通市場についてソ フ ト の形

態別では、映像系ソ フ ト は一次流通市場全体の 45.4％であり 、 その中では地上テレビ番

組のシェ アが際立っ て大き く 、 一次流通市場全体の 29.3％を占めている。次にゲームソ

フ ト が 5.9%と 続く 。 音声系ソ フ ト は一次流通市場全体の 6.8％と シェ アが小さ く 、 音楽

ソ フ ト 、 ラ ジオ番組はそれぞれ 3.8％、 3.0％と なっ ている。 テキスト 系ソ フ ト は一次流

通市場全体の 47.8％で依然と し て最も 大き い。その中では新聞記事のシェ アが最も 大き

く 、 一次流通市場全体の 21.5％を占めている。 次に雑誌ソ フ ト が 13.0％、 書籍ソ フ ト が

7.4％と 続いている。  

マルチユース市場についてみると 、映像系ソ フ ト はマルチユース市場全体の 59.2％を

占める。 その中では映画ソ フ ト のシェ アが大きく 、 マルチユース市場全体の 20.4％を占

めている。 また、 地上テレビ番組が 16.3%、 衛星テレビ番組が 14.4%と なっ ている。 音

声系ソ フ ト は、 マルチユース市場全体の 15.8%と なっ ている。 テキスト 系ソ フ ト はマル

チユース市場全体の 24.9％であり 、一次流通市場と 異なり 、シェ アは映像系ソ フ ト より

も 小さ い。 その中では、 コ ミ ッ ク が最も 大き く 、 マルチユース市場全体の 10.7％を占め

ている。 次に雑誌ソ フ ト が 5.3％、 書籍ソ フ ト が 3.5％と 続いている。 こ のよう に、 マル

チユース市場の内訳は、テレビ放送やビデオなどでの二次利用が進んでいる映画ソ フ ト

が最も 大き い。 また、 ビデオで二次利用さ れている地上テレビ番組や、 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ で二次

利用さ れている衛星テレビ番組も その割合は大きい。音楽ソ フ ト の構成比が高く なっ て

いるのは、 有線放送や着メ ロ・ 着う たと いっ た二次利用が盛んなためである。  

図表5-6 メディア・ソフトの市場規模の内訳（2007年） 

一次流通市場             マルチユース市場 
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流通量について流通段階別にみると 、 一次流通市場では、 映像系ソ フ ト が 1,549 億時

間、 音声系ソ フ ト が 239 億時間、 テキスト 系ソ フ ト が B5 判書籍換算で 86,957 億頁であ

る。 こ れをソ フ ト 形態別にみると 、映像系ソ フ ト では地上テレビ番組が 94.8％と 大部分

を占めている。 音声系ソ フ ト ではラ ジオ番組が 99.2％と ほと んど全てを占めている。 テ

キスト 系ソ フ ト では新聞記事が 81.9％で最も 大きく 、 次に雑誌ソ フ ト が 10.8％と 続く 。 

こ れに対し てマルチユース市場では、 映像系ソ フ ト が 116 億時間、 音声系ソ フ ト が

41 億時間、 テキスト 系ソ フ ト が B5 判書籍換算で 16,759 億頁であっ た。 こ れをソ フ ト

形態別にみると 、 映像系ソ フ ト では衛星テレビ番組が 41.7%、 映画ソ フ ト が 35.3％と 両

者で大半を占める。音声系ソ フ ト では音楽ソ フ ト が全てである。テキスト 系ソ フ ト では、

新聞が 78.4％で最も 大きく 、次にコ ミ ッ ク が 15.1％と 続く 。先に述べた市場規模と 同様、

マルチユース市場では、 二次利用が進む映画ソ フ ト や衛星テレビ番組、 音楽ソ フ ト 、 コ

ミ ッ ク などの占める割合が大き く 、 一次流通市場と は異なっ た構成と なっ ている。  

図表5-7 メディア・ソフトの流通量の内訳（2007年） 
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５－４ 通信系ソフトの市場規模の現状と動向 

5.4.1 通信系ソフトの市場規模と流通量の現状 

2007 年の通信系ソ フ ト の市場規模は全体で 9,772 億円（ 前年比 11.5%増） である。  

流通段階別にみてみると 、 PC イ ンタ ーネッ ト や携帯イ ンタ ーネッ ト 向けに制作さ れ

たネッ ト オリ ジナルソ フ ト やオンラ イ ンＤ Ｂ などの一次流通市場は 2,929 億円（ 前年比

17.5%増） で、 通信系ソ フ ト の市場規模全体の 30.0％を占める。 着う たなど二次利用さ

れるソ フ ト のマルチユース市場は 6,843 億円（ 前年比 9.1%増） である。 こ れは通信系ソ

フ ト 全体の 70.0％にあたり 、 昨年より マルチユースの割合は低く なっ ている。  

ソ フ ト の形態別にみると 、映像系ソ フ ト は 3,278 億円（ 前年比 10.0%増）で全体の 33.5％

を占めている。 音声系ソ フ ト は 3,104 億円（ 前年比 1.7%増） で全体の 31.8％を占めてい

る。 昨年は全体に占める音声系ソ フ ト の割合が最も 大き く なっ ていたが、 2007 年はテ

キスト 系ソ フ ト は 3,390 億円（ 前年比 11.1%増） で全体の 34.7％を占め、 通信系ソ フ ト

で、 ３ つのソ フ ト 形態中最も 大きく なっ た。  

図表5-8 通信系ソフトの市場規模（2007年） 

流通段階別         ソフト形態別 

 

マルチユー
ス市場
70.0%

一次流通
市場
30.0%
（2,929億円）

(6,843億円）

総額9,772億円

 

音声系ソフト
31.8%

映像系ソフト
33.5%テキスト系ソフ

ト

34.7%

（3,278億円）

(3,104億円）

総額9,772億円

（3,390億円）

  

 

通信系ソ フ ト の流通量は、 映像系ソ フ ト が 7.0 億時間、 音声系ソ フ ト が 1.8 億時間、

テキスト 系ソ フ ト が B5 版書籍換算で 14,426 億頁である。  



 38 

図表5-9 通信系ソフトの市場規模・流通量（2007年） 

メディア・ソフト 

分類 
 

市場規模 流通量 

合 計 一次流通 
市場 

マルチ 
ユース市場 

合 計 一次流通 
市場 

マルチ 
ユース市場 

映画ソフト  336 億円 ―― 336 億円 1.1 億時間 ―― 1.1 億時間 

ビデオソフト  567 億円 ―― 567 億円 2.4 億時間 ―― 2.4 億時間 

地上テレビ番組  163 億円 ―― 163 億円 0.3 億時間 ―― 0.3 億時間 

衛星テレビ番組  49 億円 ―― 49 億円 0.1 億時間 ―― 0.1 億時間 

ＣＡＴＶ番組  ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ゲームソフト  1,484 億円 ―― 1,484 億円 2.7 億時間 ―― 2.7 億時間 

ネットオリジナル  678 億円 678 億円 ―― 0.5 億時間 0.5 億時間 ―― 

映像系ソフト合計 3,278 億円 678 億円 2,599 億円 7.0 億時間 0.5 億時間 6.5 億時間 

音楽ソフト  3,104 億円 ―― 3,104 億円 1.8 億時間 ―― 1.8 億時間 

ラジオ番組  ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ネットオリジナル  ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

音声系ソフト合計 3,104 億円 ―― 3,104 億円 1.8 億時間 ―― 1.8 億時間 

新聞記事  597 億円 ―― 597 億円 13,128 億頁 ―― 13,128 億頁 

コミック  220 億円 ―― 220 億円 753 億頁 ―― 753 億頁 

雑誌ソフト  122 億円 ―― 122 億円 190 億頁 ―― 190 億頁 

書籍ソフト  244 億円 43 億円 201 億円 345 億頁 64.7 億頁 280 億頁 

データベース記事  2,081 億円 2,081 億円 ―― 6.9 億頁 6.9 億頁 ―― 

ネットオリジナル  127 億円 127 億円 ―― 4.0 億頁 4.0 億頁 ―― 

テキスト系ソフト合計 3,390 億円 2,251 億円 1,140 億円 14,426 億頁 75.6 億頁 14,350 億頁 

合 計 9,772 億円 2,929 億円 6,843 億円 ―― ―― ―― 

注 ：テキスト 系ソ フ ト の 「頁」 は B5 版書籍に換算し たも の。 新聞は B5 版書籍 15 頁、 雑誌は B5 版書籍 1. 5 頁と し て

換算する。 ゲームソ フ ト は 1 作品 75 分と し て換算。  
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5.4.2 通信系ソフトの市場規模の推移 

通信系ソ フ ト の市場規模推移をみると 、2007 年の市場規模は全体で 9,772 億円と なり 、

2006 年の 8,763 億円と 比較し て 1,000 億円ほど増加し た（ 前年比 11.5%増） 。 メ ディ ア･

ソ フ ト 市場全体に占める割合も 、 8.6%にまで高まっ た。 近年、 通信系ソ フ ト は高い伸び

率が続いている（ 2003 年前年比 34.9%増、 2004 年前年比 28.6%増、 2005 年前年比 16.9%

増、 2006 年前年比 8.6%増） 。 伸び率は次第に低下し てきていたが、 2007 年は前年より

も 大き な伸び率と なっ た。  

ソ フ ト の形態別にみると 、イ ンタ ーネッ ト での音楽配信が著し い伸びを示し たこ と か

ら 、 2006 年の通信系ソ フ ト 市場では音声系ソ フ ト が最も 大き な割合を占めたが、 2007

年はテキスト 系ソ フ ト が最も 大きな割合を占めた。 また、 映像系ソ フ ト も 順調に拡大し

たため、 ソ フ ト 形態別のシェ アは、 テキスト 系ソ フ ト 、 映像系ソ フ ト 、 音声系ソ フ ト の

順と なっ た。 2003 年から の伸び率をみると 、 映像系ソ フ ト が 2.6 倍と 最も 大き な伸びを

示し ている。 音声系ソ フ ト が 2.0 倍 、テキスト 系ソ フ ト が 1.3 倍と なっ ている。  

図表5-10 通信系ソフトの市場規模の推移 
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5.4.3 通信系ソフトの市場規模と流通量の内訳 

通信系ソ フ ト の市場規模の内訳を みる と 、 映像系ソ フ ト ではゲームソ フ ト が全体の

15.2％で最も 大き く 、 以下、 ネッ ト オリ ジナル、 ビデオソ フ ト と 続く 。 音声系ソ フ ト で

は音楽ソ フ ト が全てを 占めている 。 テキスト 系ソ フ ト ではデータ ベース記事が全体の

21.3％でテキスト 系ソ フ ト 全体の６ 割以上を占めている。  

通信系ソ フ ト の流通量について流通段階別にみると 、 一次流通市場では、 映像系ソ フ

ト についてはネッ ト オリ ジナルのみであり 、 テキスト 系ソ フ ト については、 ケータ イ 小

説の書籍ソ フ ト が 85.5%を占めている。 こ れに対し てマルチユース市場では、 映像系ソ

フ ト についてはゲームソ フ ト が 41.9％で、 以下、 ビデオソ フ ト （ 36.0%） 、 映画ソ フ ト

（ 16.5%） と 続く 。テキスト 系ソ フ ト では、新聞記事が 91.5％と ほと んどを占めている。  

図表5-11 通信系ソフトの市場規模の内訳（2007年） 
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総額9,772億円 ビデオソフト
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図表5-12 流通段階別の通信系ソフトの流通量（2007年） 

一次流通市場 
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６．メディア・ソフト市場のトレンド 

 
６－１ マルチユースの進展 

メ ディ ア･ソ フ ト 市場規模全体に占めるマルチユース市場の割合の推移を図表 6-1 に

示す。 テレビ放送の多チャ ンネル化、 イ ンタ ーネッ ト 、 携帯電話と いっ た通信ネッ ト ワ

ーク を通じ た流通の拡大などを背景と し て、マルチユース市場の割合が拡大し てきてい

るこ と がわかる。  

図表6-1 メディア・ソフトの市場規模に占めるマルチユース市場の割合の推移 
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図表 6-2 から 図表 6-4 までは、 主要メ ディ アで各ソ フ ト がどの程度流通し ているかを

みるために、 2007 年の市場規模をソ フ ト 形態別に整理し たも のである。 こ れら の表で

は、 縦に主要なメ ディ ア・ ソ フ ト を、 横に主要な流通メ ディ アをと るこ と で、 各メ ディ

ア・ ソ フ ト がどのよう にマルチユースさ れているかを把握し よう と するも のである。図

において、網掛けの部分は一次流通を、 その他の部分についてはマルチユースをあら わ

し ている。  

 

①映像系ソフト 

映画ソ フ ト は、 ビデオ、 衛星放送、 地上放送等の各メ ディ アで幅広く マルチユース

が展開さ れている。 また、 衛星テレビ番組も 、 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ を中心と し てマルチユースが

盛んである。  
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図表6-2 映像系ソフト 主要メディアでの市場規模（2007年） 
           単位：億円 

 劇場上映 ビデオ販売 レンタル 

ビデオ 

地上 

放送 

衛星放送 ＣＡＴＶ 通信ネットワ

ーク配信 

映画ソフト 1,984 797 2,310 481 964 301 336 

ビデオソフト － 1,565 1,166 － － － 567 

地上テレビ番組 － 453 2,011 25,940 247 1,281 163 

衛星テレビ番組 － － － 659 3,508 2,938 49 

ＣＡＴＶ番組 － － － － － 226 － 
 

②音声系ソフト 

音楽ソ フ ト のマルチユースでは、 有線放送、 通信カ ラ オケ、 レンタ ル CD と いう 従

来から のメ ディ アでの流通に加えて、 着メ ロ /着う たに代表さ れる通信ネッ ト ワーク

を利用する新し い流通形態が大きな割合を占めるよう になっ ている。  

図表6-3 音声系ソフト 主要メディアでの市場規模（2007年） 
単位：億円 

 CD・テープ

販売 

レンタルCD 有線放送 通信ｶﾗｵｹ 着メロ/ 

着うた 

その他通信

ﾈｯﾄﾜー ｸ配信 

ラジオ放送 

音楽ソフト 3,333 198 728 472 1,708 924 － 
 

③テキスト系ソフト 

テキスト 系ソ フ ト のマルチユースは、 単行本、 文庫本と いっ た出版の形態をと るも

のが多い。 最近では通信ネッ ト ワーク による有料配信が立ち上がっ てきている。  

図表6-4 テキスト系ソフト 主要メディアでの市場規模（2007年） 
単位：億円 

 新聞 雑誌 単行本 文庫本 通信ネットワ

ーク配信 

データベース 

新聞記事 19,091 － － － 597 518 

コミック － 3,058 2,495 － 220 － 

雑誌ソフト － 11,492 1,196 － 31 91 

書籍ソフト － － 5,827 686（一次流通） 244 － 
686（ﾏﾙﾁﾕ ｽー） 
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主なメ ディ ア・ ソ フ ト について、 2003 年から 2007 年の間でのマルチユース市場の割

合の変化（ マルチユースの進展状況） と 市場規模の変化の関係を示し たのが図表 6-5 で

ある。 ビデオソ フ ト 、 ゲームソ フ ト などでは 、市場 規模と マルチユース市場の割合の双

方が拡大し ており 、音楽ソ フ ト ではマルチユース市場の割合が大き く 伸びているのに対

し 、 映画ソ フ ト では市場規模が縮小、 マルチユース市場の割合も 減少し ている。  

 

図表6-5 マルチユース市場の割合とメディア・ソフトの市場規模（2003年、2007年） 
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６－２ マルチユースと流通単価の関係 

本調査で対象と し たソ フ ト の中で、そのマルチユース展開の順序がある程度パタ ーン

化し ていると 考えら れるも のについて、それぞれの流通メ ディ アでの流通単価を算出し 、

その変化を展開の順序に従っ て捉えたも のを 図表 6-6 に示す。（ 各ソ フ ト の市場規模（ 分

子） を それぞれの流通メ ディ アでの流通量（ 分母） で除し た数値を 、 一次流通単価を

100 と し て指数化し 、 変化を表し た）  

メ ディ ア・ ソ フ ト をマルチユースする際には、 流通単価の高いメ ディ アから 低いメ デ

ィ アへと 順次展開し ていく のが原則であると 考えら れる。 し かし 、最も マルチユースが

進んでいる 映画ソ フ ト では、 最初のマルチユースである ビデオ販売の段階で一次流通

（ 劇場上映） に比べて流通単価が上昇し 、その後マルチユースの過程で徐々に流通単価

が低下するかたちと なっ ている。 こ れは、 ビデオ販売の価格設定が、 映画ソ フ ト に対す

る購買意欲が特に高いユーザーを基準に行われているためと 考えるこ と ができ る。雑誌

ソ フ ト 、 コ ミ ッ ク でも 同様に、 最初のマルチユースの段階で流通単価が上昇する傾向が

みら れる。 こ れに対し て音楽ソ フ ト 、 書籍では、 原則どおり マルチユースが展開するに

つれて流通単価が減少し ている。  

図表6-6 マルチユースにおける流通単価の変化（2007年） 
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注：  映画ソ フ ト ： 劇場上映→ビデオ販売→レンタ ルビデオ→衛星放送・ Ｃ Ａ Ｔ Ｖ →地上放送 

音楽ソ フ ト ： CD販売→レ ンタ ルCD→有線放送 
コ ミ ッ ク  ： 雑誌（ コ ミ ッ ク 誌） →単行本（ コ ミ ッ ク ス）  
雑誌ソ フ ト ： 雑誌→単行本 
書籍ソ フ ト ： 単行本→文庫本 
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６－３ デジタル化と通信ネットワーク化の進展 

図表 6-7 は、 メ ディ ア・ ソ フ ト 市場全体におけるデジタ ル系ソ フ ト と 通信系ソ フ ト の

占める割合の推移を示し た図である（ 通信系ソ フ ト はデジタ ル系ソ フ ト の内数である）。

2007 年のデジタ ル系ソ フ ト の割合は 34.1%と 、地上デジタ ル放送を算入し たこ と から 前

年に比べて 8 ポイ ント 近く 増加し ている。 また、 通信系ソ フ ト の割合は 8.6%と 、 2003

年に比べて 4 ポイ ント 増加し ており 、 毎年 1 ポイ ント 程度の上昇がみら れる。  

図表6-7 デジタル系ソフトと通信系ソフトの割合の推移（2003年～2007年） 
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    注： デジタ ル系ソ フ ト ： CD、 DVD、 ゲームソ フ ト 、 デジタ ル衛星放送番組、 オフ ラ イ ンデータ  

ベース及び通信系ソ フ ト （ 2007 年より 地上デジタ ル放送を算入）  
      通信系ソ フ ト ： PC イ ンタ ーネッ ト ・ 携帯イ ンタ ーネッ ト 、 通信カ ラ オケ、 オンラ イ ンデー

タ ベースを通じ て流通するソ フ ト  
 

 
 

デジタ ル化と 通信ネッ ト ワーク 化の状況をソ フ ト の形態別にみると 、音声系ソ フ ト の

デジタ ル化は 6 割を 超え、 通信系ソ フ ト の割合についても 3 割を超えるなど、 最も 高く

なっ ている。 地上デジタ ル放送の算入により 、 映像系ソ フ ト のデジタ ル化は 5 割を超え

ているが、 通信系ソ フ ト の割合は 5.9%と 小さ い。 一方、 テキスト 系ソ フ ト における通

信系ソ フ ト の割合は 7.0%と 映像系ソ フ ト と 同程度で、 デジタ ル化の割合はソ フ ト 形態

別では最も 小さ く 1 割に満たない。  
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図表6-8 ソフト形態別のデジタル化・通信ネットワーク化の状況（2007年） 
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主なメ ディ ア･ソ フ ト について、 デジタ ル系ソ フ ト 市場の割合の推移（ デジタ ル化の

進捗状況） と 市場規模の変化の関係を 示し たのが図表 6-9 である。 衛星テレビ番組（ デ

ジタ ル衛星放送） やビデオソ フ ト （ DVD） などデジタ ル化が大き く 進んだソ フ ト で、

市場規模の拡大がみら れる。 一方、 映画ソ フ ト はデジタ ル化が進んだも のの、 市場規模

はやや減少し ており 、デジタ ル化が進んだこ と で市場規模が拡大すると は一概に言えな

い。  

図表6-9 デジタル系ソフト市場の割合とメディア・ソフトの市場規模（2003年、2007年） 
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主なメ ディ ア･ソ フ ト について、 通信系ソ フ ト 市場の割合（ 通信ネッ ト ワーク 化の状

況） と 市場規模の変化の関係を示し たのが図表 6-10 である。 ゲームソ フ ト 、 ビデオソ

フ ト は、 通信系ソ フ ト 市場の割合が拡大すると と も に、 それぞれのソ フ ト の市場規模も

大き く 伸びている。 また、 音楽ソ フ ト では、 市場規模の増加に比べて通信系ソ フ ト 市場

の割合が大き く 伸びており 、通信系ソ フ ト が既存の CD 等のパッ ケージ市場に代替し て

いる状況がみら れる。  

図表6-10 通信系ソフト市場の割合とメディア・ソフトの市場規模（2003年、2007年） 
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１．映像系ソフト 
１－１ 映画ソフト 

《映画ソフトの定義》 

・ 「映画ソフト」とは、劇場公開用に制作された映像ソフトとする｡ 

 

《映画ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 一次流通市場（劇場上映）の流通量と市場規模は、入場者が観覧した時間及び入場者

からの入場料である興行収入により捉える。 

・ テレビ放送、ビデオなどでのマルチユースの市場規模は、流通したメディアでの広告

収入、販売収入等により捉える。流通量は各放映時間に視聴者数を乗じて推計する。 

・ 映画制作の制作規模は、邦画の平均制作費に作品本数を乗じ、制作量は邦画の平均上

映時間に作品本数を乗じることにより算出する。 

 

映画ソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一

次

流

通

市

場 
 
 

映画館での上映 市

場

規

模 

劇場公開を一次目的とし

て製作された映画ソフト

の上映による収入 

映画の総興行収入 映画年鑑 

流

通

量 

劇場公開を一次目的とし

て製作された映画ソフト

が視聴された延べ時間 

映画の観客動員数×平均

上映時間 
映画年鑑 

大学、自治体等で

の自主上映 
市

場

規

模 

劇場公開を一次目的とし

て製作された映画ソフト

の自主上映による収入 

（当面考えない）  

流

通

量 

自主上映された映画ソフ

トが視聴された延べ時間 
同上  

 
マ

ル

チ

ユ

|

ス

市

場 

地上波での放送 市

場

規

模 

テレビで放送された映画

ソフトによるテレビ局の

収入（受信料、広告収入等） 

テレビ局の収入（受信料、

営業収入）×映画放送率 
日本民間放

送 年 鑑 、

NHK 年鑑、

映画年鑑 
流

通

量 

テレビで放送された映画

ソフトが視聴された延べ

時間 

一人当たり年間平均テレ

ビ視聴時間×テレビ視聴

人口×映画放送率 

同上 

衛星放送（ＢＳ、

ＣＳ）、ＣＡＴＶ

での放送 

市

場

規

模 

映画ソフトによる衛星放

送、ＣＡＴＶの収入 
衛星放送局、ＣＡＴＶ局の

収入×映画放送率 
NHK 年鑑、 
総務省資料 
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流

通

量 

衛星放送、ＣＡＴＶで放送

された映画ソフトが視聴

された延べ時間 

衛星放送局、ＣＡＴＶ局に

おける年間視聴時間×メ

ディア別視聴者数×映画

放送率 

 

 

マ

ル

チ

ユ

|

ス

市

場 

ビデオソフトで

の流通 
市

場

規

模 

ビデオ化された映画ソフ

トによる収入 
映画セルビデオ出荷金額

×（平均市場価格・出荷価

格比）＋ビデオ総レンタル

本数×ビデオレンタル店

向け販売の映画ソフト率

×レンタル単価 

日本映像ソ

フト協会資

料 

流

通

量 

ビデオ化された映画ソフ

トの販売・レンタル量 
（映画セルビデオ出荷本

数＋ビデオ総レンタル本

数×ビデオレンタル店向

け販売の映画ソフト率）×

平均収録時間 

同上 

通信ネットワー

クでの流通 
市

場

規

模 

PC インターネット、携帯

インターネットで配信さ

れた映画ソフトによる収

入 

一人当たり利用金額×イ

ンターネット利用者数も

しくは携帯インターネッ

ト利用者数 

情報通信政

策研究所調

査 

流

通

量 

PC インターネット、携帯

インターネットで配信さ

れた映画ソフトが視聴さ

れた延べ時間 

一人当たり利用タイトル

数×インターネット利用

者数もしくは携帯インタ

ーネット利用者数×平均

収録時間 

同上 

 

ソ

フ

ト

制

作 

映画ソフトの制

作 
制

作

金

額 

映画ソフトの制作に要し

た費用 
邦画製作本数×邦画平均

制作費 
映画年鑑 

制

作

量 

制作された作品の延べ時

間 
邦画製作本数×邦画平均

上映時間 
同上 

 

ソ

フ

ト

輸

出

入 

邦画ソフトの輸

出 
市

場

規

模 

国内で制作された映画ソ

フトの輸出額 
国内で制作された映画ソ

フトの輸出額（配給権など

権利収入） 

映画年鑑 

流

通

量 

海外における国内制作映

画ソフトの視聴延べ時間 
海外における国内制作映

画ソフトの視聴延べ時間

（不明） 

 

洋画ソフトの輸

入 
市

場

規

模 

海外で制作された映画ソ

フトの国内での収入 
海外で制作された映画ソ

フト（洋画）の興行収入 
映画年鑑 

流

通

量 

国内における海外制作映

画ソフトの視聴延べ時間 
洋画の観客動員数×平均

上映時間 
映画年鑑 
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《映画ソフト市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 映画ソフトの一次流通の市場規模は映画館の上映による総興行収入から算出される。

シネマコンプレックス（シネコン）の増加に伴う観客動員数の増加により、近年の映

画興行収入は好調であったが、2005 年に前年に比べて市場規模が減少した。邦画が

好調であったことから 2006 年は反転して市場規模は増加となったが、2007 年はヒッ

ト作に恵まれなかったことから約 2%減少して 1984 億円と 2005 年レベルとなった。

近年興行収入全体に占める邦画の割合は上昇傾向にあり、2006 年には邦画の興行収

入が洋画を上回った（洋画 47%、邦画 53%）。2007 年には再び洋画の興行収入が上回

っている（洋画 52%、邦画 48%）。 

・ 2007 年の映画ソフトの流通量は 2.4 億時間となり、前年から約 1%減少した。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 映画ソフトのマルチユースの市場規模は、映画ソフトの二次利用による、テレビ放送、

衛星放送、ＣＡＴＶ、ビデオソフト、PC インターネット・携帯インターネット配信

のそれぞれの事業者等の収入から算出される。デジタル衛星放送の開始やＤＶＤプレ

ーヤーの普及を背景に、マルチユースの市場規模は増加していたが、近年はヒット作

が少ないこともあり 2007 年の映画ソフトのマルチユース市場は 5,189 億円と、2006

年の 5,480 億円と比して減少した。セルビデオ、レンタルビデオ、テレビ放送等で減

少がみられた。なお、映画ソフトのマルチユースの市場規模は一次流通市場規模の 2
倍以上あり、ソフト種別でみると最もマルチユースが進んでいるソフトといえる。 

・ 2007 年の映画ソフトのマルチユースの流通量は 41 億時間である。地上波テレビ放送

での映画放映が減っていることから、2006 年の 53 億時間と比べて大きく減少してい

る。マルチユース市場の流通量は、一次流通市場の約 17 倍の大きさとなっている。 

 

ソフト制作の動向 

・ 国内では、2006 年 7 月から 2007 年 6 月までにかけて 298 本の映画が制作されてい

る。映画ソフトの制作金額は 1,073 億円、制作量は 447 時間となっている。 
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映画ソフト市場の構造と規模（2007 年） 

 
 

海外市場

一次流通市場

劇場公開
（洋画）

・公開点数
403点

・入場者数
8,500万人

・流通量
1.28 億時間

・興業収入
1,038億円

大手映画会社
（映画の著作権、

上映権などを保有）

ソフト貸出料

自主上映
（名画座等）

レンタルビデオ
市場規模

2,310億円

流通量
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衛星放送
市場規模
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流通量
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CATV
市場規模

301億円

流通量
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セルビデオ
出荷数

2,786万本

市場規模
797億円

流通量
0.4億時間

地上放送
市場規模

481億円

流通量
24.3億時間

邦画の輸出
6,617万ドル

洋画の輸入
公開本数403本

二次使用料
国内映画制作

・新作本数 298本（注1）

・延べ制作時間
447時間

・制作金額
1,073億円（注2）

制作プロダクション

原著作者

監督等

実演家

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

制作プロダクション

原著作者

監督等

実演家

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

マルチユース市場

・放送番組での
ビデオクリップ利用等

ビデオ化作品数（注3）
邦画：1,438 
洋画：4,134
合計 5,572本注１ 2006年7月から2007年6月までの値

注２ 直接費（作品制作費）のみの数値
注３ DVDの2007年新作点数の合計

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

放映権料

ビデオ化権料

PCインターネット配信

市場規模
248億円

流通量
1.1億時間

ソフト使用料

ネットワーク
配信権料

劇場公開
（邦画）

・公開点数
407点

・入場者数
7,800万人

・流通量
1.17億時間

・興業収入
946億円

素材利用

携帯インターネット配信
市場規模
88億円

流通量
0.02億時間
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映画ソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 邦画劇場上映（興行収入） 818 1,079 946 

洋画劇場上映（興行収入） 1,164 950 1,038 

マルチユース市場    

 地上放送 710 667 481 

衛星放送 996 977 964 

CATV 192 209 301 

セルビデオ 1,303 901 797 

レンタルビデオ 2,860 2,436 2,310 

PC インターネット配信 150 238 248 

携帯インターネット配信 66 51 88 

制作金額 1,051 1,102 1,073 
 
 
 

《映画業界の動向》 

業界の概要 

・ 商業映画はもともと映画館（劇場）での上映（興行）を主としていた｡我が国の映画

館はテレビやレンタルビデオの普及の影響を受けて長らく減少傾向にあったが、1993

年を境にして増加傾向に転じた。興行収入の減少にも歯止めがかかったかたちとなっ

ている｡ 

・ 映像メディアの多様化に伴い、映画ソフトは様々なメディアで二次利用され、映像系

ソフトの中では最もマルチユースが進んでいる。映画ソフトは劇場での公開後、ビデ

オ（ＤＶＤ）販売され、衛星放送やＣＡＴＶで有料放送された後、地上波で放送され

る（映画のウィンドウ方式）。映画ソフトでは最初（第１ウィンドウ）の劇場公開の

興行成績がその後の展開での収益を大きく左右するといわれている。 

・ ブロードバンドの普及とともに、映画ソフトをネットワーク配信する取り組みが行わ

れている。映像配信には高速、広帯域なネットワークが必要であるため、映画ソフト

の配信サービスは、ブロードバンドサービス提供会社（Yahoo!等）の付加サービスと
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して提供されるケースが多い。また、ISP でも他社との差別化のため、映画ソフトを

提供するところがある。 

 

ウィンドウ方式の例 
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実際のスケジュールは諸般の事情により変動する   

出典： 「 変貌するコ ンテンツ・ ビジネス」  

情報通信政策研究所（ 2005）    
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映画業界の構造 
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映画興行の動向 

・ 映画館の数は 1993 年以後増加に転じた（図表 1-1-1）。これは、複数の映画館からな

るシネコンの設置が増加したことによる。この増加傾向は現在も続いており、2006

年には 3 千館を突破した。 

・ 映画館数の増加もあり、観客動員数、興行収入は増加に転じたが、近年は伸び悩んで

いるのが現状である（図表 1-1-2、図表 1-1-3）。映画 館が増えているのに対して、興

行収入は横ばいであり、映画館 1 館当たりの売上は減少していることになるため、今

後の先行きを懸念する向きもある。 

図表1-1-1 全国映画館数の推移 
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図表1-1-2 観客動員数の推移 
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 出典： 時事映画通信社「 映画年鑑」  
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図表1-1-3 興行収入の推移（邦画と洋画の合計） 
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 出典： 時事映画通信社「 映画年鑑」  

 

・ 洋画の公開作品数は年間 350 本前後、それに対して邦画は 300 本前後であったが、映

画館の増加とともに、近年増加傾向にある。（図表 1-1-4） 

図表1-1-4 映画封切本数の推移 
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 出典： 時事映画通信社「 映画年鑑」  
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マルチユースの動向 

・ ＤＶＤプレーヤーの普及、ソフト価格の低廉化により、映画ソフトのパッケージ（ビ

デオカセット、DVD）での販売が伸びていたが、2004 年から減少に転じ、その傾向

が続いている。2005 年にはパッケージ販売売上におけるＤＶＤソフトの比率は 9 割

を超え、2007 年にはほぼ 100％となった。（図表 1-1-5） 

 

図表1-1-5 映画の興行収入及び映画ソフトのパッケージ販売売上高 
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 出典： 時事映画通信社「 映画年鑑」 、 日本映像ソ フ ト 協会資料 

 

ネットワーク配信の動向 

・ ブロードバンドの普及とともに、映画ソフトを通信ネットワークにより配信する取組

が行われている。映画ソフトのネットワーク配信には高速、広帯域のネットワークが

必要であるため、ブロードバンドサービス提供会社、ISP の付加的サービスとして提

供されているケースが多い（ISP も収益源多角化の一環として配信サービスに取り組

んでいる）。 

・ ネットワーク配信という流通手段が増えることによって、これまであまり知られてい

なかったショートフィルム（短編映画）などの映画ソフトを視聴できる環境が整いつ

つあるともいえる。 

 

ソフト制作の動向 

・ 邦画作品の平均制作費は、直接制作費が約 3～4 億円、その他プリント・宣伝・配給

経費などの間接費が約 3 億円といわれている。大型作品の例では、「もののけ姫」23.5
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億円（1997 年）、「千と千尋の神隠し」20 数億円（2001 年）、「スチームボーイ」24

億円（2004 年）、「男たちの大和/YAMATO」25 億円（2005 年）などがある。一方、

ハリウッドにおける制作費の平均は 1 本あたり 40 億円、大作になると 100 億円以上

も珍しくないとされる。2007 年公開の「スパイダーマン 3」は制作費が 3 億ドルを突

破し、映画史上最高といわれている。 

・ 最近では、制作費が回収できないというリスクを軽減するために、映画会社が製作委

員会方式等により、放送事業者、出版社、広告代理店などと協力して映画化するケー

スが増えている。 
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１－２ ビデオソフト 

《ビデオソフトの定義》 

・ 「ビデオソフト」とは、ビデオカセット、ビデオディスク、ＤＶＤなどパッケージソ

フトのかたちで流通している映像ソフトのうち、劇場用映画、テレビ番組など他の映

像ソフトをビデオ化したものを除いたオリジナルなビデオ作品とする。 

・ (社)日本映像ソフト協会の統計調査でのジャンルをベースに、「一般向けアニメーシ

ョン」「音楽」「芸能・趣味・教養」「スポーツ」などのビデオを「ビデオソフト」と

みなした。ちなみに同統計調査で、「映画」を映画ソフトと、「ＴＶドラマ」、「子供向

けアニメーション」を地上波テレビ番組とみなしている。 

 

《ビデオソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ ビデオソフトの一次流通市場は、ビデオ販売及びビデオレンタルの販売額並びにレン

タル本数から市場規模、流通量を把握することができる。ただし、販売額は(社)日本

映像ソフト協会の出荷金額のデータから流通マージン（25%）を上乗せして算出する

（出荷額を販売額の 0.75 倍とした）。 

・ テレビ番組としての放送、映画化等の二次利用に当たっては、権利料が支払われるが、

市場として捉えることが難しいことなどから、当面は考えないこととする。 

・ ビデオソフトの制作規模は制作単価に制作タイトル数を乗じ、制作量は平均収録時間

に制作タイトル数を乗じることにより算出する。 

ビデオソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

 

一

次

流

通

市

場 

レンタルビデオ

店での貸出 
 

市

場

規

模 

ビデオレンタルの売上額

（映画ソフト、テレビ番組

を除く） 

レンタルビデオ総レンタ

ル本数×（1－映画及びテ

レビソフト率）×レンタル

単価 

日本映像ソ

フト協会資

料 

流

通

量 

ビデオソフトの年間総レ

ンタル回数に平均収録時

間を乗じたもの 

レンタルビデオ総レンタ

ル本数×（1－映画及びテ

レビソフト率）×平均収録

時間 

同上 

個人向けソフト

販売 
 

市

場

規

模 

個人用ソフトの売上額（映

画ソフト、テレビ番組を除

く） 

個人向けセルビデオ（映

画、テレビソフトを除く）

出荷金額×平均市場価格

出荷価格比 

同上 

流

通

量 

販売されたビデオソフト

本数に平均収録時間を乗

じたもの 

個人向けセルビデオ等（映

画、テレビソフトを除く）

出荷本数×平均収録時間 

同上 
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業務用ソフト販

売 
 

市

場

規

模 

業務用ビデオソフトの売

上額（映画ソフト、テレビ

番組を除く） 

業務用ビデオ等（映画、テ

レビソフトを除く）出荷金

額×平均市場価格出荷価

格比 

同上 

流

通

量 

販売された業務用ビデオ

ソフト本数に平均収録時

間を乗じたもの 

業務用ビデオ等（映画、テ

レビソフトを除く）出荷本

数×平均収録時間 

同上 

  
 
マ
ル
チ
ユ
|
ス
市
場 

映画館での公開 市
場
規
模 

映画館で公開されたビデ
オソフトによる収入 

（当面考えない）  

流
通
量 

映画館で公開されたビデ
オソフトが視聴された延
べ時間 

同上  

テレビでの放送 市
場
規
模 

テレビで放送されたビデ
オソフトによる放送局の
収入 

同上  

流
通
量 

テレビで放送されたビデ
オソフトが視聴された延
べ時間 

同上  

ＢＳ、ＣＳ、ＣＡ
ＴＶでの放送 

市
場
規
模 

ペイテレビで放送された
ビデオソフトによるペイ
テレビ局の収入 

同上  

流
通
量 

ペイテレビで放送された
ビデオソフトが視聴され
た延べ時間 

同上  

通信ネットワー
クでの流通 

市
場
規
模 

PC インターネット、携帯

インターネットで配信さ

れたビデオソフトによる

収入 

一人当たり利用金額×イ

ンターネット利用者数も

しくは携帯インターネッ

ト利用者数 

情報通信政

策研究所調

査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯
インターネットで配信さ
れたビデオソフトが視聴
された延べ時間 

一人当たり利用タイトル
数×インターネット利用
者数もしくは携帯インタ
ーネット利用者数×平均
収録時間 

同上 

素
材
利
用 

他メディアのソ
フト素材として
利用 

市
場
規
模 

他メディアのソフト素材
として使用されたビデオ
ソフトによる収入 

（当面考えない）  

流
通
量 

使用されたビデオソフト
が視聴された延べ時間 

同上  

ソ
フ
ト
制
作 

ビデオソフトの
制作 

制
作
金
額 

ビデオソフト制作のため
に要した費用 

制作タイトル数×制作単
価 

 

制
作
量 

制作されたビデオソフト
の延べ時間 

制作タイトル数×平均収
録時間 

 

 
ソ
フ
ト
輸
出
入 

ビデオソフトの
輸出 

市
場
規
模 

日本で制作されたビデオ
ソフトの海外への輸出額 

（当面考えない）  

流
通
量 

日本で制作されたビデオ
ソフトの輸出本数に平均
収録時間を乗じたもの 

同上  
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ビデオソフトの
輸入 

市
場
規
模 

輸入ビデオソフトの国内
での売上額 

（当面考えない）  

流
通
量 

輸入ビデオソフトの国内
での出荷本数に平均収録
時間を乗じたもの 

同上  

 
 
 

《ビデオソフト市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ ビデオソフトの一次流通の市場規模は、個人向け・業務用ソフトの販売、レンタルビ

デオ店での貸し出しによる売上額から算出される。近年、ＤＶＤの普及等を背景とし

てビデオソフトの一次流通市場は増加していたが、2007 年の一次流通市場規模は

2,731 億円となり、2006 年の 3,196 億円から大きく減少した。レンタルビデオの減少

幅が大きい。個人向けセルビデオの分野ではほぼ全数がデジタルソフト（DVD）とな

り、その 2007 年の市場規模は 1,542 億円となった。 

・ 2007 年のビデオソフトの一次流通市場における流通量は 3.7 億時間となった。 

 

マルチユース市場の動向 

・ ビデオソフトのマルチユースの市場規模は、映画やテレビ放送での二次利用も考えら

れるが市場を捉えることが難しいため、ここでは PC インターネットによる利用料収

入から算出する。このようなネットワーク配信による利用収入は、2007 年で 567 億

円と、2006 年の 549 億円から増加した。2007 年のビデオソフトのマルチユース市場

における流通量は 2.4 億時間と前年から微増した。 

・ ビデオソフトの市場規模は、マルチユース市場が一次流通市場の 2 割弱と規模が小さ

い。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年のビデオソフトの制作金額は 294 億円となっている。制作量は 1,471 時間で

ある。 
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ビデオソフト市場の構造と規模（2007 年） 

 

 一次流通市場 ビデオソフト販売
・売上本数 4,080万本
・売上金額 1,917億円

個人向け
セルビデオ市場

・市場規模
1,546億円

・流通量
0.5億時間

レンタル
ビデオ市場

・市場規模
1,166億円

・流通量
3.2億時間

業務用
セルビデオ市場

・市場規模
19 億円

・流通量
0.1億時間

マルチユース市場

ビデオソフト会社

ビデオソフト制作
・タイトル（DVD） 7,696点
・制作時間 1,471時間
・制作金額 294億円

二次使用料

制
作
会
社

原
著
作
者
・

制
作
プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン
等

プライベートビデオ制作
（企業、ブライダル等）

（詳細は不明）

ソフト使用料

放映権料

ネットワーク
配信権料

ソフト使用料

ビデオクリップの
放映、サントラCD等

・延べ利用時間
・サントラCD出荷量

地上放送
・延べ放映時間
・広告販売額

有料放送
（ＣＡＴＶ、ＢＳ、ＣＳ）

・延べ放映時間
・ペイテレビ収入

劇場公開
・公開点数
・延べ入場者数
・入場料売上

（それぞれの市場に
含まれる）

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

PCインターネット配信

・市場規模
567億円

・流通量
2.4億時間

素材利用

ビデオソフトの
輸出

ビデオソフトの
輸入

海外市場
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ビデオソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 個人向けセルビデオ 1,873 1,621 1,546 

業務用セルビデオ 22 25 19 

レンタルビデオ 1,250 1,550 1,166 

マルチユース市場    

 PC インターネット配信 539 549 567 

制作金額 241 253 294 
 
 
 

《ビデオ業界の動向》 

業界の概要 

・ ビデオソフト制作には、映画会社、ビデオ制作会社だけでなく、玩具メーカー、レコ

ード会社など多様な業種の企業が参入している｡ 

・ 個人向けの販売ルートをみると、レコード店が半数近くの売上を占めている。その次

に、ネット通販が多くなっている。また、数千店あるレンタルビデオ店がビデオソフ

ト流通の大きなウェートを占めている。 
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ビデオ業界の構造 
 
 

ビデオソフト制作過程

映画ソフト
（邦画、洋画）

テレビ番組

芸能プロ
ダクション

俳優 俳優 俳優

劇団

原作者

脚本家

外部
スタッフ

原作者

脚本家

外部
スタッフ

ビデオソフト制作者

制作
プロダクション

自主制作
・映画会社
・ビデオ制作会社等

ビデオソフト会社

玩
具
メ
ー
カ
ー
等

出
版
社

ビ
デ
オ
会
社

映
画
会
社

レ
コ
ー
ド
会
社

玩
具
メ
ー
カ
ー
等

出
版
社

ビ
デ
オ
会
社

映
画
会
社

レ
コ
ー
ド
会
社

消費者

ビデオソフト流通過程

日本映像ソフト協会
36社（正会員）

インターネット
配信

ビデオソフト販社
（ビデオ専門販社、家電専門販社、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ卸 等）

ネット通販
（12.7%）

家電店
（12.1%）

ビデオ
レンタル店

（9.5%）

スーパー・
コンビニ
（4.8%）

書籍店
（4.7%）

通販・訪販
（1.6%）

その他
（7.1%）

レコード店
（47.6%）

（ ）内の数字は、個人向け販売のルート別売上割合
出典： 2007年（社）日本映像ソフト協会統計調査
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セルビデオの動向 

・ 1990年代ビデオソフトの売上は横ばいであったが、ＤＶＤプレーヤーの普及により、

2000 年以降はＤＶＤソフトの売上が伸びたことから市場は拡大傾向にあった。2005

年からは一転して、ビデオソフト売上高は減少し、2007 年もその傾向が続いている。 

・ 売上の内訳をみると、2006 年にはビデオソフトのほとんどをＤＶＤが占めるように

なった｡（図表 1-2-1） 

図表1-2-1ビデオソフト売上高の推移 
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0

 
      ※メーカー売上額ベースのデータであり、映画ソフトの二次利用なども含む 

ビデオディスクは、2004 年から統計の対象となっていない 

 出典： (社)日本映像ソ フ ト 協会統計調査 

・ ビデオソフトの出荷本数についても売上と同様、ＤＶＤが大きく出荷本数を伸ばして

おり、全体としても近年出荷本数は伸びている。ビデオカセットは増加傾向にあった

が、ＤＶＤの普及の影響を受けた形で、1998 年をピークに減少している。ビデオデ

ィスクの出荷本数が漸減しているのは、営業店向けビデオカラオケの需要が通信カラ

オケへと移行したことや、ＤＶＤなど新しい記憶媒体の出現による影響を受けたこと

がその理由として考えられる。（図表 1-2-2） 

・ セルビデオのジャンル別の出荷本数では、映画（洋画）、アニメ、音楽（邦楽）、映画

（邦画）の割合が高くなっている。これまで洋画は全体の 4 割を占めていたが、2007
年には全体の 3 割にまで縮小している。（日本映像ソフト協会統計調査より） 
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図表1-2-2ビデオソフト出荷本数の推移 
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      ※メーカー売上額ベースのデータであり、映画ソフトの二次利用なども含む 

 出典： (社)日本映像ソ フ ト 協会統計調査 

レンタルビデオの動向 

・ レンタルビデオ店数は減少傾向にある｡一店舗あたりの平均売上高は増加傾向にある。

店舗の大規模化などがその要因として考えられる。（図表 1-2-3） 

・ 前述のようにセルＤＶＤの市場の拡大は著しく、これに伴いＤＶＤのレンタルを実施

している店舗の割合も急速に増加し、2007 年にはほぼ全店舗で DVD のレンタルを実

施している。（日本映像ソフト協会「ビデオレンタル店実態調査」より） 

図表1-2-3 レンタルビデオ店数と平均売上高の推移 
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      ※2003 年は調査が実施されていない。 

 出典： (社)日本映像ソ フ ト 協会「 ビデオレンタ ル店実態調査」  



 69 

 

ソフト制作の動向 

・ ＤＶＤの新作販売点数は、1999 年以降大きく伸びたが、この 2005～2007 年は横ば

いで推移している。ＤＶＤが伸びた影響によりビデオカセットの新作販売点数は、

2000 年をピークに減少している。（図表 1-2-4） 

図表1-2-4 ビデオソフト新作販売点数の推移 
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１－３ 地上テレビ番組 

《地上テレビ番組の定義》 

・ 「地上テレビ番組」とは、地上テレビ放送用に制作された映像ソフトとする。地上デ

ジタルテレビ放送用の映像ソフトも含む。 

・ 他のメディア用に制作されたソフトが地上波により放送されるような場合は、他のメ

ディア・ソフトのマルチユースとみなす。（例えば、映画館での上映のために制作さ

れた映画ソフトが地上テレビで放送される場合、映画ソフトのマルチユースとし、地

上テレビ番組とは区別する。） 

 

《地上テレビ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 地上テレビ番組の一次流通市場の規模は、地上テレビ放送局の収入（民放においては

テレビ放送事業収入、NHK においては受信料収入）に地上テレビ番組放送率（映画

ソフト、衛星テレビ番組の二次利用となる番組放送分を除く）を乗じることによって

把握する。流通量は、NHK が毎年 6 月に調査している国民の平均年間テレビ視聴時

間に視聴人口、地上テレビ番組放送率を乗じることで推計する。 

・ 地上デジタルテレビ放送については、そのほとんどが従来のアナログ放送のサイマル

放送であることから、地上アナログ放送用の番組と地上デジタル放送用の番組の双方

を区別しないこととしてきたが、今回はユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用い

て、地上テレビ番組全体の市場規模、流通量をアナログ／デジタルに配分する。また、

ワンセグについては、昨年度のＷeb アンケートで把握したユーザーのワンセグ放送サ

ービス視聴状況（視聴割合、視聴時間等）により、流通量を算出する。 

・ 地上テレビ番組のマルチユース市場は、ビデオや映画など他メディアの中で流通した

地上テレビ番組の割合を推計し、その割合をそれぞれのメディアのソフトの売上高等

に乗じて算出する。同様の方法で流通量も捉える。なお、一次流通市場と同様の方法

で、市場規模、流通量をアナログ／デジタルに配分する。 

・ 地上テレビ番組の素材利用は、市場として捉えることが難しいため考えない。 

・ 地上テレビ番組の制作金額については、地上テレビ放送局のテレビ放送事業収入から

設備投資額と経常利益を除いたものに地上テレビ番組制作率（映画ソフト、衛星テレ

ビ番組の地上波放送分、再放送分を除く）を乗じることで推計する。制作量について

は、総放送時間から同様に推計する。 
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・ なお、ランダムに抽出した 15 日間の関東キー局の番組表より、映画ソフト、ＢＳテ

レビ番組、ＣＳテレビ番組、再放送番組の時間比率を算出し、地上放送における映画

放送率、ＢＳ番組放送率、ＣＳ番組放送率、再放送率を推計する。 

 

地上テレビ番組の市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 
一
次
流
通
市
場 

地上テレビ放送

番組としての放

送（衛星テレビ

番組、映画ソフ

トを除く） 

市
場
規
模 

地上テレビ番組の放送によ

って地上テレビ放送局が得

る放送事業収入、受信料収入

の合計 

地上テレビ放送局の収入

（放送事業収入、受信料収

入）×（1－映画・ＢＳ・

ＣＳ番組放送率） 

日本民間放送

年鑑、NHK 年

鑑、番組表 

流
通
量 

1 年間に視聴された地上テレ

ビ番組の延べ時間 
１人あたり年間平均テレ

ビ視聴時間×視聴人口×

（1－映画・ＢＳ・ＣＳ番

組放送率） 

同上 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

衛星放送での放

送 
市
場
規
模 

ＢＳ放送（デジタル・アナロ

グ）で放送された地上テレビ

番組によるＢＳテレビ放送

局の収入 

ＢＳ放送（デジタル・アナ

ログ）営業収入×ＢＳ放送

における地上テレビ番組

放送率 

同上 

 
流
通
量 

ＢＳ放送（デジタル・アナロ

グ）で放送された地上テレビ

番組が視聴された延べ時間 

１人あたり年間ＢＳ放送

（デジタル・アナログ）視

聴時間×視聴人口×ＢＳ

放送における地上テレビ

番組放送率 

同上 

 
市
場
規
模 

ＣＳ放送（110 度ＣＳ放送を

含む）で放送された地上テレ

ビ番組によるＣＳテレビ放

送局の収入 

ＣＳ放送（110 度ＣＳ放送

を含む）営業収入×ＣＳ放

送における地上テレビ番

組放送率 

NHK 年鑑、総

務省資料 

 
流
通
量 

ＣＳデジタル放送（110 度Ｃ

Ｓ放送を含む）で放送された

地上テレビ番組が視聴され

た延べ時間 

１人あたり年間ＣＳデジ

タル放送視聴時間×視聴

人口×ＣＳ放送における

地上テレビ番組放送率 

同上 

ＣＡＴＶでの放

送 市
場
規
模 

ＣＡＴＶで放送された地上

テレビ番組（再送信分を含

む）によるＣＡＴＶ局の収入 

ＣＡＴＶ営業収入×ＣＡ

ＴＶにおける地上テレビ

番組放送率 

総務省資料等 

 
流
通
量 

ＣＡＴＶで放送された地上

テレビ番組（再送信分を含

む）が視聴された延べ時間 

１人あたり年間ＣＡＴＶ

視聴時間×視聴人口×Ｃ

ＡＴＶにおける地上テレ

ビ番組放送率 

総務省資料、

NHK 放送文化

研究所資料等 

ビデオソフトで

の流通 
市
場
規
模 

ビデオ化され、販売・レンタ

ルされた地上テレビ番組に

よる収入（邦画、子供向けア

ニメーションの一部が該当） 

セルビデオ（地上テレビ番

組）出荷額＋レンタルビデ

オ総レンタル本数×地上

テレビ番組ソフト率（レン

タルビデオにおけるテレ

ビ番組ソフトの割合）×レ

ンタル単価 

日本映像ソフ

ト協会資料 
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流
通
量 

ビデオ化され、販売・レンタ

ルされた地上テレビ番組の

収録時間の合計 

（地上テレビ番組のセル

ビデオ出荷本数＋レンタ

ルビデオ総レンタル本数）

×地上テレビ番組ソフト

率×平均収録時間 

同上 

映画として公開 
市
場
規
模 

番組として公開された地上

テレビ番組による収入 
（当面考えない）  

 
流
通
量 

地上テレビ番組が映画とし

て視聴された延べ時間 
同上  

ネットワークで

の流通 市
場
規
模 

インターネット、携帯電話で

配信された地上テレビ番組

による収入 

一人当たり年間利用金額

×インターネット利用者

数もしくは携帯ネット利

用者数 

 

 
流
通
量 

インターネット、携帯電話で

配信された地上テレビ番組

が視聴された延べ時間 

一人当たり年間利用タイ

トル数×タイトル 1本当た

りの平均時間 

 

素
材
利
用
市
場 

他メディアのソ

フトの素材とし

ての利用 

市
場
規
模 

他メディアのソフトに素材

として利用された地上テレ

ビ番組による収入 

（当面考えない）  

 
流
通
量 

利用された地上テレビ番組

が視聴された延べ時間 
同上  

ソ
フ
ト
制
作 

地上テレビ番組

の制作 制
作
金
額 

地上テレビ番組の制作に要

した費用 
(放送事業収入－設備投資

額－経常利益)×（1－映

画・ＢＳ・ＣＳ・再放送率） 

日本民間放送

年鑑、NHK 年

鑑 

 
制
作
量 

制作された地上テレビ番組

の総時間数 
総放送時間×（1－映画・

ＢＳ・ＣＳ・再放送率） 
同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

地上テレビ番組

の輸出 
市
場
規
模 

国内で制作された地上テレ

ビ番組の海外への輸出額 
別掲  

 
流
通
量 

国内で制作され、海外で放送

された地上テレビ番組の量 
同上  

地上テレビ番組

の輸入 
市
場
規
模 

海外で制作された地上テレ

ビ番組の輸入額 
同上  

 
流
通
量 

海外で制作され、輸入された

地上テレビ番組の量 
同上  
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《地上テレビ番組の市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 地上テレビ番組の一次流通市場の規模は地上テレビ放送局のテレビ放送事業収入か

ら算出する。ただし、NHK の場合は受信料収入を地上テレビ分、衛星テレビ分、ラ

ジオ放送分に振り分けることで抽出した。地上テレビ番組の 2007 年の一次流通市場

は 2 兆 5,940 億円であり、2006 年の 2 兆 5,418 億円から 2.1%増加している。 

・ NHK の受信料収入が増加するとともに、民放テレビのテレビ放送事業収入が 2005
年の水準に回復したことが、地上テレビ番組の一次流通市場の規模が増加した要因で

ある。 

・ ユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用いて、地上テレビ番組全体の市場規模をア

ナログ／デジタルに配分した。地上デジタルテレビ放送の 2007 年の一次流通市場は

7,073 億円であった。 

・ 地上テレビ番組の2007年の一次流通の流通量は1,469億時間となり、2006年の1,442
億時間から 1.9%増加している。民放テレビの視聴時間は 2006 年比で横ばいながら、

NHK の視聴時間が減少したことが影響している。 

・ 流通量についても、市場規模と同様に、ユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用い

て、地上テレビ番組全体の流通量をアナログ／デジタルに配分した。また、ワンセグ

については、昨年度Ｗeb アンケートにおけるユーザーのワンセグ放送サービス視聴状

況により、流通量を算出した。地上デジタルテレビ放送の流通量は 387 億時間となり、

ワンセグ放送の流通量は 49 億時間となった。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 地上テレビ番組のマルチユースの市場規模は、衛星放送、ＣＡＴＶ、ビデオにおいて

地上テレビ番組が二次利用された割合（地上テレビ番組放送率等）を推計し、衛星テ

レビ放送局、ＣＡＴＶ局の事業収入にその割合を乗じることで算出する。 

・ 地上テレビ番組の 2007 年のマルチユース市場は、DVD、ビデオレンタルが好調で、

4,154 億円に達し、2006 年の 3,426 億円から 21.3%増と拡大している。 

・ 衛星（ＢＳ、ＣＳ）放送における地上テレビ番組の 2007 年のマルチユース市場の規

模は 247 億円となり、2006 年の 291 億円から 15.2%減少し、減少傾向が続いている。

NHK のＢＳ放送における地上テレビ番組のマルチユースの減少が続いていることが

背景にある。 
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・ 地上テレビ番組の市場規模全体に占めるマルチユース市場の割合（2007 年）は 13.8%

である。この割合は、2006 年より 1.9％上昇し、上昇傾向は続いているが、他のメデ

ィアに比べると依然として小さい。 

・ 地上テレビ番組の 2007 年のマルチユースの流通量は 21.6 億時間となり、2006 年の

20.6 億時間から 4.9%増加した。地上テレビ番組の流通量全体に占めるマルチユース

市場の流通量の割合（2007 年）は前年並みの 1.4%である。 

 

ソフト制作の動向 

・ 地上テレビ番組の 2007 年の制作金額は 1 兆 8,609 億円であり、2006 年の 1 兆 7,497

億円から 6.4%増加した。民放の制作金額増加が要因となっている。2007 年の制作量

は 32.3 万時間であり、2006 年の 31.9 万時間から 1.1%増加している。 
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地上テレビ番組市場の構造と規模（2007年） 

制作プロダクション

原著作者

監督等

実演家

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

地上テレビ番組制作

制作時間 NHK 民放
（時間） 11,591 310,919
制作金額
（億円） 1,828       16,782

二次使用料

放映権料

ビデオ化権料

映画化権料

ソフト使用料

一次流通市場
地上テレビ番組市場

（映画、衛星テレビ番組除く）
マルチユース市場

地上テレビ放送局（NHK、民放126社）

ＮＨＫ 民放

放送時間 16,618時間 356,288時間

非映画・BS・CS 16,412時間 338,880時間

再放送率 29.4% 8.3%

番組の輸出

番組の輸入

海外市場

市場規模 25,940億円
ー地上アナログ 18,867億円
ー地上デジタル 7,073億円

流通量 1,469億時間
ー地上アナログ 1,033億時間
ー地上デジタル 387億時間
ーワンセグ 49億時間 CATV

・市場規模
1,281億円

・流通量
4.9億時間

セルビデオ
・市場規模
453億円

・流通量
0.1億時間

レンタルビデオ
・市場規模
2,011億円

・流通量
8.3億時間

劇場公開

素材利用
（放送番組中

での一部利用、
サントラ盤ＣＤ等）

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

衛星テレビ放送
・市場規模
247億円

・流通量
8.0億時間

ネットワーク
配信権料

PC
インターネット配信

・市場規模
70億円

・流通量
0.2億時間

携帯
インターネット配信

・市場規模
92億円

・流通量
0.08億時間

素材利用

放送時間
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地上テレビ番組市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場 25,779 25,418 25,940 

マルチユース市場    

 衛星テレビ 349 291 247 

ＣＡＴＶ 834 978 1,281 

セルビデオ 362 453 453 

レンタルビデオ 1,310 1,553 2,011 

PC インターネット配信 52 70 70 

携帯インターネット配信 71 80 92 

制作金額    

 NHK 1,726 1,713 1,828 

民放 15,794 1,5783 16,782 
 

《地上テレビ放送業界の動向》 

業界の概要 

・ 地上テレビ番組の多くは地上テレビ放送局を中心に制作・流通する。流通過程では、

地上波で地上テレビ放送局から直接視聴者に届くため、中間的な流通事業者は存在し

ない。一度地上波で放送された地上テレビ番組が衛星放送などで再放送されるケース

が増えている。 

・ 従来のアナログ放送に加え、2003 年 12 月より地上デジタルテレビ放送が始まった。

2011 年 7 月にはアナログテレビ放送が終了し、デジタル放送に完全移行する予定で

ある。また、2006 年 4 月からはワンセグ放送が始まり、2008 年 4 月からはワンセグ

独自の番組を放送することが可能となった。 
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地上テレビ業界の構造 

地上テレビ番組制作過程

地上テレビ放送局
（NHK、民放126社）

・送信部門

広告代理店

制作
プロダクション

外部技術
スタッフ等

芸能プロ
ダクション

俳優

制作
プロダクション

外部技術
スタッフ等

芸能プロ
ダクション

俳優

芸能プロ
ダクション

俳優

原
作
者

脚
本
家

構
成
作
家

原
作
者

脚
本
家

構
成
作
家

（プロダクション制作）

（局制作）

スポンサー
・一般企業
・政府等

海外テレビ番組

映画ソフト

番組提供会社
（CS放送事業者）

地上テレビ番組流通過程

・制作部門 ・企画編成部門

ＢＳ放送
事業者

CATV事業者

ローカル局

ビデオ
ソフト会社

視聴者・利用者

BS                CS               CATV ビデオ地上波

プラットフォーム
事業者

コンテンツ
配信事業者

キ
ー
局
等
制
作

広告費

受託放送業者
（ＪＳＡＴ／ＳＣＣ）

インター
ネット

携
帯
電
話
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地上テレビ放送事業の動向 

・ 民放のテレビ放送事業収入は、2001 年度から下落、2003 年度から増加、2005 年度

以降は再び下落と増減を繰り返してきたが、2007 年度は増加に転じている。一方､

NHK の受信料収入は 2004 年度まで微増が続いており、2005 年度に微減となったも

のの、2006 年度は再び増加している（図表 1-3-1）。 

・ NHK 総合テレビの放送時間は、2000 年度以降、微増・微減を繰り返しているものの、

ほぼ横ばいで推移している。教育テレビの放送時間は、2005 年度に微減し、2006 年

度には 2000 年度以降で初めて大幅に減少した。2007 年度は微増となったものの、

2000 年度以降、1 日 24 時間放送を基本としてほぼ最大値であった水準と比べ、減少

している。一方、民放のテレビ放送時間の増加傾向は続いている。（図表 1-3-2、図表

1-3-3） 

 

図表1-3-1 民放のテレビ放送事業収入及びNHKの受信料収入の推移 

20,647 21,079

22,616
22,070

21,214 21,309
22,093 22,012 21,833 22,046

6,243 6,360 6,460 6,574 6,656 6,711 6,737 6,635 6,645 6,730

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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出典：日本放送協会『NHK 年鑑 』、(社)日本民間放送連盟『日本民間放送年鑑』 
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図表1-3-2 NHKの地上テレビジョン放送時間の推移 
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出典：日本放送協会『NHK 年鑑』 

図表1-3-3 民放テレビ系列別の合計放送時間（特定の1週間分）の推移 
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出典：(社)日本民間放送連盟『日本民間放送年鑑』 
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１－４ 衛星テレビ番組 

《衛星テレビ番組の定義》 

・ 「衛星テレビ番組」とは、衛星放送（ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、東経 124

／128 度及び東経 110 度ＣＳデジタル放送、2.6GHz 帯衛星デジタル音声放送）向け

に制作された映像ソフトとする。 

 

《衛星テレビ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 衛星テレビ番組の一次流通市場の規模は、衛星放送における収入（民放では営業収入、

NHK では受信料収入）に衛星テレビ番組放送率を乗じ、他メディア向けに制作され

たソフトのマルチユース分を除いて算出する。流通量についても同様の方法で、1 年

間に視聴された衛星テレビ番組の延べ時間を把握する。 

・ ＣＡＴＶを経由した衛星テレビ番組の放送については、ＣＡＴＶによる衛星テレビ番

組のマルチユースとする。このマルチユースの市場規模は、ＣＡＴＶにおける衛星テ

レビ番組放送率を推計した上で、ＣＡＴＶ局の収入からＣＡＴＶにおける衛星テレビ

番組放送率を乗じて算出する。流通量についても同様に算出する。 

・ 衛星テレビ番組の素材利用は、地上テレビ番組のケースと同様に当面考えない。 

・ 衛星テレビ番組の制作については、衛星テレビ放送局の制作費に衛星テレビ番組放送

率を乗じることで推計する。制作量については、総放送時間から同様に推計する。 

・ ランダムに抽出した 15 日間の番組表より、映画ソフト、地上テレビ番組、ＣＳテレ

ビ番組の時間比率を算出し、ＢＳ放送における映画放送率、地上テレビ番組放送率、

ＣＳテレビ番組放送率、再放送率を推計する。ＣＳ放送及び 2.6GHz 帯衛星デジタル

音声放送については、各プラットフォーム事業者の番組表から算出する。 
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衛星テレビ番組の市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 
一
次
流
通
市
場 

ＢＳテレビ番組

（デジタル・ア

ナログ）として

の放送（地上テ

レビ番組、ＣＳ

放送番組、映画

ソフトを除く） 

市
場
規
模 

ＢＳ放送（デジタル・アナロ

グ）によりＢＳテレビ放送局

が得る収入 

ＢＳテレビ放送局の収入

（営業収入、受信料収入）

×（1－ＢＳ放送の映画・

地上テレビ番組・ＣＳテレ

ビ番組放送率） 

NHK 年鑑 

流
通
量 

1 年間に視聴されたＢＳテレ

ビ番組の延べ時間 
１人あたりの年間平均Ｂ

Ｓ放送視聴時間×視聴者

人口×（1－ＢＳ放送の映

画・地上テレビ番組・ＣＳ

テレビ番組放送率） 

同上 

ＣＳテレビ番組

と し て の 放 送

（地上テレビ番

組、ＢＳ放送番

組、映画ソフト

を除く） 

市
場
規
模 

ＣＳ放送によりＣＳテレビ

放送局が得る収入 
ＣＳ放送事業者営業収入

×（1－ＣＳ放送の映画・

地上テレビ番組放送率） 

NHK 年鑑、総

務省資料 

流
通
量 

1 年間に視聴されたＣＳテレ

ビ番組の延べ時間 
１人あたりの年間平均Ｃ

Ｓ放送視聴時間×視聴人

口×（1－ＣＳ放送の映

画・地上テレビ番組放送

率） 

同上 

2.6GHz 帯衛星

デジタル音声放

送としての放送

（地上テレビ番

組、ＢＳ、ＣＳ

放送番組、映画

ソフトを除く） 

市
場
規
模 

2.6GHz 帯衛星デジタル音声

放送により 2.6GHz 帯衛星デ

ジタル音声放送局が得る収

入 

プラットフォーム事業者

営業収入×（1－2.6GHz
帯衛星デジタル音声放送

の映画・地上テレビ番組・

ＣＳテレビ番組放送率） 

同上 

流
通
量 

1 年間に視聴されたＣＳテレ

ビ番組の延べ時間 
（当面考えない）  

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

地上放送での放

送 市
場
規
模 

地上放送で放送された衛星

テレビ番組による地上テレ

ビ放送局の収入 

地上テレビ放送局の収入

（放送事業収入、受信料収

入）×地上放送のＢＳ・Ｃ

Ｓテレビ番組放送率 

同上 

流
通
量 

地上放送で放送された衛星

テレビ番組が視聴された延

べ時間 

１人あたり年間地上放送

視聴時間×視聴人口×地

上放送のＢＳ・ＣＳテレビ

番組放送率 

同上 

 

ＢＳ放送でのＣ

Ｓテレビ番組の

放送 
市
場
規
模 

ＢＳ放送で放送されたＣＳ

テレビ番組によるＢＳテレ

ビ放送局の収入 

ＢＳ放送の営業収入×Ｂ

Ｓ放送のＣＳテレビ番組

放送率 

同上 

流
通
量 

ＢＳ放送で放送されたＣＳ

テレビ番組が視聴された延

べ時間 

１人あたり年間平均ＢＳ

放送視聴時間×視聴人口

×ＢＳ放送のＣＳテレビ

番組放送率 

同上 

 

2.6GHz 帯衛星

デジタル音声放

送でのＣＳテレ

ビ番組の放送 

市
場
規
模 

2.6GHz 帯衛星デジタル音声

放送で放送されたＣＳテレ

ビ番組による 2.6GHz 帯衛星

デジタル音声放送局の収入 

プラットフォーム事業者

営業収入×2.6GHz 帯衛星

デジタル音声放送のＣＳ

テレビ番組放送率 

同上 
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流
通
量 

2.6GHz 帯衛星デジタル音声

放送で放送されたＣＳテレ

ビ番組が視聴された延べ時

間 

（当面考えない）  

 

ＣＡＴＶでのＢ

Ｓ、ＣＳ番組の

流通 

市
場
規
模 

ＣＡＴＶで放送された衛星

テレビ番組による衛星テレ

ビ放送局の収入 

ＣＡＴＶ営業収入×ＣＡ

ＴＶのＢＳ・ＣＳテレビ番

組放送率 

同上 

流
通
量 

ＣＡＴＶで放送された衛星

テレビ番組が視聴された延

べ時間 

１人あたり年間ＣＡＴＶ

視聴時間×視聴人口×Ｃ

ＡＴＶのＢＳ・ＣＳテレビ

番組放送率 

同上 

 

ビデオソフトで

の流通 市
場
規
模 

ビデオ化され、販売・レンタ

ルされた衛星テレビ番組に

よる収入 

（当面考えない）  

流
通
量 

ビデオ化され、販売、レンタ

ルされた衛星テレビ番組の

収録時間の合計 

同上  

 

映画として公開 
市
場
規
模 

映画として公開された衛星

テレビ番組による収入 
（当面考えない）  

流
通
量 

衛星テレビ番組が映画とし

て視聴された延べ時間 
同上  

 

ネットワークで

の流通 
市
場
規
模 

インターネット、携帯電話で

配信された衛星テレビ番組

による収入 

一人当たり年間利用金額

×インターネット利用者

数もしくは携帯ネット利

用者数 

 

 
流
通
量 

インターネット、携帯電話で

配信された衛星テレビ番組

が視聴された延べ時間 

一人当たり年間利用タイ

トル数×タイトル 1本当た

りの平均時間 

 

素
材
利
用
市
場 

他メディアのソ

フトの素材とし

ての利用 

市
場
規
模 

他メディアのソフトに素材

として利用された衛星テレ

ビ番組による収入 

同上  

流
通
量 

利用された衛星テレビ番組

が視聴された延べ時間 
同上  
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ソ
フ
ト
制
作 

ＢＳテレビ番組の

制作 制
作
金
額 

ＢＳテレビ番組の制作に要し 
た費用 

ＢＳテレビ番組制作費× 
（1－ＢＳ放送の映画・地上テ

レビ番組・ＣＳテレビ番組

再放送率） 

NHK 年鑑、総務

省資料等 

制
作
量 

制作されたＢＳテレビ番組の 
延べ時間 

ＢＳ放送の全放送時間× 
（1－ＢＳ放送の映画・地上テ

レビ番組・ＣＳテレビ番組

再放送率） 

同上 

ＣＳテレビ番組の

制作 制
作
金
額 

ＣＳテレビ番組の制作に要し 
た費用 

ＣＳテレビ番組制作費× 
（1－ＣＳ放送の映画・地上テ

レビ番組・再放送率） 

同上 

制
作
量 

制作されたＣＳテレビ番組の 
延べ時間 

ＣＳテレビ番組の全放送時間

×（1－ＣＳ放送の映画・地上

テレビ番組・再放送率） 

同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

衛星テレビ番組の

輸出 市
場
規
模 

国内で制作された衛星テレビ 
番組の海外への輸出額 

（当面考えない）  

流
通
量 

国内で制作され、海外で放送 
された衛星テレビ番組の量 

同上  

衛星テレビ番組の

輸入 市
場
規
模 

海外で制作された衛星テレビ 
番組の輸入額 

同上  

流
通
量 

海外で制作され、輸入された 
衛星テレビ番組の量 

同上  
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《衛星テレビ番組の市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 衛星テレビ番組の一次流通市場の規模は衛星テレビ放送局のテレビ放送事業収入か

ら算出する。ＢＳ放送、ＣＳ放送の受信契約者の増加とともに、衛星テレビ番組の2007
年の一次流通市場は3,508億円となり、2006年の3,228億円から8.7%増加している。 

・ 衛星テレビ番組の一次流通の流通量は 2007 年に 71.0 億時間となり、2006 年の 68.4

億時間に比べ 3.8%増となっている。ＢＳデジタル放送の視聴時間の増加が、流通量

の増加要因である。 

マルチユース市場の動向 

・ 衛星テレビ番組のマルチユースの市場規模は、地上放送、ＣＡＴＶにおいて衛星テレ

ビ番組が二次利用された割合（衛星テレビ番組放送率）を推計し、地上テレビ放送局、

ＣＡＴＶ局のテレビ放送事業収入に衛星テレビ番組放送率を乗じて算出する。 

・ 衛星テレビ番組の 2007 年のマルチユース市場規模は 3,668 億円となり、2006 年の

3,424 億円から 7.1%増となっている。ＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組のマルチユー

スが増加したことが背景にある。 

・ 衛星テレビ番組のマルチユース市場規模では、ＣＡＴＶにおけるマルチユース市場の

規模が大きく、衛星テレビ番組のマルチユース市場の 80.6％（2007 年）を占めてい

る。ＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組のマルチユース市場規模は、2007 年に 2,938

億円となり、2006 年の 2,653 億円から 10.7%増となっている。 

・ 衛星テレビ番組の市場規模全体に占めるマルチユース市場の割合（2007 年）は 52.3%

と大きく、映画ソフトのマルチユースの割合に次ぐ規模となっている。 

・ 衛星テレビ番組の 2007 年のマルチユースの流通量は 48.5 億時間となり、2006 年の

53.0 億時間から 8.5%減となっている。流通量が多い地上テレビ放送での衛星テレビ

番組のマルチユースが減少したことが要因となっている。 
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ソフト制作の動向 

・ 衛星テレビ番組の 2007 年の制作金額は 2,145 億円であり、2006 年の 2,144 億円から

ほぼ横ばいとなっている。2007 年の制作量は 75.0 万時間となり、2006 年の 54.3 万

時間から 38.2%増となっている。 

衛星テレビ番組市場の構造と規模（2007年） 

制作プロダクション

原著作者

監督等

実演家

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

衛星テレビ番組制作

BSアナログ BSデジタル CS （124/128、110度）
制作時間 16,420 36,418 697,314
（時間）
制作金額 65.2 481.2 1598.5
（億円）

二次使用料

放映権料

ビデオ化権料

映画化権料

ソフト使用料

一次流通市場
マルチユース市場

衛星テレビ放送局（BS、CS局） 単位：時間

総放送時間

オリジナル
番組時間※

番組の輸出

番組の輸入

衛星テレビ番組市場
（映画、地上テレビ番組除く）

市場規模 3, 508億円
流通量 71億時間

（デジタル・アナログの合計）

地上テレビ放送
・市場規模
659億円

・流通量
35億時間

ビデオ
ビデオ販売

素材利用
（放送番組中

での一部利用、
サントラ盤ＣＤ等）
・延べ利用時間

・サントラ盤出荷量

※オリジナル番組時間とは、総放送時間から映画番組及び他の放送メディア（地上放送など）制作の番組分を除いた時間。
なお、BSデジタル放送の総放送時間にはNHK-BSアナログのサイマル放送分は含めていない。

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

CATV
・市場規模
2,938億円

・流通量
11.3億時間

海外市場

素材利用

ネットワーク
配信権料

PC
インターネット配信

・市場規模
49億円

・流通量
0.08億時間

劇場公開
・公開点数
・延べ入場者数
・入場料売上

BSアナログ BSデジタル CS（124/128、110度）

25,599           63,124 1,629,360

18,014           44,486          1,139,232

衛星テレビ放送
（BSにおける

CS番組の放送）
・市場規模

22億円

・流通量
2.5億時間
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衛星テレビ番組市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場 3,054 3,228 3,508 

マルチユース市場    

 地上テレビ 510 716 659 
衛星テレビ 
（ＢＳ放送におけるＣＳテレビ番組

の流通） 
15 17 22 

ＣＡＴＶ 2,631 2,653 2,938 

ＰＣインターネット配信 37 37 49 

制作金額    

 ＢＳアナログ 97 79 65 

ＢＳデジタル 353 404 481 

ＣＳ 1,505 1,660 1,599 
 

《衛星テレビ放送業界の動向》 

業界の概要 

・ 衛星放送には放送衛星を利用するＢＳ放送と通信衛星を利用するＣＳ放送がある。

2000 年 12 月にＢＳデジタル放送が始まったことで、ＢＳ放送にはＢＳアナログ放送

とＢＳデジタル放送が存在する。 

・ 従来の東経 124／128 度に位置する通信衛星を利用するＣＳデジタル放送に加え、

2002 年 3 月には、ＢＳ放送の放送衛星と同じ経度（東経 110 度）に位置する通信衛

星を利用するＣＳデジタル放送が始まっている（110 度ＣＳ放送）。また、移動体向け

の衛星放送として、2.6GHz 帯（Ｓバンド）を用いた衛星デジタル音声放送が 2004

年 10 月に始まり、一部簡易動画としてテレビ番組を放送している。 

・ ＢＳデジタル放送の多くの放送局は無料で番組を放送しているが、ＣＳデジタル放送

では視聴者から視聴料を徴収する有料放送で番組が放送されているケースが多い。衛

星放送は、衛星波による直接受信のほか、ＣＡＴＶ経由で受信される場合もある。 

・ ＢＳデジタル放送では、映像番組だけでなく、双方向性のあるデータ放送の番組も提

供している。 
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衛星テレビ業界の構造 

衛星テレビ番組制作過程

制作
プロダクション

外部技術
スタッフ等

芸能プロ
ダクション

俳優

制作
プロダクション

外部技術
スタッフ等

芸能プロ
ダクション

俳優

芸能プロ
ダクション

俳優

原
作
者

脚
本
家

構
成
作
家

原
作
者

脚
本
家

構
成
作
家

（プロダクション制作）

（局制作）

※スカイパーフェクト･コミュニケーションズの契約者数

BSテレビ放送局
（NHK-BS、民放9社）
※2007年12月に民放2社参入

番組提供会社
（CS放送事業者）

衛星テレビ番組流通過程

CATV事業者

ビ
デ
オ
ソ
フ
ト
会
社

視聴者・利用者

衛星放送受信契約数（世帯：2007年度末）

ＢＳデジタル 3,529万件
CS（124/128度、110度） 414万件※

CS

映画
ソフト

地上テレビ
番組

海外テレビ
番組

CATVBS

プラットフォーム事業者 コンテンツ
配信事業者

インター
ネット

・制作部門 ・送信部門 ・企画編成部門

広告代理店
スポンサー

・一般企業
・政府等

広告費

受託放送事業者
（JSAT／SCC）

ビデオ
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衛星テレビ放送事業の動向 

・ NHK のＢＳ放送（デジタル・アナログの合計）の受信件数は着実に増加している。

2007 年度末の受信件数は 2006 年度末から 3.9%増の 1,342 万件となっている。一方、

BS 放送局である WOWOW の契約件数は、2002 年度末から 4 年連続で前年比マイナ

スであったが、2006 年度より微増傾向にある。（図表 1-4-1） 

・ 地上デジタル放送、ＢＳデジタル放送、東経 110 度ＣＳ放送の 3 つの放送波を 1 台で

受信できる機能を備えた薄型テレビ受信機の出荷の増加により、ＢＳデジタル放送の

普及が進んでいる。また、ＢＳデジタル放送を再送信するＣＡＴＶ事業者も着実に増

えており、ケーブルテレビ経由でＢＳデジタル放送を視聴する人も増えている。その

結果、ＣＡＴＶ経由の受信を含む BS デジタル放送の受信件数は 2006 年度末に 2,000

万件を超え、2007 年度末には 3,500 万件を突破した（図表 1-4-2）。 

・ ＣＳ放送の受信契約数は 2006 年度まで増加傾向であったが、2007 年度末で 414 万件

（110 度ＣＳ放送分を含む）と 2006 年度末から微減となっている。110 度ＣＳ放送

分は増えているが、ＣＳ放送分の減少が要因となっている（図表 1-4-3）。 

 

図表1-4-1 ＢＳ放送の受信契約数の推移（デジタル・アナログの合計） 

946.4
1,006.9

1,062.1
1,116.4

1,157.7
1,200.9

1,235.9
1,292.2

253.4 250.2 265.1 266.7 249.9 248.5 246.1 238.2 241.3 243.8

1,342.3

1,254.3

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度末

万契約

ＮＨＫ（デジタル放送・アナログ放送の合計）

WOWOW（デジタル放送・アナログ放送の合計）

 
出典：総務省『情報通信白書』 
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図表1-4-2 ＢＳデジタル放送の普及状況 

115 208 326
534

995

1,834

2,994

122

247

388

115
208

360

655

1,243

2,221

3,529

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

4,000.0

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度末

万件

直接受信 CATV経由受信(アナログ受信を除く）

  
出典： NHK資料 

図表1-4-3 ＣＳ放送の受信契約数の推移（110度ＣＳ放送を含む） 

415.9405.7

364.7

304.2

137.3

224.8

261.8

382.3

413.9

338.3

0.0

100.0

200.0
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400.0
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万契約

 
出典：総務省『情報通信白書』 
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１－５ ＣＡＴＶ番組 

《ＣＡＴＶ番組の定義》 

・ 「ＣＡＴＶ番組」とはＣＡＴＶ向けに自主制作された番組である。 

・ 番組供給会社が衛星放送向けに提供している番組もＣＡＴＶで放送されている。この

ような番組を、ここではＣＡＴＶ経由でマルチユースされる「衛星テレビ番組」とし

て捉え、「ＣＡＴＶ番組」の市場には含めないものとする。 

 

《ＣＡＴＶ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ ＣＡＴＶ番組の市場は、自主番組を放送するＣＡＴＶ局の収入及び 1 年間に視聴され

たＣＡＴＶ番組から、映画ソフト、地上テレビ番組、衛星テレビ番組の放送分を除い

て把握する。なお、営利を目的としない地上テレビ放送の難視聴を解消するためのＣ

ＡＴＶについては除外している。 

・ ＣＡＴＶ番組の一次流通市場の規模は、ＣＡＴＶ局の営業収益から自主放送に相当す

る分を算出する。ＣＡＴＶで流通する多くの番組は衛星テレビ番組の再送信である。

衛星テレビ番組の再送信は、衛星テレビ番組のマルチユース市場に含めている。 

・ 映画放送率、地上テレビ番組放送率、衛星テレビ番組放送率はイッツ･コミュニケー

ションズ（株）の番組表から算出する。 

 

ＣＡＴＶ番組の市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 
一
次
流
通
市
場 

ＣＡＴＶ番組と

しての放送（地

上テレビ番組、

衛 星 テ レ ビ 番

組、映画ソフト

を除く） 

市
場
規
模 

ＣＡＴＶによってＣＡＴＶ局

が得る収入 
ＣＡＴＶの営業収益×

（1－映画・地上テレビ

番組・衛星テレビ番組放

送率） 

総務省資料、イ

ッツコミュニ

ケーションズ

資料等 

流
通
量 

1 年間に視聴されたＣＡＴＶ番

組の延べ時間 
１人あたりのＣＡＴＶ

年間視聴時間×視聴人

口×（1－映画・地上テ

レビ番組・衛星テレビ番

組放送率） 

同上、NHK 資

料等 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

ビデオソフトで

の流通 
市
場
規
模 

ビデオ化され、販売・レンタル

されたＣＡＴＶ番組による収

入 

（当面考えない）  

流
通
量 

ビデオ化され、販売・レンタル

されたＣＡＴＶ番組の収録時

間の合計 

同上  
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地上放送での流

通 
市
場
規
模 

地上放送で放送されたＣＡＴ

Ｖ番組による地上テレビ放送

局の収入 

同上  

流
通
量 

地上放送で放送されたＣＡＴ

Ｖ番組が視聴された延べ時間 
同上  

映画として公開 市
場
規
模 

映画として公開されたＣＡＴ

Ｖ番組による収入 
同上  

流
通
量 

ＣＡＴＶ番組が映画として視

聴された延べ時間 
同上  

素
材
利
用
市
場 

他メディアのソ

フトの素材とし

ての利用 

市
場
規
模 

他メディアのソフトに素材と

して利用されたＣＡＴＶ番組

による収入 

同上  

流
通
量 

利用されたＣＡＴＶ番組が視

聴された延べ時間 
同上  

ソ
フ
ト
制
作 

ＣＡＴＶ番組の

制作 制
作
金
額 

ＣＡＴＶ番組の制作に要した

費用 
年間平均自主制作番組

制作費×自主放送を行

うＣＡＴＶ事業者数×

（1－映画・地上テレビ

番組・衛星テレビ番組放

送率） 

総務省資料等 

制
作
量 

制作されたＣＡＴＶ番組の延

べ時間 
年間平均制作番組本数

×平均番組時間×自主

放送を行うＣＡＴＶ事

業者数 

総務省資料、ケ

ーブルテレビ

連盟資料等 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

ＣＡＴＶ番組の

輸出 市
場
規
模 

国内で制作されたＣＡＴＶ番

組の海外への輸出額 
（当面考えない）  

流
通
量 

国内で制作され、海外で放送さ

れたＣＡＴＶ番組の量 
同上  

ＣＡＴＶ番組の

輸入 市
場
規
模 

海外で制作されたＣＡＴＶ番

組の輸入額 
同上  

 
流
通
量 

海外で制作され、輸入されたＣ

ＡＴＶ番組の量 
同上  
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《ＣＡＴＶ番組の市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ ＣＡＴＶの一次流通の市場規模は 2007 年に 226 億円となり、2006 年の 209 億円か

ら 7.9%増となっている。近年、ＣＡＴＶ各社はオリジナル番組を強化しており、Ｃ

ＡＴＶの市場規模が増加傾向にある。 

・ ＣＡＴＶの一次流通の流通量は 2007 年に 0.9 億時間となり、2006 年からほぼ横ばい

となっている。 

 

マルチユース市場の動向 

・ ＣＡＴＶ番組のマルチユースについては、自主制作されたＣＡＴＶ番組が他のメディ

アで利用されるケースがほとんどないと考えられるため、当面考えないこととする4

 
。 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年のＣＡＴＶ番組の制作金額は 260 億円となり、2006 年の 183 億円から 41.7%

増となっている。制作量は 2007年に 9.9万時間となり、2006年の 9.4万時間から 4.9%
増となっている。制作金額及び制作量の増加も、各社のオリジナル番組の強化が背景

にあると考えられる。 

 

                                                   
4 ＣＡＴＶ事業者の間で街の風景などの映像素材を融通しあうことはあるが、現時点ではＣＡＴ

Ｖのオリジナル番組は地域密着番組（コミュニティチャンネル）であり、当該地域以外で利用さ

れることはほとんどない。 
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ＣＡＴＶ番組市場の構造と規模（2007 年） 

制作プロダクション

原著作者

監督等

実演家

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

制作外注費

脚本料等

契約料等

契約料等

ＣＡＴＶ番組制作

制作時間 98,593時間
制作金額 260億円

二次使用料

ビデオ化権料

放映権料

映画化権料

ソフト使用料

マルチユース市場
CATV局

放送時間 4,382,601時間

番組の輸出

番組の輸入

ビデオソフト
流通

テレビ放送
（地上放送）

劇場公開

素材利用
（放送番組中

での一部利用、
サントラ盤ＣＤ等）

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

一次流通市場（※1）

（映画、地上テレビ番組
・衛星テレビ番組除く）

市場規模 226億円
流通量 0.9億時間

CATV番組市場

海外市場

※1 2002年度の推計より、CATVで放送される地上テレビ番組、衛星テレビ番組の再送信分を、
それぞれのソフトのマルチユースとして算出したため、 2000年度と比べ、CATVの一次流通市場規模、流通量が縮小している。

素材利用
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ＣＡＴＶ番組市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場 192 209 226 

制作金額 160 183 260 
 
 

《ＣＡＴＶ業界の動向》 

業界の概要 

・ ＣＡＴＶで放送される番組は、衛星テレビ番組など他の放送メディアのソフトのマル

チユースがほとんどであり、ＣＡＴＶ事業者が提供する自主制作番組の割合は低い。 

・ 流通の仕組みとしては、ＣＡＴＶ局から直接ケーブルにより契約者（視聴者）へ送信

される。 
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ＣＡＴＶ業界の構造 

CATV番組制作過程

制作
プロダクション

外部技術
スタッフ 等

芸能プロ
ダクション

俳優

芸能プロ
ダクション

俳優

原
作
者

脚
本
家

構
成
作
家

自主制作番組

CATV番組流通過程

視聴者・利用者

CATV受信契約者（世帯）
2,986万件

※ともに自主放送を行っている事業者数及び施設数。

広告代理店
スポンサー

・一般企業
・政府等

広告費

番組提供会社
（CS放送事業者）

映画
ソフト

地上テレビ
番組

海外テレビ
番組

衛星放送（BS）

（再送信）
地上テレビ放送

（再送信）

CATV局
620社（924施設）※
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ＣＡＴＶ事業の動向 

・ ＣＡＴＶ施設には、地上テレビ放送の難視聴対策として地上放送を再送信するＣＡＴ

Ｖ施設と自主放送を行うＣＡＴＶ施設がある。 

・ ＣＡＴＶ受信契約数（再送信ＣＡＴＶ及び自主放送ＣＡＴＶの合計）は 2007 年度末

で 2,986 万件となり、2006 年度末の 2,875 万件から 3.9%増加している。（図表 1-5-1） 

・ ＣＡＴＶ施設数は 2001 年度より微増傾向が続いてきたが、2007 年度末には 74,841

施設となり、微減に転じた。（図表 1-5-2） 

・ 自主放送を行うＣＡＴＶ施設数は 1998 年度のピークの後、一進一退で推移したが、

2004 年度以降は減少傾向である。2007 年度末は 924 施設であり、2006 年度から 1

施設減少している。（図表 1-5-3） 

・ 自主放送ＣＡＴＶの加入世帯件数は 2006 年度末の 2,063 万件から 6.5%増加し、2007
年度末には 2,197 万件となった。自主放送ＣＡＴＶの加入世帯数は増加傾向を保って

いるが、2002 年度まで伸び率（前年度比増加率）が 10%以上あったのに対し、2003

年度以降は 10%に届かずにいる。（図表 1-5-3） 

 

図表1-5-1 ＣＡＴＶ受信契約数の推移（再送信ＣＡＴＶ及び自主放送ＣＡＴＶの合計） 

1,581.7

1,764.7
1,870.5

2,125.4

2,333.2
2,468.4

2,744.0
2,874.6

2,986.2

2,604.6

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度末

万件

 
出典：総務省『ケーブルテレビの現状』 
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図表1-5-2 ＣＡＴＶ施設数の推移（再送信ＣＡＴＶ施設及び自主放送ＣＡＴＶ施設の合計） 

69,542

70,562

72,698

73,834
74,280 74,380 74,751 74,940 74,968 74,841

60,000

70,000

80,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度末

全施設数

 
出典：総務省『ケーブルテレビの現状』 

図表1-5-3 自主放送を行うＣＡＴＶ施設数及び加入世帯数の推移 

793.6

947.1
1,047.6

1,516.6

1,656.4

1,790.9
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2,196.9

1,303.01,030
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加入世帯（万世帯）

0
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2,000
施設数

加入世帯数（左軸） 施設数（右軸）

 
出典：総務省『ケーブルテレビの現状』 
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１－６ ゲームソフト 

《ゲームソフトの定義》 

・ 「ゲームソフト」とは、家庭用ゲーム機、PC（パーソナルコンピュータ）、アーケー

ドゲームで利用されるゲームソフト及びネットワーク上で流通するゲームソフトと

する。ただし、ゲーム機で動作するが、ゲーム用でないソフトは含まない。 

 

《ゲームソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ ゲームソフトの一次流通市場としては、家庭用ゲーム、PC ゲーム、アーケードゲー

ムを対象とする。（ただし、アーケードゲームではそのうちのビデオゲームのみを捉

え、メダルゲーム、クレーンゲーム等は除くこととする｡また、家庭用ゲーム、PC ゲ

ーム、アーケードゲームでは、一つのゲームソフトがその他のゲームに移殖され、販

売・利用される場合があるが、ここでは、それらを一次流通市場において捉える。 

・ マルチユース市場は、PC インターネット、携帯インターネットにおけるゲームソフ

ト配信、オンラインゲームとする。 

・ ゲームソフトの制作金額は、タイトルごとにばらつきが大きいため、ゲームソフトの

売上より把握する。 

ゲームソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

家庭用ゲーム 市
場
規
模 

家庭用ゲームソフトの販
売額 

ゲームソフト国内市場規
模 

CESA ゲ ー
ム白書 

流
通
量 

販売された家庭用ゲーム
ソフト本数に平均利用時
間を乗じたもの 

ゲームソフト全販売本数
×平均利用時間 

同上 

PC ゲーム 市
場
規
模 

PC ゲームソフトの販売額 PC ゲームソフト出荷金額 
 

日本パーソ
ナルコンピ
ュータソフ
トウェア協
会資料他 

流
通
量 

販売された PC ゲームソフ
ト本数に平均利用時間を
乗じたもの 

ゲームソフト全販売本数
×平均利用時間 

同上 

アーケードゲー
ム 

市
場
規
模 

アーケードゲーム利用金
額のうち、ビデオゲーム分 

アーケードゲーム売上高
のうちビデオゲーム分 

日本アミュ
ーズメント
マシン工業
協会資料 

流
通
量 

アーケードゲーム利用時
間のうち、ビデオゲーム分 

アーケード参加人数×年
間平均参加回数×平均利
用時間×ビデオゲーム比
率 

レジャー白
書他 
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マ
ル
チ
ユ
|
ス
市
場 

通信ネットワー
クでの流通 

市
場
規
模 

PC インターネット、携帯
インターネットで配信さ
れたゲームソフト及びオ
ンラインゲームの利用料
による収入 

一人当たり利用金額×イ
ンターネット利用者数も
しくは携帯インターネッ
ト利用者数 

情報通信政
策研究所調
査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯
インターネットで配信さ
れたゲームソフト及び利
用しているオンラインゲ
ームのタイトル数に平均
利用時間を乗じたもの 

一人当たり利用タイトル
数×インターネット利用
者数もしくは携帯インタ
ーネット利用者数×平均
利用時間 

同上 

ソ
フ
ト
制
作 

ゲームソフトの
制作 

制
作
金
額 

ゲームソフトの制作に要
した費用 

国内ゲームソフト出荷額
×制作会社の売上に占め
る制作費の比率 

CESA ゲ ー
ム白書、各社
資料 

制
作
量 

1 年間に発売されたゲーム
ソフトタイトル数に平均
利用時間を乗じたもの 

ゲームソフト販売タイト
ル数×平均利用時間 

同上 

 
ソ
フ
ト
輸
出
入 

ゲームソフトの
輸出 

市
場
規
模 

国内で制作されたゲーム
ソフトの海外輸出額 

家庭用ゲーム機向けゲー
ムソフト輸出額 

CESA ゲ ー
ム白書 

流
通
量 

国内で制作されたゲーム
ソフトの輸出本数 

家庭用ゲーム機向けゲー
ムソフト輸出本数 

 

ゲームソフトの
輸入 

市
場
規
模 

海外で制作されたゲーム
ソフトの輸入額 

（今後検討）  

流
通
量 

海外で制作されたゲーム
ソフトの輸入本数 

同上  
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《ゲームソフト市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ ゲームソフトの一次流通の市場規模は、家庭用ゲーム、ＰＣゲームの販売額、アーケ

ードゲームのうちビデオゲームによる売上高から算出される。近年、従来からのパッ

ケージによるゲームソフトの売行きが不振なことから、ゲームソフトの一次流通市場

は減少していたが、2006 年に増加に転じた。2007 年は 5,211 億円と前年から横ばい

となった（2006 年 5,284 億円）。 

・ 2007 年のゲームソフトの一次流通市場における流通量は 2.0 億時間である。 

 

 

マルチユース市場の動向 

・ ゲームソフトのマルチユースの市場規模は、PC インターネット及び携帯インターネ

ットでのソフト配信、オンラインゲームによる利用料収入から算出される。この市場

は、2007 年が 1,484 億円と 2006 年の 1,356 億円から増加した。内訳をみると、携帯

インターネットが大きく伸びているのに対し、ＰＣインターネットは昨年から微増と

なった。なお、ゲームソフトのマルチユース市場はゲーム市場規模全体の 2 割強とな

っている。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2006 年のゲームソフトの制作金額は 1,851 億円である。制作量は 1,648 時間である。 
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ゲームソフト市場の構造と規模（2007年） 

 
 

ゲーム作家

音楽家・声優

ソフトウェア
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ

制作費・ロイヤリティ

制作費・出演料

制作費

ゲームソフト制作
家庭用ゲーム機向けソフト

制作数 1,318本
制作量 1,648時間
ソフト制作金額 1,851億円

一次流通市場

マルチユース市場

音楽テープ・CD等

家庭用ゲームソフト市場

ソフト
総出荷本数 8,410万本

市場規模 3,823億円
流通量 1.1億時間

アーケードゲーム市場

参加人口 2,200万人
延べ利用 4.6億時間
時間

（ビデオゲームのみ）
市場規模 1,246億円

流通量 0.9億時間

ゲームソフト
メーカー

ゲーム機器
メーカー

ゲームソフトの
輸出（家庭用）

5,600億円
2.7億本

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

ソフト使用料

ネットワーク
配信権料

PCインターネット配信

市場規模
554億円

流通量
1.5億時間

携帯インターネット配信
市場規模
931億円

流通量
1.2億時間

PCゲーム市場

ソフト
総出荷本数 443万本

市場規模 141億円
流通量 0.06億時間

素材利用

ゲームソフトの
輸入

22.6億円（注1）

海外市場

二次使用料

注1：Xbox360･Xboxの海外法人による日本での出荷金額
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ゲームソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 家庭用ゲームソフト 3,141 4,133 3,823 

アーケードゲーム 1,026 1,026 1,246 

PC ゲーム 87 125 141 

マルチユース市場    

 PC インターネット配信 603 533 554 

携帯インターネット配信 628 823 931 

制作金額 1,063 1,471 1,851 
 

《ゲーム業界の動向》 

業界の概要  

・ 家庭用ゲーム機向けのゲームソフトの制作は、ソフトメーカーが開発したゲームソフ

トをゲーム機メーカーが生産委託を受けて生産する形態をとっている。このため従来

ゲーム機メーカーはソフトメーカーより優位な立場にあったが、最近では人気のある

ソフトを確保することがゲーム機の販売を左右するとも言われており、ゲーム機メー

カーとソフトメーカーの関係も変わりつつあるといわれている｡ 

・ 家庭用ゲーム機向けのゲームソフトの流通は、自社系列の問屋グループから玩具店、

自社 FC 店などにソフトを流通させるほか、大手量販店やレコード店、コンビニエン

スストア等で販売するなど販売ルートの多様化が進んでいる。一方、ゲームソフトの

中古販売も大きなウェートを占めており、CESA のユーザーアンケート調査（「CESA

ゲーム白書 2008」）では、新品と中古の購入数の比率は 7：3 程度となっている（1

ユーザーが年間購入するソフト 6.3 本のうち 1.7 本が中古ソフト）。 

・ ゲームソフトメーカーでは、ゲーム作家やプログラマーなどがゲームの制作を行って

いる。ゲームソフトの制作費は人件費が 6～7 割を占めているといわれており、ゲー

ム機の高度化に伴う制作期間の長期化により制作費も上昇している（図表 1-6-4 参照）。

携帯ゲーム機向けソフトの開発費は、テレビゲーム機に比べて小さいため、中小の会

社は携帯ゲーム機向けソフト開発に事業の軸足を移しているといわれている。 

・ こうした開発費の高騰もあり、過去に販売したソフトを廉価版として販売することも

行われており、2007 年に発売された 1,399 タイトルのうち 382 タイトルが廉価版・
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低価格タイトルであった。 

 
ゲームソフト業界構造（家庭用ゲーム機向けゲームソフト） 
 
 

ゲームソフトメーカー
・企画
・監督
・プロデュース等

ゲームソフト制作過程

消費者

ゲームソフト流通過程

玩具店
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ

ｽﾄｱ
家電

販売店
レコード
販売店

通信
販売

書店
レンタル
ビデオ店

デパート
・スーパー

ゲーム機器メーカー
・任天堂

・ソニー・コンピュータエンタテインメント
等

アニメーション
制作会社

ゲーム作家
・ストーリー
・絵コンテ等

声優

音楽家
・作曲
・作詞
・演奏

・ゲームソフト制作契約の締結
・ゲームソフト制作ツールの提供

専門店

インターネット
配信

ゲーム販社
（家電専門販社、玩具問屋、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ卸 等）
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家庭用ゲーム、アーケードゲームの動向 

・ 主な家庭用ゲーム機（ハード）の販売数をみると、2004 年まで減少傾向にあったが、

携帯型の新型機種の発売により、2005 年には増加に転じた。ゲーム機の販売数は、

新機種投入による販売数の増加と旧機種販売が一巡することによる減少との関係で

きまってくる。2000 年にはプレイステーション（プレステ）2 の新規発売効果を上回

る形で旧機種の販売数が減少したため、総数では前年を割り込んだ。2001 年には新

型の携帯型ゲーム機（ゲームボーイアドバンス）やゲームキューブの発売により販売

数が急増したものの、2002 年～2003 年には、目立った新機種の投入がなかったこと

から販売数は減少した。2004 年 12 月には携帯ゲーム機のプレイステーション・ポー

タブル（PSP）、ニンテンドーＤＳが相次いで投入され、販売数の伸びに寄与した。

そして、2006 年には据え置き型の次世代機種プレイステーション（プレステ）3 が

11 月に、さらに Wii が 12 月に発売され、販売台数を大きく押し上げた。（図表 1-6-1） 

図表1-6-1 家庭用ゲーム機の国内販売台数の推移 
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405
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785

1,054

1,043
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0
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1,200

1,400

1,600

1,800

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

携帯型

据え置き型

万台

年

1,020

1,324

923
823 783

1,030

1,379

1,617

  

 出典： CESAゲーム白書 

・ 家庭用ゲーム用ソフトの販売数は、2000 年以降、減少傾向にあったが、2006 年に大

きく増加した。内訳をみてみると、2003 年以降、携帯型ゲーム機用のソフトが急速

に売上を伸ばしており、2006 年には据え置き型向けのソフトの販売数を逆転した。

2007 年は携帯型ゲーム機用のソフトの販売数が減少したものの、据え置き型向けの

ソフトよりも依然として多い。（図表 1-6-2、図表 1-6-3） 
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図表1-6-2 主な家庭用ゲームソフトの国内販売数の推移 

61,419
51,155 50,518

45,808 42,330
36,836 32,870 32,572

20,333

20,789
16,139

16,617 22,495 29,512

57,524
51,526

0
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40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

携帯型

据え置き型

千本

年   

 出典： CESAゲーム白書 

図表1-6-3 主な家庭用ゲームソフトの国内市場規模の推移 

3,356
2,812 2,682

2,369 2,271
2,018 1,798

774

874
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721 889
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2,025
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2,000
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3,000

3,500

4,000

4,500

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

携帯型

据え置き型

億円

年   
 出典： CESAゲーム白書 

 

ソフト制作の動向 

・ ゲームソフトの制作にあたるチームは 4 名（プログラマー：2、デザイナー：2）程度

であったが、最近の新機種用のソフト制作では、ゲームソフトの高度化にともない、

10～20 名（プログラマー：5～10 名、デザイナー：5～10 名）程度のスタッフが起用

されているといわれている。 

・ ゲームソフトの制作費は人件費が 6～7 割を占めているといわれている。このため、

制作費は制作スタッフを何人起用するかによって大きく変動する。ゲーム機の高度化

にともない、制作期間が長期化し、制作費が上昇しているといわれている。このよう

にゲームソフトの制作は、ハイリスク・ハイリターンの傾向が強まってきているとい

える。 
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・ こうしたゲーム機の高度化に対応したソフト制作とは別のアプローチをとる取り組

みも行われるようになってきている。例えば、Wii は直感的にプレイすることができ

る新しいリモコンを用意し、誰もが自由自在に操作できることを特徴としているが、

ソフトもこれに対応してこのリモコンを使用してスポーツを体験するといったゲー

ムの新しい楽しさを提供するものが出てきている。 

図表1-6-4 プラットフォーム別1タイトル当たりのゲームソフト開発費 

72.6

305.1

111.2

47.6

70.5

0 100 200 300 400

プレイステーション2

プレイステーション3

Wii

ニンテンドーDS

PSP

（百万円）

■据え置き型ゲーム

■携帯型ゲーム機

  
 出典： 2008CESAゲーム白書（ 一般タ イ ト ル）  

通信ネットワークによる配信の動向 

・ ブロードバンドの普及にともない、通信ネットワークを通じて PC や携帯インターネ

ットにゲームソフトを配信するダウンロード販売が普及している。 

・ これまで、家庭用ゲーム機のソフトでは主に ROM、CD-ROM といったパッケージが

利用されてきた。ネットワークを利用したゲームソフトの配信としては、これまでに

もコンビニエンスストアでのダウンロードサービスやＣＡＴＶ等を利用した試行的

な配信サービスが行われてきたが、プレイステーション 2 をはじめとする最近の家庭

用ゲーム機でネットワーク機能の高性能化が図られ、パッケージのゲームソフトと連

動したデータ配信やダウンロードサービスなどが行われている。 

・ プレイステーション 3 では、DVD の 5 倍の容量をもつブルーレイディスクが搭載さ

れ、HDTV 対応の高精細な画面が楽しめる。また、大容量のネットワーク機能が強化

され、インターネットに接続してホームページの閲覧ができるほか、専用のオンライ

ンサービスではゲームダウンロードなどのサービスを提供している。 
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オンラインゲームの動向 

・ ゲームソフトのダウンロードとは異なり、インターネット経由でサーバーに接続して

データを交換することによりゲームを進行するオンラインゲーム5

・ オンラインゲームには、インターネットを介して複数の人が同時に参加して行われる

多人数参加型、将棋や格闘技など少人数で行う対戦型ゲーム、ブラウザ上で動作する

タイプのものなどがある。 

が急速に普及して

いる。 

図表1-6-5 オンラインゲームの定義 

通信ネットワークを
利用するゲーム

インターネットなどの
通信ネットワークを

介して利用するゲーム

ケーブル 無線などで
端末同士をダイレクト
につないで利用する

ゲーム

・携帯ゲーム機の　通信対戦 
  データ移動など

利用時
接続

必要時
接続

・多人数参加型
　　大規模   など

・対戦型
　　将棋 麻雀 格闘技など

・Webブラウザゲーム
　　Flashを利用したゲームなど

・ゲームソフトのダウンロード
　　 ダウンロード販売 

本調査での市場推計の対象
 インターネット配信 携帯配信 

オンラインゲーム

 

出典： 三菱Ｕ Ｆ Ｊ リ サーチ＆コ ンサルティ ング作成 

 

・ オンラインゲームは従来のゲームと違った魅力をもっているため、従来のテレビゲー

ムのコアユーザーとは異なる層を惹きつけている。オンラインゲームはいわばコミュ

ニティ形成のプラットフォームになっていることから、他のゲームソフトとの競合と

いうよりも、ブログや SNS（ソーシャルネットワーキングサイト）等と競合するよう

になっているとオンラインゲーム事業者は指摘している。 

                                                   
5 こうしたタイプのゲームは、オンラインゲームともネットワークゲームとも呼ばれている。な

お、本調査においては、オンラインゲーム及びゲームソフトのダウンロードをゲームソフトの通

信ネットワークを通じた流通（PC インターネット、携帯インターネット）とし、市場規模等の

推計を行っている。（図 1-6-5 参照） 
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２．音声系ソフト 
２－１ 音楽ソフト 

《音楽ソフトの定義》 

・ 「音楽ソフト」とは、メディア・ソフトとして流通する楽曲のソフトとする。コンサ

ートなどの演奏は含めない。また、日本レコード協会加盟会社のものを対象とする。 

 

《音楽ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 音楽 CD、音楽テープ等の生産額及び収録時間を一次流通市場として捉える。 

・ マルチユース市場としては、レンタルや音楽ソフトの提供を目的とした有線放送、通

信カラオケ、着メロなどネットワークによる配信を対象とする。 

・ 音楽ソフトの制作では、オーディオレコードの制作に要した費用と新譜の総収録時間

について捉える。 

音楽ソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

オーディオレ

コード販売 
市
場
規
模 

オーディオレコードの総生産

金額 
レコード生産金額 日本レコード

協会資料 

流
通
量 

流通したオーディオレコード

の収録時間の合計 
レコード生産枚数×平均収

録時間 
同上 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

通信ネットワ

ークでの流通 
市
場
規
模 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信された音

楽ソフトによる収入 

一人当たり利用金額×イン

ターネット利用者数もしく

は携帯インターネット利用

者数 

情報通信政策

研究所調査 

流

通

量 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信された音

楽ソフトが利用された延べ時

間 

一人当たり利用タイトル数

×インターネット利用者数

もしくは携帯インターネッ

ト利用者数×平均収録時間 

同上 

レンタル CD 市
場
規
模 

レンタル CD のレンタル売上

高 
音楽使用料徴収実績（貸レ

コード分）/１回あたり商業

貸与時使用料×１回あたり

の貸出料金 

日本音楽著作

権協会資料 

流
通
量 

レンタル CD 延べ貸出枚数

（合計貸出回数）の収録時間

の合計 

JASRAC 音楽使用料徴収実

績（貸レコード分）/１回あ

たり商業貸与時使用料×平

均収録時間 
（シングルとアルバムの貸

し出し枚数比率は CD 生産

数量比率と同じとする） 

同上 
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有線放送 市
場
規
模 

有線放送の売上高 有線放送の売上高 情報メディア

白書 

流
通
量 

契約者が徴収する有線放送の

延べ時間 
有線放送契約数×年間平均

放送徴収時間 
同上 

素
材
利
用
市
場 

テレビ･ラジオ

番組 
市
場
規
模 

テレビ･ラジオ番組使用のた

めに支払われた音楽使用料 
音楽使用料徴収実績 日本音楽著作

権協会資料 

流
通
量 

テレビ･ラジオ番組で音楽が

聴取された延べ時間 
一人当たり年間延べテレ

ビ･ラジオ視聴時間×番組

内音楽占有比率×日本の総

人口 

情報メディア

白書 

映画 市
場
規
模 

映画での音楽使用のために支

払われた音楽使用料の合計 
JASRAC 音楽使用料徴収実

績 
日本音楽著作

権協会資料 

流
通
量 

映画の音楽が聴取された延べ

時間 
年間劇場動員数×ロードシ

ョー×作品内音楽占有比率 
映画年鑑 

ビデオレコー

ド（注 1） 
市
場
規
模 

ビデオレコード使用のために

支払われた音楽使用料 
JASRAC 音楽使用料徴収実

績 
日本音楽著作

権協会資料 

流
通
量 

流通したビデオレコードの音

楽収録時間の合計 
ビデオレコード（注１）生

産枚数×平均収録時間（1
時間として推定） 

日本レコード

協会資料 

注１：「ビデオレコード」とは、音楽レコード協会が規定している用語であり、音楽使用がある映像ソフト

で、映画以外のもの、具体的にはカラオケ用ソフト、音楽ＬＤなど。 

 通信カラオケ 市
場
規
模 

通信カラオケ売上高 業務用カラオケソフト売上

高+著作権料（JASRAC） 
全国カラオケ

事業者協会、日

本音楽著作権

協会資料 

流
通
量 

延べカラオケ利用時間 音楽使用料徴収実績（通信

カラオケ分）/１回あたり商

業貸与時使用料×１曲あた

り平均楽曲時間 

日本音楽著作

権協会資料 

着信メロディ 
着うた 

市
場
規
模 

着信メロディ売上高 一人当たり利用金額×PC
インターネット利用者数も

しくは携帯インターネット

利用者数 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

着信メロディの音楽収録時間

の合計 
年間利用数×着信メロディ

（もしくは着うた）1 本あ

たり平均楽曲使用時間 

同上 
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市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

ソ
フ
ト
制
作 

オーディオレ

コードの制作 
制
作
金
額 

レコード制作に要した費用の

うち、ＣＤ、テープなどの製

造にかかる費用を除いたもの 

オーディオレコード生産金

額×制作会社における制作

費用比率 
 

日本レコード

協会、各社資料 

制
作
量 

新譜のタイトル数 邦楽新作点数×平均収録時

間 
同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

オーディオレ

コードの海外

輸出 

市
場
規
模 

国内で制作されたオーディオ

レコードの海外への輸出額 
オーディオレコードの通関

金額 
日本レコード

協会資料 

流
通
量 

国内で制作されたオーディオ

レコードの海外への輸出本数 
オーディオレコードの通関

枚数 
同上 

オーディオレ

コードの輸入 
市
場
規
模 

オーディオレコードの輸入額 オーディオレコードの通関

金額 
日本レコード

協会資料 

流
通
量 

オーディオレコードの輸入枚

数 
オーディオレコードの通関

枚数 
同上 

 

 

《音楽ソフト市場の動向 》 

一次流通市場の動向 

・ 音楽ソフトの一次流通の市場規模は、音楽 CD 等の生産金額から算出される。近年、

音楽 CD 等の売行きが不振なことから、音楽ソフトの一次流通市場は 2007 年も減少

し、3,333 億円となった。 

・ 2007 年の音楽ソフトの流通量は 1.8 億時間であった。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 音楽ソフトのマルチユースの市場規模は、レンタル、有線放送による売上、通信カラ

オケソフトの売上、着メロ・着うたや音楽配信など PC インターネット、携帯インタ

ーネット配信による販売/利用料収入等から算出される。近年、携帯インターネットへ

の着メロ・着うたの配信を中心としたネットワークによる配信事業が好調なことから

増加傾向にあったが、有線放送収入、カラオケなどが減少したことから、音楽ソフト



 111 

の2007年マルチユース市場は4,031億円となり、2006年の4,133億円から減少した。 

・ 通信系の市場規模については、着メロや着うたなどの携帯インターネット配信は、

2007 年は 1,962 億円と 2006 年から微増となった。一方、PC インターネット配信は、

2007 年は 670 億円と 2006 年から 1 割以上の増加となった。なお、音楽ソフトのマ

ルチユース市場の規模は、一次流通市場の規模と比べて大きな比率となっている。こ

の比率は年々上昇し、2005 年に音楽ソフト全体市場規模の半分近く（47%）であっ

たものが、2006 年（54%）、2007 年（55%）では半分を超えている。 

・ 2007 年の音楽ソフトの流通量は 40.9 億時間である。なお、音楽ソフトのマルチユー

ス市場での流通量増加傾向にあり、一次流通市場の 20 倍超の規模になっている。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年の音楽ソフトの制作金額は 1,570 億円である。制作量は 0.7 万時間である。 
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音楽ソフト市場の構造と規模（2007 年） 

 
 

海外市場

原著作者
（作詞･作曲家）

作詞作曲料
印税等

製作契約料
印税等

制作外注費
原盤購入費

等

作詞作曲料
印税等

製作契約料
印税等

制作外注費
原盤購入費

等

国内音楽ソフト制作

・新盤制作 10,718点
・ソフト制作金額 1,570億円

（制作費 958億円
印税 612億円）

レコード
使用料

マルチユース市場

レコード会社
19社

（日本レコード協会正会員）

一次流通市場

オーディオレコード
販売市場

・レコード生産本数
ディスク 2.6億枚

アナログディスク 32万枚
テープ 556万本

・レコード生産金額
ＣＤ 3,272億円

アナログディスク 6億円
テープ 45億円

延べ収録時間 1.8億時間

テレビ･ラジオ
368億時間

音楽著作権使用料
266億円

実演家
（歌手、演奏家）

音楽出版社

制作プロダクション等

有線放送市場
・契約数

139万契約

・有線放送収入
728億円

・延べ聴取時間
38.7億時間

レンタルＣＤ
市場

・レンタル売上
198億円

・延べ聴取時間
0.5億時間

映画
0.2億時間

音楽著作権使用料
1.3億円

音楽ビデオ
5,185万枚
0.5億時間

音楽著作権使用料
169億円

素材利用

音楽
著作権
使用料

放送/レンタル

使用料

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

携帯インターネット配信
（着信メロディ、着うた他）

市場規模
1,962億円

流通量
0.3億時間

ＰCインターネット配信

市場規模
670億円

流通量
0.3億時間

通信カラオケ
市場規模
472億円

流通量
1.1億時間

オーディオディスクの輸出
272万枚（注1）

22.4億円

海外から徴収された
音楽著作権使用料

6.5億円

オーディオディスクの輸入
5,471万枚（注1）

240.4億円

注1：輸出入は2005年の数字
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音楽ソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 レコード生産金額（CD） 3,598 3,456 3,272 
レコード生産金額 
（アナログディスク） 4 3 6 

レコード生産金額（テープ） 63 56 45 

マルチユース市場    

 レンタル CD 208 204 198 

有線放送 878 878 728 

通信カラオケ 341 502 472 

PC インターネット配信 235 596 670 

携帯インターネット配信 1,661 1,953 1,962 

ソフト制作金額 1,730 1,656 1,570 
 
 
 

《音楽業界の動向》 

業界の概要 

・ 音楽ソフトの流通は、CD、テープ等の販売のほか、レンタル、有線放送、その他放

送での流通と広範にわたっている。近年、インターネットを媒介した PC への配信や

携帯インターネットへの着メロ・着うたの配信など通信ネットワークを利用した新し

い形態のノンパッケージ流通が急速に成長している。 

・ 日本レコード協会（正会員 19 社）に加盟しない新興会社や音楽家はインディーズと

呼ばれている。 
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音楽業界構造 

 

 

ソフト流通・二次利用過程

音楽プロダクション
日本音楽事業者協会

正会員105社

作曲家

作詞家

作曲家

作詞家

各
種
ス
タ
ッ
フ

演
奏
家

アーティスト

原盤制作

レコード製造 プレス・出荷

音楽著作権管理団体
・ＪＡＳＲＡＣ
・㈱イーライセンス /等

日本レコード協会
正会員 19社

日本芸能実演家団体協議会
正会員 71団体

使用料配分

使用料配分

使用料配分

レコード販社

レコード取次（問屋）

レコード販社

レコード取次（問屋）

カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス

12
．
9
万
ル
ー
ム

レ
ン
タ
ル
レ
コ
ー
ド
店

3
，
1
０
０
店

カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス

12
．
9
万
ル
ー
ム

レ
ン
タ
ル
レ
コ
ー
ド
店

3
，
1
０
０
店

テ
レ
ビ
・ラ
ジ
オ
放
送

有
線
放
送

テ
レ
ビ
・ラ
ジ
オ
放
送

有
線
放
送

二次使用料など

権利処理団体

レ
コ
ー
ド
小
売
店/

傘
下
店
・
特
約
店
約
７
，
０
０
０
店

量
販
店
・
Ｃ
Ｖ
Ｓ

約
２
５
，
０
０
０
店

一次流通過程

レコード会社約100社音楽出版社

原盤制作者

音楽出版社

原盤制作者

放送

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信

コ
ン
テ
ン
ツ
配
信
事
業
者
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音楽の著作権等の権利処理 

・ 音楽ソフトは、多くのメディアでソフトの素材として利用されるため、権利処理シス

テムが発達している。 

・ 2001 年 10 月に著作権等管理事業法が施行され、作詞、作曲家などの著作権者やレコ

ード会社等の著作隣接権者に代わり第三者が著作物の使用料を徴収することが可能

となった。これにより、(社)日本音楽著作権協会に限られていた著作権等管理事業に

イーライセンス、ジャパン・ライツ・クリアランス、ダイキサウンドなど新規事業者

が参入している。 

・ (社)日本芸能実演家団体協議会は、音楽演奏者等の実演家の権利を保護し、放送やレ

ンタルで使用された音楽の使用料を実演家に配分している。 

・ (社)日本レコード協会は、レコードの放送、レンタルに当たって使用料を徴収し、レ

コード会社に配分している。 

 
 (社)日本音楽著作権協会周辺の権利関係

音楽著作権管理
事業者

（ＪＡＳＲＡＣなど）

演奏
（カラオケ・
コンサート）

録音
（CD等）

放送
（テレビ、ラジオ、

有線放送等）

貸与
（レンタルCD）

出版
（出版物）

演奏
（映画）

録音権／
録音使用料

放送権／
放送使用料

貸与権／
レンタル使用料

演奏権／
上映使用料

演奏権／
演奏使用料

送信可能化権／
インターネット使用料

作詞家

作曲家

作詞家

作曲家

音楽プロダクション

音楽出版社

レコード会社

音楽プロダクション

音楽出版社

レコード会社

音楽プロダクション

音楽出版社

レコード会社

作詞家

作曲家

歌手

演奏家

原盤製作者

権利委託／
使用料配分

複合利用
（インターネット）

出版権／
出版物使用料
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(社)日本芸能実演家団体協議会周辺の権利関係

放送権／
放送使用料

貸与権／
レンタル使用料

日本芸能実演
家団体協議会

（芸団協）

テレビ、ラジオ、
有線放送

レンタルレコード

実演家団体

実演家団体

実演家団体

実演家団体

使用料
配分

(社)日本レコード協会周辺の権利関係

放送権／
放送使用料

貸与権／
レンタル使用料

配信権／
レコード使用料

日本レコード
協会

テレビ、ラジオ、
有線放送

レンタルレコード

インターネット配信

テレビ、ラジオ、
有線放送

レンタルレコード

インターネット配信

日本レコード
協会加盟

レコード会社

日本レコード
協会加盟

レコード会社

使用料
配分

各社
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音楽ＣＤ等の販売動向 

・ 音楽 CD 等の生産額は 1980 年代以降増加し続け、1998 年のピーク時には 6,000 億円

を超えるまで拡大したが、1999 年以降はヒット作に恵まれていないこともあり、縮

小に転じている。2007 年には約 3,300 億円とピーク時の 6 割を切るほどまでになっ

た。（図表 2-1-1、図表 2-1-2） 

図表2-1-1 音楽CD等の生産額の推移 

11 9 13 14 15 36 21 14 8 7 4 3 6

4,922

5,512 5,626 5,671 5,879
5,513

5,239
4,896

4,318
3,880 3,686 3,598 3,445 3,272

259

219 200 196
181

147
139

121

99
74 63

56
45

7

105

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
年

億円

カートリッジ

カセット

コンパクトディスク

アナログディスク

  
出典： (社)日本レコ ード 協会 

図表2-1-2 ミリオンセラー作品数の推移 
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（年）

（タイトル数）

 
出典： (社)日本レコ ード 協会 

レンタル業の動向 

・ レンタルレコード店の店舗数は、1989 年の 6,213 店をピークに減少に転じており、

2007 年には 3,113 店とピーク時の半分にまで減少している。（図表 2-1-2） 
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図表2-1-3 レンタルレコード店数の推移 

5,988

5,491

4,889 4,804
4,655

4,509 4,460 4,468
4,331

4,116
3,864

3,661 3,572
3,422 3,305 3,225 3,179 3,113

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
年

店

  
出典： (社)日本レコ ード 協会 

素材利用の動向 

・ (社)日本音楽著作権協会が徴収する音楽著作権使用料は、通信ネットワークを通じた

配信の増加により増加傾向にある。2007 年には 1,157 億円となった。（図表 2-1-3） 

図表2-1-4 音楽著作権使用料の徴収額の推移 

705 726
764 787

826

906
943

985 990
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1,135 1,111

1,157

0
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1,000

1,200

1,400

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
年

億円

  
出典： (社)日本音楽著作権協会 

 

ネットワーク配信の動向 

・ 音楽ソフトのネットワーク配信には、店頭端末に配信する形式と家庭のパソコンや携

帯端末に配信する形態がある。ブロードバンドネットワークの普及、携帯端末の高機
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能化などが進んだことから、現在ではパソコン、携帯電話にダウンロードする形態が

主流となった。 

・ 楽曲をパソコンに配信するタイプでは、配信事業者がインターネット上にサイトを設

け、利用者からの配信要求に応じて配信を行う。米国では 1 曲 1 ドルという安価で楽

曲を配信するサイトが人気を集めるなど、急速にインターネット配信が広がり、ダウ

ンロードした楽曲を携帯音楽プレーヤーで聞くスタイルが普及しつつある。 

・ 携帯電話については、楽曲を利用する着うたが普及するとともに、携帯電話で楽曲を

聞くサービスも始まっている。au が提供する「LISMO!」は、CD 楽曲をパソコンか

ら携帯電話に読み込む、パソコンから着うたフルやビデオクリップを購入する、自分

だけのプレイリストを作るといったことができる。 

図表2-1-5 有料音楽配信売上実績（数量） 

104,812

8,6818,1286,7947,380

1,108 1,044 2,349
4,962

5,916 5,940 5,732 6,314

108,807

113,466106,911

51,035

57,870

72,069

77,402 83,031
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（千回）

インターネットダウンロード

携帯電話

  
出典： (社)日本レコ ード 協会 

ソフト制作の動向 

・ 音楽ソフトの制作では、レコード会社以外で原盤を制作するケースが増えているとい

われている。また、CD の普及とともに楽曲の録音や編集過程でデジタル技術が利用

されるようになり、音楽ソフトの製造プロセスで音質の劣化が減り、生産効率は高ま

っているといわれている。 

・ 日本レコード協会に加盟するレコード会社には、共同で設立した流通網があり、日本

レコードセンターとジャパン・ディストリビューション・システムは、メーカーから

卸会社や販売店への配送を行っている。日本レコード販売網は卸業者として販売店へ

の支援などを行っている。一方、インディーズでは、宅配等を利用して配送するか、

レコード販売店に直接持ち込んで販売を委託するといった方法がとられている。 
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２－２ ラジオ番組 

《ラジオ番組の定義》 

・ 「ラジオ番組」とは、ラジオ放送用に制作・編集された音声ソフトとする。 

・ ラジオ番組を放送する放送局として、地上波ラジオの中波局、短波局、FM 局及び衛

星波ラジオのＢＳ局、ＣＳ局（PCM 放送）を対象とする。 

 

《ラジオ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ ラジオ番組の一次流通市場の規模は、ラジオ放送局の収入（民放においてはラジオ放

送事業収入、NHK においては受信料収入）により把握する。流通量は、国民の年間

ラジオ聴取時間より推計する。 

・ ラジオ番組は、有線放送におけるラジオ番組の再送信、ポッドキャスト等によるイン

ターネット配信などでマルチユースされているが、統計の制約により当面考えない。 

・ ソフト制作については、ラジオ番組の制作に要した費用及び制作された番組の総時間

から捉える。 

ラジオ番組市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 
一
次
流
通
市
場 

ラジオ放送 
市
場
規
模 

ラジオ番組の放送によって

放送局が得る放送事業収入、

受信料収入などの合計 

ラジオ放送局の収入（営業

収入、受信料収入（NHK
分は民間放送のテレビ放

送、ラジオ放送収入から推

定）） 

日本民間放送年

鑑、NHK 年鑑 

流
通
量 

全国民が 1年間に聴取するラ

ジオ番組の延べ時間 
１人あたり年間平均ラジ

オ聴取時間×ラジオ視聴

人口 

NHK 放送文化

研究所資料など 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

有線放送 
市
場
規
模 

（当面考えない） （当面考えない）  

流
通
量 

（同上） （同上）  

ネットワークで

の流通 市
場
規
模 

インターネット、携帯電話で

配信されたラジオによる収

入 

（同上）  
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流
通
量 

インターネット、携帯電話で

配信されたラジオが聴取さ

れた延べ時間 

（同上）  

ソ
フ
ト
制
作 

ラジオ番組の制

作 制
作
金
額 

ラジオ番組の制作に要した

費用 
ラジオ放送局営業収入×

制作費用比率（制作費用比

率は NHK のデータから推

定） 

日本民間放送年

鑑、NHK 年鑑 

制
作
量 

制作されたラジオ番組の総

時間数 
ラジオ放送局の番組放送

時間の合計×自社制作番

組比率(推定) 

同上 

 

《ラジオ番組市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ ラジオ番組の一次流通市場の規模は、地上波・衛星ラジオ放送局の収入から算出する。 

・ ラジオ広告費の減少が続いており、民間ラジオ放送局の営業収入が減少している。

2007 年のラジオ番組の一次流通市場規模は 2,656 億円となり、2006 年の 2,705 億円

から 1.8%減となっている。 

・ 平均ラジオ聴取時間が減少傾向にあり、2006 年の 34 分から 2007 年は 33 分となっ

た（NHK 文化研究所調べ）。これにより、ラジオ番組の一次流通市場の流通量も減少

し、2007 年の一次流通市場の流通量は 237 億時間となり、2006 年の 244 億時間から

2.9%減となっている。 

マルチユース市場の動向 

・ ラジオ番組のマルチユースはポッドキャスト等でのインターネット配信（いわゆるネ

ットラジオ）がある。しかし、有料のネットラジオでは利用が減少し、データの取得

が困難となったため、本調査からラジオ番組のマルチユース市場の把握を見合わせた。 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年のラジオ番組の制作金額（ＢＳラジオ放送を除く）は 1,391 億円であり、2006

年の 1,392 億円から微減となっている。制作量は 72.3 万時間であり、2006 年の 70.9

万時間から 2.0%増となっている。 
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ラジオ番組市場の構造と規模（2007 年） 

ラジオ放送局
放送時間

地上波ラジオ
NHK                  24,406時間
民放 867,146時間

衛星波ラジオ 計測不可

一次流通市場

ラジオ番組市場
（地上波、衛星波）

市場規模 2,656億円
流通量 237億時間

マルチユース市場

有線放送など

ＪＡＳＲＡＣ

日本レコード協会

日本芸能実演家
団体協議会

（素材利用）

ＪＡＳＲＡＣ

日本レコード協会

日本芸能実演家
団体協議会

（素材利用）

脚本家・声優など

制作プロダクション

ラジオ番組制作

制作量
ＮＨＫ（地上波） 2.0万時間
民放（地上波） 70.3万時間

衛星波 計測不可
制作金額

ＮＨＫ（地上波） 153.7億円
民放（地上波） 1237.2億円
民放（BS） 0億円

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

インターネットラジオ

二
次
使
用
料
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ラジオ番組市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2006 年 

一次流通市場 2,683 2,705 2,656 

マルチユース市場    

 インターネットラジオ 2 － － 

制作金額    

 NHK 154 155 154 

民放（地上波） 1,322 1,237 1,237 

民放（BS） 0.4 － － 

 
《ラジオ放送業界の動向》 

業界の概要 

・ FM 放送局の増加やＣＳ局の登場によるラジオ局数の増加により、ラジオ放送におい

て同じ音声系の音楽ソフトに関連した番組の役割が高まっているといわれている。ラ

ジオ番組で音楽ソフトが使用される際、著作権等の権利団体を通じて権利者に二次使

用料等が支払われる。 

・ ラジオ番組の制作でも、番組制作プロダクションなどに外注する場合はあるが、ラジ

オ放送局の内部制作率はテレビ番組のそれに比べると高いといわれている。 

・ ＢＳデジタルラジオ放送では、ほとんどの局が 2005 年度末で終了し、2006 年度も放

送を続ける局は 1 局だけとなった6

 

。その 1 社も 2006 年度に放送を休止し、2007 年

度には委託放送事業者認定が取り消しとなり、現在ではＢＳデジタルラジオ放送は終

了している。 

 

                                                   
6 ワールドインデペンデント・ネットワークス・ジャパンが提供する World Independent 
Networks (略称 WINJ)。 
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ラジオ業界の構造 

ラジオ番組制作過程

広告代理店 スポンサー

ラジオ番組流通過程

聴取者

広告費

衛
星
放
送
事
業
者

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
事
業
者

有
線
放
送
事
業
者

系
列
ロ
ー
カ
ル
局

素材提供

レコード会社

実演家

ラジオ放送局
（地上波：NHK、民放101社、衛星：0社）

・制作部門 ・企画・編成部門 ・送信部門

コンテンツ
配信事業者

制作
プロダクション

脚本家等

芸能プロ
ダクション

タレント・
歌手など

地上波 インター
ネット

CATV 衛星波有線放送

放送局数は、2007年度末時点の数字
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ラジオ事業の動向 

・ ラジオ広告費が伸び悩んでいることから、民間ラジオ放送局の営業収入は近年低迷し

ている。10 年前の 1998 年度は 2,463 億円であったのが、2007 年度は 720 億円減少

（29.1%減）して、1,746 億円となった。（図表 2-2-1） 

・ ラジオ放送局の数は、一時 FM 局の増加に伴い増加傾向にあったが、ここ 6 年間は

101 社であり、変化がない。（図表 2-2-2） 

・ 1998 年度までコミュニティ FM の新規開局が相次ぎ、コミュニティ FM 局数が急増

した。1999 年度以降、新規に開局する数は 10 局前後で推移している。2007 年度は

1999年度以降で最も多い 18局が開局し、コミュニティFM放送局は 215局になった。

（図表 2-2-3） 

 

図表2-2-1 民間ラジオ放送局営業収入の推移 

2,463

2,299 2,328

2,174

2,019
1,960 1,960

1,918
1,846

1,746

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007年度

億円

 
出典：（社）日本民間放送連盟『日本民間放送年鑑』 
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図表2-2-2 民間ラジオ放送局数の推移 

47 47 47 48 47 47 47 47 47 47

1 1 1 1 1 1 1 1 1

53 53 53 53 53 53 53

1

5350 52

0

20

40

60

80

100

120

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007年度

局 ＡＭ 短波 ＦＭ

 
出典：（社）日本民間放送連盟『日本民間放送年鑑』 

図表2-2-3 コミュニティFMの開局状況 

28

12

7

13
10

5

10

14 14

18

154
159

169

183

197

215

112

124
131

144

0

50

100

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

局

0

50

100

150

200

250

年度

局

新規開設局数（左軸）

累計（右軸）

 
出典：総務省「コミュニティ放送の現状」をもとに作成 
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ネットワーク配信の動向 

・ インターネットラジオなどを携帯オーディオプレーヤーにダウンロードして聴取す

るポッドキャストに対応したサイトが増えている。当初は、個人によるネットラジオ

が多かったが、既存のラジオ局が放送中の番組の一部をポッドキャストサービスで配

信するケースも増えている。 

・ ラジオ番組のポッドキャストでも、パソコンにダウンロードするサービスの多くは無

料であるが、携帯電話向けのラジオ番組配信では有料のケースがある。 

・ ラジオ番組をストリーミング配信するインターネットラジオ番組は、ラジオで放送さ

れた番組のマルチユースもあるが、完全なオリジナル番組を配信することもある。 

図表1-4-4 ラジオ局のポッドキャスティングの取組み例 

放送局 番組概要 

J-WAVE 「GROOVE LINE」等の放送番組を放送後に再編集して配信。

ストリーミングでも一部の番組を配信。 

エフエム東京 「HONDA SWEET MISSION」、「TOKYO FM Premium 
Podcasts」等の放送番組（約 20 タイトル）を放送後に編集し

て配信。番組の一部のストリーミング配信もある。 

Kiss-FM KOBE 番組のコーナーを放送後に編集して配信。番組の一部のスト

リーミング配信もある。 

文化放送 放送番組（トーク等）や番組の一部など約 20 タイトルを放

送後に編集して配信。番組の一部のストリーミング配信もあ

る。 

TBS ラジオ トーク、バラエティ、音楽等の放送番組（約 40 タイトル）

を放送後に配信。番組の一部のストリーミング配信もある。 

IBC 岩手放送 岩手のローカルニュースやバラエティ等の放送番組（約 20
タイトル）を放送後に配信。 

ラジオ日経 金融情報や教養番組等を配信。数十分に及ぶ長い番組が多

い。平日のほとんどの番組についてストリーミング配信。 

ニッポン放送 放送番組の一部やオリジナル番組（約 15 タイトル）を配信。 

FM ヨコハマ 放送番組やオリジナル番組（約 15 タイトル）を配信。 

NACK5 放送番組の紹介やオリジナル番組（3 タイトル）を配信。他

に、月額 300 円のストリーミング配信も行っている。 

ラジオ日本 放送番組（トーク番組、野球中継）を 3 タイトル配信。 

InterFM 放送番組（教養、音楽）やオリジナル番組 3 タイトルを配信。 
出典：各社ホームページより作成 
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３．テキスト系ソフト 
３－１ 新聞記事 

《新聞記事の定義》 

・ 「新聞記事」とは、新聞への掲載のために作成された記事・広告等とする。 

・ 新聞には一般日刊紙の他、各種専門紙、業界紙などがあるが、ここでは、日本新聞協

会に加盟している新聞社が発行する新聞を対象とする。 

 

《新聞記事の市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 印刷物の形で新聞販売店等を経由して販売するルートを一次流通市場として捉える。 

・ オンライン／オフラインデータベース（ＤＢ）による流通を新聞記事のマルチユース

市場として捉える。 

・ 新聞記事の制作では、新聞社内の新聞記事の作成・編集にかかるコスト全体をソフト

制作金額とみなす。通信社による記事配信、外部執筆者による投稿記事などの外注分

はこのコストに含まれる。また、制作量は制作された記事原稿の総量（Ｂ5 判頁数）

で捉える。 

 

 

新聞記事の市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

新聞販売 市
場
規
模 

新聞社の「販売収入」と「広

告収入」の合計金額 
新聞社販売収入額＋新聞社

広告収入額 
日本新聞年鑑 

流
通
量 

１年間に新聞の形で印刷･流

通した記事及び広告の延べ頁

数（新聞１頁は B5 判 15 頁と

みなす） 

年間延べ発行ページ数×1
紙平均発行部数 

同上 

（縮刷版など） 市
場
規
模 

（計量不能）   

流
通
量 

同上   
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マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

オンラインＤ

Ｂサービス 
市
場
規
模 

新聞記事ＤＢサービス提供者

のサービス収入 
データベース市場規模×新

聞記事ＤＢ利用シェア×オ

ンライン売上比率 

特定サービス

産業調査 
電子情報サー

ビス 

流
通
量 

新聞記事ＤＢから 1 年間読み

出された記事の総量（B5 判頁

換算） 

新聞記事ＤＢ（オンライン）

推定売上／頁あたり記事読

み出し平均単価 

同上 

オフラインＤ

Ｂサービス 
市
場
規
模 

新聞記事ＤＢの販売収入 データベース市場規模×新

聞記事ＤＢ利用シェア×オ

フライン売上比率 

特定サービス

産業調査 
電子情報サー

ビス 

流
通
量 

新聞記事ＤＢに収録された記

事の総量（B5 判頁換算） 
新聞記事ＤＢ（オフライン）

推定売上／平均単価×1 本

平均データ量 

同上 

ネットワーク

配信 
市
場
規
模 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンライン新聞サービスによる

収入 

一人あたり利用金額×イン

ターネット利用者数（携帯

インターネット利用者数） 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンライン新聞サービス記事の

総量（B5 判頁換算） 

一人あたり契約サイト数×

インターネット利用者数

（携帯インターネット利用

者数）×1 紙あたり平均頁

数 

同上 

単行本化 市
場
規
模 

新聞記事を単行本化した書籍

の年間販売額 
（当面考えない）  

流
通
量 

新聞記事を単行本化した書籍

の年間販売部数 
同上  

ソ
フ
ト
制
作 

新聞記事の制

作 
制
作
金
額 

新聞記事の制作に要した経費

と新聞社人件費の合計 
新聞社制作経費＋人件費×

編集要員割合 
日本新聞年鑑 
新聞研究 

制
作
量 

1 年間に新たに作成された新

聞記事原稿の総量（B5 判頁換

算） 

総制作ページ数 日本新聞年鑑 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

新聞記事の輸

出 
市
場
規
模 

新聞社が海外の新聞社への記

事提供等により得た収入 
（計量不能）  

流
通
量 

新聞社が海外の新聞社等へ提

供した新聞記事の総量 
同上  
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新聞記事の輸

入 
市
場
規
模 

海外の新聞社へ支払われた記

事提供量の総額 
同上  

流
通
量 

海外の新聞社から提供された

新聞記事の総量 
同上  

（ 注） 2004年から 新聞Ｄ Ｂ 市場をオンラ イ ン、 オフ ラ イ ンと 分けて推計。  
   2004年から 新聞制作金額の推計方法を一部見直し 。  

《新聞記事市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 新聞記事の一次流通の市場規模は、新聞社の販売収入及び広告収入から算出される

（その他収入は含まない）。近年、新聞社のこれら収入が減少傾向にあることから、

2007 年の新聞記事の一次流通市場は 1 兆 9,091 億円となり、2006 年の 1 兆 9,606 億

円と比べ、2.6％減となっている。特に広告収入が 5.9%減と大きく減少している。 

・ 新聞記事の流通量は 7.1 兆頁（B5 判換算）となり、2006 年の 7.3 兆頁（B5 判換算）

と比べ 2.1%減となっている。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 新聞記事のマルチユースの市場規模は、記事データベースの市場、PC インターネッ

トや携帯インターネットなどネットワークによる配信市場から算出される。新聞記事

のマルチユース市場は 2006 年の 617.1 億円から 2007 年の 707.7 億円へと、14.7%増

となり、2005 年の 704.2 億円とほぼ同じ規模となっている。なお、新聞記事のマル

チユース市場は一次流通市場の 3.7％と規模は小さい。 

・ マルチユース市場での流通量は 1 兆 3,131 億頁となっており、一次流通市場の 18.4%

の規模になっている。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年の新聞記事の制作金額は 8,239 億円となり、2006 年の 8,595 億円と比べ 4.1%
減となっている。制作量は 1,657 万頁（B5 判換算）であり、2006 年の 1,670 万頁（B5

判換算）と比べ 0.7%減となっている。 
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新聞記事市場の構造と規模（2007年） 

通信社

その他執筆者

配信契約料

原稿料

通信社

その他執筆者

通信社

その他執筆者

配信契約料

原稿料

配信契約料

原稿料

新聞記事制作
・制作量 110.5万頁

（紙面）
・制作金額 8,239億円

二次使用料

原作使用料

使用料

マルチユース市場

記事の輸入

一次流通市場

新聞販売

・一日販売発行部数
朝刊 5,058万部
夕刊 1,785万部

・年間延べ流通量
新聞4,750億頁（紙面）
（71,251億頁：B5判換算）

・新聞社販売収入 12,434億円
・新聞社広告収入 6,657億円

一次流通市場

新聞販売

・一日販売発行部数
朝刊 5,058万部
夕刊 1,785万部

・年間延べ流通量
新聞4,750億頁（紙面）
（71,251億頁：B5判換算）

・新聞社販売収入 12,434億円
・新聞社広告収入 6,657億円

記事データベース
読み出し記事量

約4.7億頁（Ｂ5判換算）
オンラインDB 1.4億頁
オフラインDB 3.3億頁

売上高 518億円
オンラインDB 407億円
オフラインDB 111億円

記事の出版

映像ソフト化

・テレビ番組
・映画

転載

注：新聞紙面１頁は、ほぼ
Ｂ５判15頁に相当する。

記事の輸出

新聞社
（107社 47,781人）

素材利用

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

PCインターネット配信
市場規模 54.7億円
流通量 1,288億頁

（B5判換算）海外市場

携帯インターネット配信
市場規模 134.9億円
流通量 11,838億頁

（B5判換算）
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新聞記事市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 新聞社販売収入 12,562 12,532 12,434 

 新聞社広告収入 7,440 7,074 6,657 

マルチユース市場    

 新聞記事ＤＢ売上高 492 473 518 

PC インターネット配信 47.8 30.8 54.7 

携帯インターネット配信 164.4 113.4 134.9 

新聞記事制作金額 8,708 8,595 8,239 
 
 

《新聞業界の動向》 

業界の概要  

・ 新聞記事の流通の中心はいわゆる新聞配達であるが、スポーツ紙などは駅売店やコン

ビニエンスストアなどでの販売が中心となっている。 

・ 新聞記事の多くは各新聞社内で制作されるが、外部で制作されるものとして、通信社

が取材し配信するもの、投稿記事、企画記事、広告などがある。 

・ 最近では新聞記事データベースが発達しており、ほとんどの記事はオンラインＤＢを

通じて利用が可能となっている。その他、CD-ROM による記事データベースの提供

も行われている。また、多くの新聞社がインターネット上のウェブサイトでニュース

記事を提供したり、携帯電話向けに情報提供サービスを行ったりしている。 
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新聞業界の構造 

新聞記事制作過程

広告主

読者・利用者

新聞記事流通過程

広告代理店

新聞社（107社 47,781人）
・取材
・投書／寄稿等

フリーカメラマン／記者
ニュース通信社

（約3,130人）

新聞広告

コンテンツ
配信事業者

ディストリ
ビューター

文字放送
事業者

テレビ局
コンテンツ

配信事業者
ディストリ
ビューター

文字放送
事業者

テレビ局

キヨスク
売店

新聞販売店
（20,867店
約42万人）

コンビニ
エンス
ストア

私鉄
売店

書店
コンビニ
エンス
ストア

私鉄
売店

書店

新聞

オンライン
ＤＢ

文字放送 テレビ インター
ネット

広告料

広告制作
プロダクション等

取次
販売店

キヨスク
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新聞社の動向 

・ 新聞の発行部数は 1996 年以降、減少傾向にある。2008 年には 6,721 万部に減少して

いる。（図表 3-1-1） 

・ 新聞社の売上高は 2007 年度には 2 兆 2,182 億円となっている。2007 年度には、2006

年度に引き続き広告収入が大きく減少している。ここ数年増加傾向にあったその他営

業収入についても大きく減少している。（図表 3-1-2） 

・ 夕刊廃止の取り組みが広がりつつある。2002 年に産経新聞が東京本社での夕刊発行

をやめ、2008 年 8 月には毎日新聞が北海道での夕刊を廃止している。 

図表3-1-1 新聞総発行部数の推移 

72,218 71,896 71,694 70,815 70,340 70,364 69,680 69,100 68,437 67,207

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
年

千部

 
（ 注） 「 新聞総発行部数」 は、 朝夕セッ ト 紙の朝夕刊をそれぞれ1部と し て計算し 、 それに

朝刊単独紙、 夕刊単独紙を 加えた部数と し ている。  
出典 （ 社） 日本新聞協会『 日本新聞年鑑』 各年版 
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図表3-1-2 新聞社売上高の推移 

12,927 12,876 12,839 12,858 12,747 12,640 12,573 12560 12521 12434

8,584 8,448 9,012 8,687 7,709 7,544 7,550 7438 7082 6657

3,337 3,365 3,372 3,345
3,265 3,392 3,674 4191 3715

3080

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

年

億円

販売収入 広告収入 その他営業収入
 

（ 注） 2002年度以降、 調査期間が暦年から 年度に変更さ れている。  
出典： （ 社） 日本新聞協会『 日本新聞年鑑』 各年版 

ネットワーク化の動向 

・ 新聞記事の二次利用としてオンラインデータベースの整備が進んでおり、2008 年 1

月時点では新聞協会加盟の 48 社がデータベース事業に参入している。 

・ インターネット上では、新聞協会加盟の 88 社がウェブを開設し、ウェブ上で動画を

提供する新聞社は 2008 年 1 月時点で 42 社になっている。 

・ その他、インターネット上でブログや RSS 配信、ポッドキャスティング等を行って

いる新聞社が、それぞれ 37 社、36 社、10 社となっている。（図表 3-1-3） 
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図表3-1-3 新聞・通信各社の電子・電波メディアへの参入状況（2008年1月時点） 

88

38

42

14

65

36

10

37

8

7

23

35

5

9

6

6

9

24

12

5

48

45

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ウェブ

メール

ウェブ上の動画

紙面イメージ

携帯・固定端末向け情報提供

RSS配信

ボッドキャスティング

ブログ

SNS

外部サイトとの連携

QRコード

CATV

地上波テレビ文字多重放送

FM文字多重放送

CS放送

BSデジタル放送

放送番組供給事業

コミュニティ放送

インターネット接続サービスとその他の電気通信事業

ファクスによる情報サービス

データベース

電光ニュース

[社]

インターネットを利用した

情報サービス

インターネットを使った

新サービス

 
注： 参入と は本体事業あるいは別会社の事業で(1)「 1%以上の出資」 、 (2)「 役員の派遣

（ 非常勤を含む） 」 、 (3)「 社員の出向」 のいずれかに該当するも の 

出典： 日本新聞協会資料 
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３－２ コミック 

《コミックの定義》 

・ 「コミック」とは、ストーリー漫画、４コマ漫画など、絵を主体とした出版用ソフト

とする。 

・ テレビ、ビデオ、映画のアニメーションはコミックを原作としていることが多いが、

ここでは独立したソフトとしてコミックそのものとは区別する。なお、商業的に出

版・流通しているコミックを対象とし、同人誌などの形で発表されるコミックは除く

こととする。 

 

《コミックの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ コミックには初めから単行本の形で出版されるものもあるが、主流はコミック誌に掲

載された後に単行本化される。ここではコミック誌による流通を一次流通市場として

捉える。 

・ 雑誌に掲載されたコミックが単行本として再発行される場合をコミックのマルチユ

ースとして捉える。また、インターネットや携帯インターネットによるネットワーク

配信についてもマルチユースとして捉える。コミックの単行本の一部には統計上「雑

誌」に分類されるものがあり、このような雑誌扱いのコミックについても推計する。 

・ コミックの素材利用としては、テレビアニメ、映画などがあげられる。原作者には契

約により二次使用料が支払われるので、これを素材利用の市場規模として捉える。 

・ コミックの制作者への報酬は、雑誌では原稿料、単行本では印税により支払われる。

したがって、コミックの制作規模はこれらの総額となる。 

 

コミックの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

コミック誌と

しての出版流

通 

市
場
規
模 

コミック誌の年間総販売額 コミック誌年間販売額＋雑

誌広告費（うちコミック誌

分） 

出版指標年報、

電通広告年鑑 

流
通
量 

年間に発行されたコミック誌

の延べ部数（延べ頁数） 
コミック誌推定発行部数×

平均頁数 
出版指標年報 
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マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

コミック単行

本としての出

版流通 

市
場
規
模 

コミック単行本の販売額 コミック推定販売額（漫画

文庫を除く） 
同上 

流
通
量 

年間に発行されたコミック単

行本（雑誌扱い、書籍扱いと

も）の延べ部数（延べ頁数） 

コミック発行部数（漫画文

庫を除く）×平均頁数 
同上 

コミック文庫

本としての流

通 

市
場
規
模 

コミック文庫本の販売額 漫画文庫販売額 同上 

流
通
量 

年間に発行されたコミック文

庫本（雑誌扱い、書籍扱いと

も）の延べ部数（延べ頁数） 

漫画文庫販売部数×平均頁

数 
同上 

ネットワーク

配信 
市
場
規
模 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンラインコミックによる収入 

一人あたり年間利用金額×

インターネット利用者数

（携帯インターネット利用

者数） 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンラインコミックの延べ部数

（延べ頁数） 

一人あたり年間利用冊数×

平均頁数 
同上 

素
材
利
用
市
場 

テレビアニメ

化 
市
場
規
模 

テレビアニメ化に伴い出版

社、原作者に支払われた二次

使用料 

テレビアニメ延べ放送時間

×平均アニメ制作単価×二

次使用料割合 

情報メディア

白書 
業界団体から

聴取 

流
通
量 

（テレビ番組の流通量に含ま

れる） 
  

映画化 市
場
規
模 

映画化に伴い出版社、原作者

に支払われた二次使用料 
アニメ映画配給収入合計×

二次使用料割合 
映画年鑑 
情報メディア

白書 

流
通
量 

（映画ソフトの流通量に含ま

れる） 
  

ビデオ化 市
場
規
模 

ビデオ制作に伴い出版社、原

作者に支払われた二次使用料 
アニメーションビデオ販売

額（国産アニメ分）×二次

使用料割合 

日本映像ソフ

ト協会資料 

流
通
量 

（ビデオソフトの流通量に含

まれる） 
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ソ
フ
ト
制
作 

コミックの制

作 
制
作
金
額 

「原稿料」＋原作者に支払わ

れる印税額（コミックス販売

額から推定） 

制作頁数×１頁あたり平均

原稿料＋コミックス販売額

×平均印税率 

出版指標年報 

制
作
量 

コミック誌に掲載された原稿

の頁数の総量 
コミック誌数×年間発行回

数×平均頁数（月刊、週刊

別に計量） 

出版指標年報 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

コミックの輸

出 
市
場
規
模 

コミック本の輸出額と海外へ

の版権販売額の合計 
（当面考えない）  

流
通
量 

輸出された書籍・雑誌のうち

コミックの部数（版権輸出分

については計量不可） 

同上  

コミックの輸

入 
市
場
規
模 

コミック本の輸入額と海外か

らの版権購入額の合計 
同上  

流
通
量 

輸入した書籍・雑誌のうちコ

ミックの部数 
同上  

 

《コミック市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ コミックの一次流通の市場規模は、コミック誌の販売額とコミック誌への雑誌広告費

から算出される。コミック誌は、新聞や書籍と同様、販売の低迷が続いており、2007
年のコミックの一次流通市場の 3,058 億円は 2006 年の 3,168 億円と比べ、3.5％減と

なっている。 

・ コミックの流通量は 5,245 億頁（B5 判換算）となり、2006 年の 5,314 億頁（B5 判

換算）と比べ 1.3%減となっている。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 2007 年のコミックのマルチユース市場の規模は 2,715 億円となっている。携帯電話

を通じた配信が 2006 年の 94.2 億円から 178.2 億円とほぼ倍増したことなどから、

2006 年の 2,667 億円と比較すると 1.8%増となっている。なお、コミックのマルチユ

ース市場は一次流通市場の 88.8%の大きさとなっている。 

・ コミックの流通量は携帯電話を通じた配信による流通量が大きく伸びたことから

2,535 億頁となり、2006 年の 2,241 億頁と比べ 13.1%増となっている。なお、コミッ
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クのマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の 48.3%の大きさとなってい

る。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年のコミックの制作金額は 549 億円となり、2006 年の 540 億円と比べ 1.8%増

となっている。制作量は 187 万頁（B5 判換算）であり、2006 年の 181 万頁（B5 判

換算）と比べ 3.3%増となっている。 
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コミック市場の構造と規模（2007年） 

原著作者
（漫画家）

制作プロダクション
など

原稿料

原稿料

原稿料

原稿料

＜コミック制作＞
・制作量 125万頁
・制作金額 549億円

キャラクター使用料

マルチユース市場

コミックの輸入

一次流通市場

コミック誌
発行部数

月刊誌 46,130万部
週刊誌 53,892万部

年間発行冊数
100,022万冊

年間販売金額
2,204億円

広告収入
854億円

流通量
5,245億頁

コミック本
発行点数 11,368点

雑誌扱い 8,486点
書籍扱い 2,882点
（うち漫画文庫 1,179点）

年間発行部数 71,295万冊
（うち漫画文庫 1,977万冊）

年間販売金額 2,495億円
（うち漫画文庫 126億円）

流通量 1,782億頁
（うち漫画文庫 60億頁）

キャラクター利用
・食品
・玩具
・文房具など

コミックの輸出

取次業者

素材利用

コミック出版社
221社

原作使用料
40.1億円

ビデオ化
原作使用料

26.8億円

テレビアニメ化
原作使用料

9.0億円

映画化
原作使用料

4.3億円

ビデオ化
原作使用料

26.8億円

テレビアニメ化
原作使用料

9.0億円

映画化
原作使用料

4.3億円

二
次
使
用
料

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

PCインターネット配信
・市場規模 42.0億円
・流通量 80億頁

海外市場

携帯インターネット配信
・市場規模 178.2億円
・流通量 672億頁

※頁はB5判換算の値  
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コミック市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 コミック誌年間販売金額 2,421 2,277 2,204 

 コミック誌広告収入 918 892 854 

マルチユース市場    

 コミック本販売金額 2,602 2,533 2,495 

 内漫画文庫販売金額 128 108 126 

PC インターネット配信 70.3 40.1 42.0 

携帯インターネット配信 31.1 94.2 178.2 

コミック制作金額 555 540 549 

 

《コミック業界の動向》 

業界の概要 

・ コミックの制作者である漫画家は、他の出版系ソフトの原著作者とは異なり、コミッ

ク制作の専業度が高いといわれている。コミック制作において、多くの漫画家はアシ

スタント等のスタッフを擁し、分業体制を取っていることが多い。 

・ コミックの流通ルートは、雑誌や文庫本とほぼ同じであり、書籍取次業者の力が強い。

書店のほかコンビニエンスストア、駅売店などが主要な流通ルートとなっている。 

・ インターネット上でコミックを検索、購入できるオンライン書店が既存書店や取次、

流通企業等により開設され、新たな流通ルートとなっている。また、コミックをイン

ターネットや携帯電話ネットワークで、電子的に配信するサービスも行われている。

携帯電話の通信料金の定額制の導入の普及、携帯電話端末の高機能化等を追い風に普

及が進展している。 
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コミック業界の構造 

コミック制作過程

広告主

読者

コミック流通過程

広告代理店
広告制作

プロダクション等制作プロダクション

雑誌広告

取次
販売会社

キヨスク

作家

漫画家

作家

漫画家

出版元

出版社
その他

新聞社出版元

出版社
その他

新聞社

その他

新聞社

即売会

キヨスク
売店

オンライン
書店

立売
売店

私鉄
売店

スタンド／
自販機

コンビニ
エンス
ストア

生協
新聞

販売所

［書籍・雑誌小売業］事業所数
17,349店（2007年）

コンテンツ
配信事業者

広告料

書店
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コミックの動向 

・ コミック誌は、児童向けから青年向け、成人向けへと多様化しており、1995 年まで

発行部数、販売額とも拡大してきたが、その後は縮小を続けている。（図表 3-2-1、図

表 3-2-2） 

図表3-2-1 コミック誌の発行部数の推移 

688.3 654.9 630.0 615.3 591.0 563.1 531.0 495.5 461.5 445.5

103.8
97.2 91.7 89.1 83.9

79.6 78.9
78.9

72.2 67.8

550.9
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477.3 486.4
471.2

438.9
416.0

394.9
379.6 381.7

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

[年]

[100万冊]

少年・少女向け レディス向け 青年向け  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  

図表3-2-2 コミック誌の販売額の推移 
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1,453
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2,204
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[年]

[億円]

少年・少女向け 青年・レディス向け  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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マルチユースの動向 

・ 1990 年代半ばから減少に転じたコミック誌とは異なり、コミック本の市場は近年増

加傾向にあったが、2006 年以降再び減少に転じている。（図表 3-2-3） 

・ 近年、電子化したコミックを、携帯電話を通じて利用する電子コミックの市場が大き

くなってきている。 

図表3-2-3 コミック本の販売額・発行部数の推移 

2,473
2,302 2,372

2,480 2,482 2,549 2,498
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731.1716.6

690.1
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713.0
742.5719.5
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662.1
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400.0

500.0
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700.0

800.0
[百万冊]

販売金額 発行部数  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  

 

ソフト制作の動向 

・ コミック本の新刊点数は増加傾向にある。（図表 3-2-4） 

・ 携帯電話向けに書き下ろしのコミックを提供する取り組みが始められている。 
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図表3-2-4 コミック本の新刊点数の推移 
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出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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３－３ 雑誌ソフト 

《雑誌ソフトの定義》 

・ 「雑誌ソフト」とは、雑誌掲載用に制作された記事・広告等のうち、コミックを除い

たものとする。テキストが中心であるが、写真やイラストが大きな比重を占める場合

もある。 

・ 商業的に出版・流通している雑誌を対象とし、各種会員誌や同人誌などは除くことと

する。また、最近ではムックなど雑誌扱いの書籍が増加しているが、コミックを除き

統計上の分類に合わせて考える。 

 
《雑誌ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 雑誌の形で、書籍取次業者を経て書店等で販売されるルートを一次流通市場として捉

える。この流通ルートは書籍ソフトの流通ルートと同一である。また、マルチユース

（単行本化）の流通ルートとも同一である。市場規模としては雑誌ソフトの販売額と

広告費の合計、流通量としては雑誌ソフトの発行量を捉える。 

・ 雑誌ソフトのマルチユース市場としては、単行本化とオンライン／オフラインのデー

タベースによる提供、ネットワーク配信が考えられる。単行本化されたものは、その

書籍の販売額、販売部数により捉える。ネットワーク配信については、利用者アンケ

ートをもとに推計する。 

・ 雑誌ソフトの制作者への報酬は、雑誌では原稿料、単行本化した場合は印税収入によ

り支払われる。これらの合計に雑誌編集費用を加算したものを雑誌ソフト制作金額と

して捉える。ソフト制作量については、雑誌の延べ制作ページ数で捉える。 
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雑誌ソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

雑誌販売によ

る流通 
市
場
規
模 

年間に販売された雑誌（コミ

ックを除く）の販売額 
雑誌年間販売額（コミック

誌分除く）＋雑誌広告費（コ

ミック誌分除く） 

出版指標年報、

電通広告年鑑 

流
通
量 

年間に発行された雑誌（コミ

ックを除く）の延べ部数（頁

数） 

雑誌年間発行部数（コミッ

ク誌分除く）×平均頁数 
出版指標年報 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

単行本化 市
場
規
模 

書籍販売額のうち、雑誌記事

を書籍化したものの金額（単

行本化点数は連載記事量から

推計） 

書籍年間販売額×（雑誌単

行本化点数／書籍新刊点

数） 

同上 

流
通
量 

書籍販売部数（延べ頁数）の

うち、雑誌記事を書籍化した

ものの部数（延べ頁数） 

書籍年間販売部数×（雑誌

単行本化点数／書籍新刊点

数）×平均頁数 

同上 

ネットワーク

配信 
市
場
規
模 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンライン有料マガジンによる

収入 

一人あたり年間利用金額×

インターネット利用者数

（携帯インターネット利用

者数） 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたオ

ンライン有料マガジンの延べ

頁数 

一人あたり契約誌数×イン

ターネット利用者数（携帯

インターネット利用者数）

×平均頁数 

同上 

オンラインデ

ータベース（雑

誌記事ＤＢ） 

市
場
規
模 

雑誌記事ＤＢの利用料収入の

合計 
ＤＢ売上高×雑誌記事ＤＢ

推定利用シェア 
特定サービス

産業調査 
電子情報サー

ビス 

流
通
量 

雑誌記事ＤＢへのアクセスに

より読み出された記事の延べ

頁数 

雑誌記事ＤＢ推定売上高／

頁あたり記事読み出し平均

単価 

同上 

オフラインデ

ータベース（雑

誌記事ＤＢ） 

市
場
規
模 

雑誌記事ＤＢの販売収入の合

計 
データベース市場規模×雑

誌記事ＤＢ利用シェア×オ

フライン売上比率 

特定サービス

産業調査 
電子情報サー

ビス 

流
通
量 

雑誌記事ＤＢに収録された記

事の延べ頁数 
雑誌記事ＤＢ（オフライン）

推定売上／平均単価×1 本

平均データ量 

同上 

素
材
利
用
市
場 

映像ソフト化

（映画、テレビ

番組、ビデオソ

フト） 

市
場
規
模 

映像ソフト化に伴い原作者に

支払われた二次使用料 
（当面考えない）  

流
通
量 

映像ソフト化された作品数

（又はその上映時間） 
同上  
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ソ
フ
ト
制
作 

雑誌記事の制

作 
制
作
金
額 

雑誌の制作・編集費用と単行

本化分の印税額の合計 
雑誌販売額×制作・編集費

用割合＋単行本化書籍販売

額×平均印税率 

出版指標年報 

制
作
量 

1 年間に発行された雑誌の記

事原稿の述べ頁数 
（雑誌発行点数－コミック

誌発行点数）×平均頁数 
同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

雑誌ソフトの

輸出 
市
場
規
模 

雑誌の輸出額 雑誌輸出額 日本貿易統計 

流
通
量 

（当面考えない）   

雑誌ソフトの

輸入 
市
場
規
模 

雑誌の輸入額 雑誌輸入額 日本貿易統計 

流
通
量 

（当面考えない）   

（ 注） 2004年から 雑誌Ｄ Ｂ 市場をオンラ イ ン、 オフ ラ イ ンと 分けて推計。  
 

《雑誌ソフト市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 雑誌ソフトの一次流通の市場規模は、年間販売額及び広告費から捉えられる。新聞、

コミックと同様に販売が低迷しており、2007 年の雑誌ソフトの一次流通市場の 1 兆

1,492 億円は 2006 年の 1 兆 1,887 億円と比べ、3.3％減となっている。特に、月刊誌

の販売金額、広告費が 4.1%減、4.0%減と低迷している。休刊する雑誌も増えている。 

・ 雑誌ソフトの流通量は 9,361 億頁（B5 判換算）となり、2006 年の 9,589 億頁（B5

判換算）と比べ 2.4%減となっている。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 雑誌ソフトのマルチユースの市場規模は、単行本の販売額、雑誌記事ＤＢ、ネットワ

ーク配信市場から算出される。雑誌記事のマルチユース市場は 2006 年の 1,382 億円

から 2007 年には 1,342 億円となり、2.8%減となっている。なお、雑誌ソフトのマル

チユース市場は、一次流通市場の 11.7%の大きさとなっている。 

・ 雑誌ソフトのマルチユース市場での流通量は 445 億頁となり、2006 年の 466 億頁と
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比べ 4.4%減となっている。雑誌ソフトのマルチユース市場における流通量は、一次

流通市場の 4.8%と小さい。 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年の雑誌ソフトの制作金額は 2,957 億円となり、2006 年の 3,058 億円と比べ

3.3%減となっている。制作量は 1,302 万頁（B5 判換算）であり、2006 年の 1,303 万

頁（B5 判換算）とほぼ同じとなっている。 
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雑誌ソフト市場の構造と規模（2007 年） 

＜雑誌ソフト制作＞
・制作量 868万頁
・制作金額 2,957億円

原作使用料

マルチユース市場

雑誌の輸入
157億円

一次流通市場

雑誌販売
（コミック誌、雑誌扱いコミック除く）

・発行部数
週刊誌 69,674万冊
月刊誌 167,480万冊

・販売金額
週刊誌 1,636億円
月刊誌 6,126億円

・広告収入 3,731億円

・流通量
週刊誌 3,156億頁
月刊誌 6,205億頁

単行本化
・新刊点数 10,255点
・出回り部数 1.0億部
・販売金額 1,196億円
・流通量 254億頁

映像ソフト化
・映画化
・テレビ番組化
・ビデオ化

雑誌の輸出
48億円

取次業者

素材利用

雑誌出版社
会社数950社

（書籍出版社に含む）

雑誌記事ＤＢ
市場規模 115.5億円
オンラインDB 90.7億円
オフラインDB 24.8億円

流通量 1.0億頁
オンラインDB 0.3億頁
オフラインDB 0.7億頁

二
次
使
用
料

雑誌編集
プロダクションなど

その他
イラスト、写真、

装丁など

原著作者
（作家など）

雑誌編集
プロダクションなど

その他
イラスト、写真、

装丁など

原著作者
（作家など）

委託料

使用料等

原稿料

委託料

使用料等

原稿料

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

PCインターネット配信
市場規模 9.1億円
流通量 38億頁

海外市場

携帯インターネット配信
市場規模 22.2億円
流通量 151億頁

※頁はB5判換算の値  
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雑誌ソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 週刊誌販売金額 1,741 1,611 1,636 

 月刊誌販売金額 6,595 6,391 6,126 

 雑誌ソフト広告収入 3,924 3,885 3,731 

マルチユース市場    

 雑誌ソフト単行本販売金額 1,235 1,226 1,196 

雑誌記事ＤＢ売上高 138.4 133.0 115.5 

PC インターネット配信 4.5 7.6 9.1 

携帯インターネット配信 15.5 14.8 22.2 

雑誌ソフト制作金額 3,151 3,058 2,957 
 

《雑誌業界の動向》 

業界の概要 

・ 雑誌の出版、流通形態は書籍の形態とほぼ同様となっている。コンビニエンスストア

や駅売店なども主要な流通ルートとなっており、書籍に比べてより幅広いルートを有

するといえる。 

・ 雑誌ソフトの制作では、作家や編集プロダクションから原稿が持ち込まれるケースも

あるが、書籍ソフトとの比較で、出版社内の編集スタッフが自ら制作する割合が高い

といわれている。 
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雑誌業界の構造 

雑誌ソフト制作過程

広告主

読者

雑誌ソフト流通過程

広告代理店 制作プロダクション等雑誌編集
プロダクション

雑誌広告

取次
販売会社

キヨスク

作家

漫画家

作家

漫画家

即売会

キヨスク
売店

書店 立売
売店

私鉄
売店

スタンド／
自販機

コンビニ
エンス
ストア

生協
新聞

販売所

［書籍・雑誌小売］事業所数
17,349(2007年)

通信販売

訪問販売

月販

直販

通信販売

訪問販売

通信販売

訪問販売

月販

直販

月販

直販

新聞社系雑誌

出版元

その他

新聞社

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

出版元

その他

新聞社

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

その他

新聞社

その他

新聞社

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

フリーカメラマン
／フリーライター

オンライン
書店

コンテンツ
配信事業者

広告料
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 雑誌の販売動向 

・ 雑誌の発行部数は、月刊誌、週刊誌ともに減少し、全体では 1997 年をピークに 10

年連続で減少している。2007 年にはピーク時と比較して、月刊誌で 5.3 億冊、週刊誌

で 3.0 億冊減少し、ピーク時の 74.2%の規模に縮小している（図表 3-3-1）。 

・ 雑誌の売上額をみると 1997 年まで増加傾向にあり、1997 年に 1 兆 4,084 億円に達し

た。その後、月刊誌、週刊誌とも減少を続けている。また、広告収入についても減少

傾向にある（図表 3-3-2）。 

図表3-3-1 雑誌の発行部数の推移 

211,911 204,272 192,006 183,012 175,531 172,492 172,988 173,626 172,157 167,480

98,579
93,306

91,488
86,162

85,589 82,675 78,672 75,365 71,199 69,674

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

[年]

[万冊]

月刊誌発行部数 週刊誌発行部数  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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図表3-3-2 雑誌の売上金額の推移 

8,097 7,824 7,552 7,129 6,932 6,639 6,622 6,595 6,391 6,126

2,250
2,142

2,090
1,989 2,058

1,974 1,893 1,741 1,611 1,636

3,366
3,316 3,492

3,320 3,233
3,238 3,191 3,924

3,885
3,731

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
[年]

[億円]

月刊誌 週刊誌 雑誌広告費  
(注) 電通資料において、広告の推定範囲が変更になり、広告収入が変更さ

れたため、2005 年以降と 2004 年以前とではデータが接続しない。 
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
 

マルチユースの動向 

・ 2007 年の雑誌の単行本化点数は 10,255 点となり、2006 年の 10,219 点と比較して

0.4%増となっている。2007 年の書籍全体の新刊点数に占める雑誌の単行本新刊点数

の割合は 13.2%となり、2006 年の 13.1%とほぼ同じである。 
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ソフト制作の動向 

・ 発行部数が減少する一方で、雑誌の発行銘柄数が増加傾向にあることから、多品種少

量生産の傾向にある。 

・ 近年、増加を続けていた月刊誌であるが、2007 年には 2006 年よりも 4 年と比較し

14 銘柄減少している。（図表 3-3-3） 

図表3-3-3 雑誌の発行銘柄数の推移 
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出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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ソフトの輸出入の動向 

・ 雑誌の輸出入金額をみると大幅な輸入超過が続いている。輸出金額は、ほぼ横ばいで

ある。一方、輸入金額は年ごとの変動が大きい。（図表 3-3-4）。 

図表3-3-4 雑誌の輸出入金額の推移 
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出典： 財務省「 日本貿易統計」  
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３－４ 書籍ソフト 

《書籍ソフトの定義》 

・ 「書籍ソフト」とは、書籍の形態で出版・流通するソフトのうち、コミック及び

雑誌記事の単行本化以外のもの（いわゆる「書き下ろし」）とする。テキストベー

スのものが多いが、図鑑・絵本など写真やイラストを中心としたものも含まれる。 

・ 他の出版ソフトと同様、書籍についても商業ベースで出版・流通するものを対象

とし、自費出版した書籍等は除くこととする。 

 
《書籍ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》 

基本的な考え方 

・ 単行本としての販売・流通（コミック、雑誌単行本、文庫本を除く）を書籍ソフ

トの一次流通市場として捉える。出版ソフトは流通ルートで滞留・返品があるた

め、出荷と販売ではデータが異なる。ここでは、販売額から市場規模を、販売部

数から流通量を推計する。 

・ 文庫本の流通を書籍ソフトのマルチユース市場として捉える。文庫本には書き下

ろしのものもあるので、ここでは便宜的に半数をマルチユース市場として位置づ

ける。また、書籍ソフトのネットワーク配信についてもマルチユース市場に算入

する。 

・ 書籍ソフトの素材利用としては、映像ソフト等の原作として二次使用されるケー

スが多い。その場合、原作者には二次使用料が支払われる。二次使用料の支払い

の対象となった作品数を基に、その支払い金額を推定する。 

・ 書籍ソフト制作者の報酬は、制作者の多くが出版社以外の者であるので印税が中

心となる。そこで、制作者（作者）に支払われた印税・二次使用料額の合計と、

出版社が書籍編集に要した費用の合計を書籍ソフトの制作金額として捉える。ソ

フトの制作量は、新刊発行点数×平均頁数で推計することとする。 
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書籍ソフトの市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

単行本として

の出版流通（コ

ミック、雑誌単

行本、文庫本を

除く） 

市
場
規
模 

年間に販売された書籍の販売

額 
書籍年間販売額－書籍扱い

コミック販売額－雑誌単行

本化分販売額－文庫本販売

額／２ 

出版指標年報 

流
通
量 

年間に販売された書籍の延べ

部数（頁数）（新刊・重版含む） 
（単行本販売部数＋文庫本

販売部数／２）×平均頁数 
同上 

ケータイ小説 市
場
規
模 

携帯インターネットで配信さ

れたケータイ小説（携帯電話

でしかみることができない小

説、エッセー等）による収入 

一人あたり年間利用金額×

携帯インターネット利用者

数 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

携帯インターネットで配信さ

れたケータイ小説の延べ部数

（延べ頁数） 

一人あたり年間利用冊数×

携帯インターネット利用者

数×平均頁数 

同上 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

文庫本販売 市
場
規
模 

年間に販売された文庫本の販

売額（半分をマルチユース市

場と推計） 

文庫本年間販売額／２ 同上 

流
通
量 

年間に販売された文庫本の販

売部数（半分をマルチユース

市場と推計） 

文庫本年間販売額／２×平

均頁数 
同上 

ネットワーク

配信 
市
場
規
模 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信されたネ

ット書籍による収入 

一人あたり年間利用金額×

インターネット利用者数

（携帯インターネット利用

者数） 

情報通信政策

研究所調査 

流
通
量 

PC インターネット、携帯イ

ンターネットで配信された書

籍ソフトの延べ部数（延べ頁

数） 

一人あたり年間利用冊数×

インターネット利用者数

（携帯インターネット利用

者数）×平均頁数 

同上 

オンラインデ

ータベース 
市
場
規
模 

（計量不可）   

流
通
量 

同上   

素
材
利
用
市
場 

映像ソフト化

（映画、テレビ

番組、ビデオソ

フト） 

市
場
規
模 

映像ソフト化に伴い原作者に

支払われた二次使用料 
（当面考えない）  

流
通
量 

映像ソフト化された作品数

（又はその上映時間） 
同上  
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ソ
フ
ト
制
作 

書籍ソフトの

制作 
制
作
金
額 

出版社の編集費用と原作者に

支払われる印税額（書籍販売

額から推定）の合計 

出版社編集費（販売額の約

１割とする）＋書籍販売額

×平均印税率 

出版指標年報 

制
作
量 

新刊書籍の原稿の述べ頁数

（文庫本は半分が該当すると

推定） 

（単行本新刊点数＋文庫本

新刊点数／２）×単行本平

均頁数 

同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

書籍ソフトの

輸出 
市
場
規
模 

書籍の輸出額 書籍輸出額 日本貿易統計 

流
通
量 

輸出された書籍部数 （当面考えない）  

書籍ソフトの

輸入 
市
場
規
模 

書籍の輸入額 書籍輸入額 日本貿易統計 

流
通
量 

1 年間に輸入した書籍の部数 （当面考えない）  

 
《書籍ソフト市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ 書籍ソフトの一次流通の市場規模は、書籍（単行本）及び文庫本、ケータイ小説（2006

年より計測開始）の販売額から捉えられる。近年、新聞、雑誌と同様に販売の低迷が

続いており、2007 年には単行本、文庫本ともに 2006 年より減少し、一次流通市場は

6,556 億円となっている。2006 年の 6,796 億円と比べると 3.5％減となっている。 

・ 書籍ソフトの流通量は 1,089 億頁であり、2006 年の 1,063 億頁と比べ 2.5%増となっ

ている。 

マルチユース市場の動向 

・ 書籍ソフトのマルチユースの市場規模は、文庫本の販売額、ネットワーク配信市場か

ら算出される。2007 年のネットワーク配信による利用料収入は 200.7 億円と 2006 年

の 140.1 億円と比べて 43.2%増となったこともあり、書籍ソフトのマルチユース市場

は 2006 年の 848 億円から 886 億円と 4.5%増となっている。なお、書籍ソフトのマ

ルチユース市場は、一次流通市場の 13.5%の規模となっている。 

・ マルチユース市場での書籍ソフトの流通量は 628 億頁となり、2006 年の 534 億頁と

比べ 17.7%増となっている。なお、書籍ソフトのマルチユース市場における流通量は、

一次流通市場の 57.6%の大きさとなっている。 
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ソフト制作の動向 

・ 2007 年の書籍ソフトの制作金額は 1,223 億円となり、2006 年の 1,273 億円と比べ

3.9%減となっている。制作量は 1,410 万頁であり、2006 年の 1,420 万頁と比べ 0.6%

減となっている。 

書籍ソフト市場の構造と規模（2007 年） 

海外市場

原著作者
（作家など）

その他
イラスト、写真、

装丁など

原稿料

使用料等

原著作者
（作家など）

その他
イラスト、写真、

装丁など

原稿料

使用料等

原稿料

使用料等

＜出版ソフト制作＞
・制作量 1,411万頁
・制作金額 1,224億円

使用料

マルチユース市場

書籍の輸入
297億円

一次流通市場一次流通市場

書籍販売
（単行本）

販売部数
29,677万冊

販売金額
5,827億円

流通量
677億頁

文庫本（漫画文庫を除く）（注）
・新刊点数 7,320点

（書き下ろし含む）
・販売部数 22,727万冊
・販売金額 1,371億円
・流通量 695億頁

転載

書籍の輸出
107億円

取次業者
30社

素材利用

出版社
（4,055社）

原作使用料 映像ソフト化
・映画化
・テレビ番組化
・ビデオ化

二
次
使
用
料

PCインターネット配信
市場規模 85.3億円
流通量 66億頁

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

携帯インターネット配信
市場規模 115.5億円
流通量 215億頁

注 文庫本には、書き下ろし（一次流通）、書籍の文庫本での
出版（マルチユース）がある。ここでは、両者の合計値を示
している。

ケータイ小説
市場規模 43.4億円
流通量 65億頁
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書籍ソフト市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 単行本販売金額 6,032 6,072 5,827 

 文庫本販売金額 669.5 708.0 685.5 

 ケータイ小説 － 16.2 43.4 

マルチユース市場    

 文庫本販売金額 669.5 708.0 685.5 

 PC インターネット配信 59.2 76.4 85.3 

 携帯インターネット配信 75.6 63.8 115.5 

書籍ソフト制作金額 1,253 1,273 1,224 
 
 

《書籍業界の動向》 

業界の概要 

・ 出版社は全国で 4,055 社（出版年鑑）あり、他のマスメディア事業者と比較して事業

者数が多い。一方、約半数の企業が従業員 10 人以下であるなど、零細事業者が多い。 

・ 書籍ソフトの制作は出版社ではなく外部の著作者による場合が多い。また、書籍出版

の特徴は、制作者が必ずしも執筆の「プロ」ではなく、学者や企業人である場合もあ

る。 

・ 書籍の流通ルートは書店が中心となるが、文庫本についてはコンビニエンスストア等

での流通も多い。 

・ インターネットにおいて書籍を検索、購入できるオンライン書店が開設されている。

また、ブロードバンド化の進展を踏まえて、書籍をインターネットや携帯電話により

配信するサービス（電子書籍）が行なわれている。携帯電話向けに一文の長さを短く

するなど表現方法等を工夫した「ケータイ小説」も注目を集め、単行本化や映画化等

が行われたヒット作も生まれている。 
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書籍出版業界の構造 

書籍ソフト制作過程

読者

書籍ソフト流通過程

取次
販売会社

キヨスク即売会
特約

供給店

キヨスク
売店

立売
売店

私鉄
売店

コンビニ
エンス
ストア

生協 書店 取次
供給所

［書籍・雑誌小売］事業所数
17,349(2007年)

通信販売

訪問販売

月販

直販

月販

直販

文庫本中心

作家

評論家

作家

評論家

出版元

フリーカメラマン
／フリーライター

書籍編集
プロダクション

その他

新聞社

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

その他

新聞社

その他

新聞社

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

出版社（学術系）

出版社（雑誌系）

教科書等文庫本中心

オンライン
書店

コンテンツ
配信事業者
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書籍の販売動向 

・ 書籍の販売部数、販売額ともに 1996 年を境に減少に転じて以降、毎年減少していた。

販売部数については、2004 年から増加傾向にある。販売金額については、販売部数

と同様、2004 年に増加したが、販売単価の低下が進展したことから、販売部数より

も減少傾向が強くみられる（図表 3-4-1、図表 3-4-2）。 

図表3-4-1 書籍販売部数の推移 

79,186
77,364

74,874 73,909
71,585

74,915 73,944
75,519 75,542

24,711 23,649 23,165 22,045 21,991 21,711 22,135 22,200
23,798 22,727

81,337
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書籍販売部数 文庫本販売部数
 

注： 書籍販売部数には書籍扱いコ ミ ッ ク 、 文庫本も 含まれる。  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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図表3-4-2 書籍販売額の推移 

10,100 9,936
9,706

9,456 9,490
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9,429
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9,026
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注： 書籍の販売部数には書籍扱いのコ ミ ッ ク 、 文庫本も 含まれる。  
出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  

マルチユースの動向 

・ 書籍の二次利用として捉えられる文庫本は、販売部数、販売額とも近年減少傾向にあ

ったが、2004 年以降増加に転じていたが 2007 年にはまた減少に転じている。 

・ 小説等を電子データ化し、紙ではなくパソコンや携帯電話上で読むことのできる電子

書籍サービスが提供されている。電子書籍で扱われている作品は、既に紙媒体で発行

されたものも多いが、メディアにあった表現方法等を用いた書き下ろしのものが増え

てきている。 
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ソフト制作の動向 

・ 書籍全体の新刊点数は 2000 年以降大きく増加してきていたが、2007 年には減少に転

じた。（図表 3-4-3）。 

図表3-4-3 書籍発行銘柄数の推移 

65,513 65,026
67,522 69,003

72,055 72,608
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書籍発行銘柄数 文庫本発行銘柄数
 

出典： （ 社） 全国出版協会・ 出版科学研究所「 出版指標年報」  
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ソフトの輸出入の動向 

・ 書籍の輸出入は 1993 年頃までは均衡していたが、輸出が 1990 年以降一貫して減少

傾向にあったが、2006 年には前年比増加となっている。一方、輸入は年による変動

が大きいものの、輸入超過の状況が続いている（図表 3-4-4）。 

図表3-4-4 書籍の輸出入額の推移 
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出典： 財務省「 日本貿易統計」  
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３－５ データベース記事 

《データベース記事の定義》 

・ 「データベース記事」とは、通信回線を通じて提供される、いわゆるオンライン・デ

ータベース上に電子的に蓄積された情報ソフトとする。 

・ データベース（ＤＢ）にはオフライン・サービスもあり、CD-ROM 等の形態で提供

されている。ここではオンライン提供を一次流通と考え、CD-ROM 等のオフライン

提供をマルチユースとみなす。 

 
《データベース記事の市場規模、流通量等の算出の基準》 

基本的な考え方 

・ オンラインＤＢの場合、蓄積された情報量と利用者に実際に提供された情報量とは異

なる。ここでは、利用者に実際に提供された情報量とその情報利用の対価として利用

者が支払う利用料（売上）をデータベース記事の一次流通市場として捉える。 

・ オフラインＤＢをマルチユース市場として捉える。このうち、市販の CD-ROM 等に

よる流通分は、利用者に届けられたデータ量全体を流通量として捉える。 

・ ＤＢ記事の制作については、コンピュータ設備投資、維持管理費などは除き、記事の

収集・編集・入力等に要した人件費を制作費用とみなす。 

 

データベース記事の市場規模、流通量等の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

一
次
流
通
市
場 

データベース

のオンライン

流通（国産Ｄ

Ｂ） 

市
場
規
模 

データベース業者の売上額の

うちオンラインによるもの

（新聞・雑誌ＤＢは除く） 

国内オンラインＤＢサービ

ス売上高－新聞雑誌ＤＢ売

上高 

特定サービス

産業実態調査 
電子情報サー

ビス 

流
通
量 

オンライン利用により年間に

読み出された記事件数（１件

１頁とする） 

国産ＤＢ売上高／頁あたり

記事読み出し平均単価 
同上 

データベース

のオンライン

流通（海外Ｄ

Ｂ） 

市
場
規
模 

データベース業者の売上高の

うちオンラインサービスによ

るもの 

オンラインデータサービス

売上高×海外ＤＢ売上比率 
同上 

流
通
量 

オンライン利用により年間に

読み出された記事件数（出力

単価から推計） 

データベース売上高／１件

あたり平均コスト 
同上 
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マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

CD-ROM ・

DVD 市販 
市
場
規
模 

データベース業者の売上額の

うち CD-ROM・DVD による

もの 

オフラインＤＢサービス売

上高×CD-ROM・DVD 売

上比率 

同上 

流
通
量 

データベース CD-ROM・

DVD に収録されているデー

タ量の合計 

CD-ROM・DVD 売上高／

平均単価×1 本平均データ

量 

同上 

マ
ル
チ
ユ
ー
ス
市
場 

その他オフラ

インサービス 
市
場
規
模 

データベース業者のオフライ

ン売上から CD-ROM・DVD
販売額を除いた金額 

オフラインＤＢサービス売

上 高 － デ ー タ ベ ー ス

CD-ROM・DVD 販売額 

同上 

流
通
量 

オフラインで提供されたデー

タ量 
オフラインＤＢサービス売

上高／頁あたり記事読み出

し単価 

同上 

ソ
フ
ト
制
作 

データベース

記事の制作（国

産 DB） 

制
作
金
額 

国内データベースプロデュー

サが記事収集・入力に要した

費用（人件費、外注費）の合

計 

国内オンラインＤＢ売上高

×人件費・外注費割合×制

作要員割合 

同上 

制
作
量 

国産ＤＢについて、1 年間に

新たに入力・更新されたデー

タの総量 

国産データベース数×平均

入力・更新データ件数 
同上 

ソ
フ
ト
輸
出
入 

海外データベ

ースソフトの

輸入 

市
場
規
模 

海外データベースの利用に伴

い海外へ支払った金額 
オンラインＤＢ売上高×海

外 DB 売上比率 
同上 

流
通
量 

海外データベースより年間に

読み出された記事件数（出力

単価から推計） 

データベース売上高／１件

あたり平均コスト 
同上 

海外へのデー

タベース提供 
市
場
規
模 

海外で国産データベースに対

して支払われた使用料金の合

計 

（計量不能）  

流
通
量 

海外で読み出された国産デー

タベース記事量 
（計量不能）  

（ 注） 2004年に推計方法の見直し を 行っ たため、 2003年以前の推計と 一部接続し ない 

 



 170 

《データベース記事市場の動向》 

一次流通市場の動向 

・ ＤＢ記事の一次流通の市場規模は、国内及び海外のオンラインＤＢの利用料収入（売

上高）から算出される。2007 年の一次流通市場は 2,081 億円である。2006 年の 1,761
億円と比べ、18.1%増となっている。 

・ DB記事の流通量は6.9億頁であり、2006年の5.9億頁と比べ18.1％増となっている。 

 

マルチユース市場の動向 

・ 2007年のＤＢ記事のマルチユース市場の規模は 692億円と 2006年の 1,093億円と比

べ 36.7%減となっており、DB がインターネット等のオンラインにより提供される形

態が主流になっている状況が伺える。 

・ DB 記事の流通量は 20.3 億頁となり、2006 年の 29.9 億頁と比較して 32.0%減となっ

ている。なお、ＤＢ記事のマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の 2.9

倍の大きさとなっている。 

 

ソフト制作の動向 

・ 2007 年のＤＢ記事の制作金額は 443 億円となり、2006 年の 337 億円と比べ 31.3%
増となり、2005 年の 452 億円とほぼ同じ規模となっている。制作量は 380 万頁であ

り、2006 年の 290 万頁と比べ 31.3%増となっている。 
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データベース記事市場の構造と規模（2007 年） 

データベース記事制作
・制作・更新記事量 380万頁
・制作金額 443億円

マルチユース市場

データベースの輸出

データベース提供業者
（ディストリビューター）

一次流通市場

国産ＤＢ

・総読み出し記事量
5.2億頁

・ＤＢ利用料収入
1,567億円

海外ＤＢ

・総読み出し記事量
1.7億頁

・ＤＢ利用料収入
514億円

※国内ＤＢについては
新聞、雑誌ＤＢは除く

オフラインデータベース
（CD-ROM・DVD）
販売金額 675億円
流通量 20.2億頁

データベースの輸入
・輸入金額 514億円

データベース・
プロデューサー

【凡
例
】

金の流れ
二次使用料の流れ

数値が把握できるもの
数値が把握できないもの

その他オﾌラインデータベース
（磁気テープなど）

販売金額 16.8億円
流通量 0.1億頁

海外市場

※頁はB5判換算の値
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データベース記事市場の推移（単位：億円） 

 2005 年 2006 年 2007 年 

一次流通市場    

 国産ＤＢ利用料収入 1,711 1,439 1,567 

 海外ＤＢ利用料収入 373 323 514 

マルチユース市場    

 CD-ROM・DVD 販売金額 796 984 675 

 その他オフライン販売金額 88.5 109.4 16.8 

データベース記事制作金額 452 337 443 
 

 

《データベース業界の動向》 

業界の概要 

・ ＤＢの制作・メンテナンスを行なうプロデューサー、プロデューサーが提供するＤＢ

を利用者に販売するディストリビューター、ＤＢ利用者に代わってＤＢの選択、検索

の実行等を行う検索代行業などに大きく分類できるが、兼営も多いので業態は複雑で

ある。 

・ ＤＢには、オリジナルなデータと新聞・雑誌など他メディアのソフトをＤＢ化したも

のと二つのケースがある。 

 



 173 

データベース業界の構造 

プロデューサー

オンラインＤＢ記事制作過程

オンラインＤＢ記事流通過程

利用者

企業
・研究者
・営業職
・マーケティング

一般
（個人）

利用者

企業
・研究者
・営業職
・マーケティング

一般
（個人）

探索代行業
（サーチャー）等

２次ディストリビューター

ディストリビューター

情報処理
事業者

書籍
販売者

商社
その他
企業

ディストリビューター

情報処理
事業者

書籍
販売者

商社
その他
企業

情報処理
事業者

書籍
販売者

商社
その他
企業
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データベース記事の利用動向 

・ 国内で利用可能なＤＢ数は 1996 年まで着実に増加していたが、1997 年に大幅に減少

して以降やや縮小傾向にあり、2004 年は 2,143 となっている。国産、海外製別にみ

ると国産ＤＢがほぼ一貫して増え続けてきたのが、2002年以降に減少に転じている。

海外製ＤＢ数は 1997 年にデータベースのラインナップの見直しが行われたことなど

もあり大幅に減少している。1999 年以降は国産ＤＢ数が海外製を上回っている。（図

表 3-5-1） 

・ 日本情報処理開発協会 データベース振興協会が企業等に対して行った調査による

と、2006 年度に商用データベースを利用した企業は 53.9%となっている。企業情報

や新聞記事、学術情報、特許情報等を取り扱っているデータベースの利用が多くなっ

ている（図表 3-5-2）。 

・ ＤＢの 2007 年の売上高の内訳はインターネットでのサービスが 2,033 億円、その他

でのサービスが 1,373 億円となっている。（図表 3-5-3） 

図表3-5-1 国内で利用できるＤＢ数の推移 
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出典： 経済産業省「 データ ベース台帳総覧」 より 作成 
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図表3-5-2 企業で利用の多いデータベースサービス 

 
出典： 日本情報処理開発協会 データ ベース振興センタ ー「 電子情報サービス  2008」  

 

図表3-5-3 ＤＢ売上高の推移 
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(注)2006年、 2007年の数値は資料を 元に一部推計し ている。  

出典： 経済産業省「 特定サービス産業実態調査報告書」  
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マルチユースの動向 

・ ネットワークを介したデータ配信が主流となる中で、今後オフラインメディアの特性

を活かした利用がどのように進展していくか注目される。 

・ オフラインＤＢを実現する大容量記憶メディアとして、従来の CD-ROM に加え、Ｄ

ＶＤも利用されている。 

 

ソフト制作の動向 

・ ＤＢ記事の入力・更新状況は統計資料が乏しいため正確な状況は不明であるが、2007
年は 2006 年と比べて制作金額が 337 億円から 443 億円、制作量は 290 万頁から 380

万頁、と共に 31.3%増となっているものと推計される。 
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第３部 

インターネットにおける有料コンテンツの 

利用状況 
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こ こ では、今年度の調査で実施し たイ ンタ ーネッ ト ユーザーを対象と し たアンケート

調査 7

 

から 、 イ ンタ ーネッ ト における有料コ ンテンツの利用状況をみる。  

１．インターネットにおける有料コンテンツの利用の有無 

最近１ ヶ 月におけるイ ンタ ーネッ ト （ パソ コ ン、 携帯電話端末） での有料コ ンテンツ

の利用の有無を聞いたと こ ろ 、 パソ コ ン、携帯電話端末の両方で有料コ ンテンツを利用

し た経験がある人が 14.1%、 パソ コ ンでの利用経験者が 13.3%、 携帯電話端末での利用

経験者が 20.2%である。 こ のよう にイ ンタ ーネッ ト 利用者の約 1/2 が有料コ ンテンツを

利用し ていた。 （ 図表 1）  

図表1 最近１ヶ月の有料コンテンツの利用の有無（n=2,000） 

パソコン（PDAを含む）で
利用した

13.3%

携帯電話で利用した
20.2%

利用しなかった
52.5%

パソコン（PDAを含む）と
携帯電話の両方で利用し

た
14.1%

  
 
 
 

２．PC インターネットにおける有料コンテンツ利用状況 

パソ コ ンでのイ ンタ ーネッ ト の有料コ ンテンツの利用 8

                                                   
7 インターネットユーザー2,000 人を対象として 2009 年 3 月に実施した Web アンケート調査。

資料編（2008 年度アンケート結果）に、アンケート概要、集計結果などを掲載。 

は、 映像系ソ フ ト ではオンラ

イ ンゲーム（ 6.3%） 、 ビデオソ フ ト （ 4.3%） の利用が多く なっ ている。 有料コ ンテン

ツの平均利用金額は、 衛星テレビ番組が 2,266 円と 最も 高く 、 オンラ イ ンゲーム、 テレ

ビ関連情報、 ビデオソ フ ト の順と なっ ている。  

8 「利用率」はアンケート対象者のうち有料コンテンツを利用した者の割合（直近１ヶ月）。「平

均利用金額」は有料コンテンツ利用者１人あたりの利用額（直近１ヶ月）。「利用タイトル／サイ

ト数」は１ヶ月にダウンロードしたコンテンツ数または契約しているサイト数。 
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音声系ソ フ ト では、 音楽・ 楽曲の利用率が 8.6%と 高く なっ ている。 音楽関連情報、

音楽・ 楽曲と も 、 １ ヶ 月当り の平均利用金額が 800 円前後と なっ ている。  

テキスト 系ソ フ ト は、 総じ て利用率が低く なっ ている。 最も 高い壁紙/イ ラ スト /写真

でも 1.1%にと どまっ ている。 平均利用金額は、 オンラ イ ンブッ ク 、 オンラ イ ンコ ミ ッ

ク 、 雑誌記事 DB で 1,000 円を超えている。  

図表2 PCインターネットにおける有料コンテンツ利用状況（ソフト別） 

映像系
映画関連
情報

映画、短編
映画

ビデオソフト
テレビ関連
情報

テレビ番組
衛星テレビ
番組

ネットオリジ
ナル番組

オンライン
ゲーム

利用率（％） 1.2 2.0 4.3 0.2 0.6 0.8 0.8 6.3
平均利用金額(円) 1,100 924 1,361 1,462 1,292 2,266 881 1,566
利用タイトル数* 2.3 3.8 6.2 3.5 3.3 5.6 3.7 2.5
　*映画関連情報、テレビ関連情報は利用サイト数  
音声系

音楽関連
情報

音楽・楽曲

利用率（％） 1.7 8.6
平均利用金額(円) 796 816
利用タイトル数* 2.5 5.1
　*音楽関連情報は利用サイト数  
テキスト系

新聞記事
新聞記事
DB

雑誌記事
雑誌記事
DB

オンライン・
ブック

オンライン・
コミック

メルマガ
壁紙/イラス
ト/写真など

利用率（％） 0.6 0.1 0.1 0.1 0.4 1.0 0.6 1.1
平均利用金額(円) 940 10 10 1,005 1,479 1,255 758 802
利用タイトル数* 1.4 1.0 1.0 2.5 1.6 5.1 3.5 9.7
　*新聞記事、雑誌記事は利用サイト数。新聞記事DB、雑誌記事DBは記事数。メルマガは着信数。  
 
 

３．携帯インターネットにおける有料コンテンツ利用状況 

携帯電話端末での有料コ ンテンツの利用は、 映像系ソ フ ト では、 ゲーム配信（ 7.8%）

の利用が多い。 平均利用金額は映画関連情報が 491 円で最も 高く なっ ている。  

音声系ソ フ ト では、 着メ ロが 6.2%、 着う たが 11.4%である。 昨年に引き続き 、 着う た

の利用率が着メ ロを上回っ た。 利用金額は着う たが 400 円近く なっ ており 、 着メ ロより

も 高 く なっ ている。  

テキスト 系ソ フ ト では、 待ち受け/イ ラ スト /写真が 3.9%で最も 利用率が高い。  
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図表3 携帯インターネットにおける有料コンテンツ利用状況（ソフト別） 
映像系

映画関連
情報

テレビ関連
情報

携帯オリジ
ナルの番組

ゲーム配信
/オンライン
ゲーム

利用率（％） 0.5 1.0 2.4 7.8
平均利用金額(円) 491 343 448 389
利用タイトル数* 2.1 1.2 3.1 1.9
　*映画関連情報、テレビ関連情報は利用サイト数

音声系
音楽関連
情報

着メロ 着うた

利用率（％） 2.6 6.2 11.4
平均利用金額(円) 453 295 377
利用タイトル数* 1.6 5.3 2.8
　*音楽関連情報は利用サイト数

テキスト系

新聞記事 雑誌記事
オンライン・
ブック

ケータイ小
説

オンライン・
コミック

メルマガ
待ち受け/イ
ラスト/写真
など

利用率（％） 1.7 0.1 0.6 0.6 1.8 0.4 3.9
平均利用金額(円) 216 200 1092 277 870 352 315
利用タイトル数* 1.2 1.0 3.2 3.0 8.5 6.3 6.1
　*新聞記事、雑誌記事は利用サイト数。メルマガは着信数。  

 
 

 

４．PC/携帯インターネットにおける有料コンテンツ利用金額の比較 

本調査対象におけるイ ンタ ーネッ ト における１ ヶ 月の利用金額の平均 9

PC イ ンタ ーネッ ト での１ ヶ 月の利用金額の平均は 345 円であり 、 昨年から 横ばいと

なっ た。 ソ フ ト 別内訳では昨年と 同様、 映像系ソ フ ト 、 音声系ソ フ ト 、 テキスト 系ソ フ

ト の順と なっ ている。映像系ソ フ ト は利用金額全体の 6 割以上を占めている。また、 PC

イ ンタ ーネッ ト におけるコ ンテンツの平均利用金額は携帯イ ンタ ーネッ ト の 2 倍以上

と なっ ている。 （ 図表 4）  

は、 PCイ ンタ

ーネッ ト 345 円、 携帯イ ンタ ーネッ ト 160 円であっ た。  

携帯イ ンタ ーネッ ト の１ ヶ 月の利用金額の平均は 160 円で、昨年から 2 割以上減少し

た。 携帯イ ンタ ーネッ ト の内訳をみると 、 音声系ソ フ ト 、 映像系ソ フ ト 、 テキスト 系ソ

フ ト の順と なっ ており 、 PC イ ンタ ーネッ ト と 異なり 、 着う たなどの音声系ソ フ ト が利

用金額全体の半分近く を占めている。 （ 図表 5）  

 

                                                   
9 今回のアンケート調査対象者（2,000）人での平均。 
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図表4 PCインターネットでの一人当たりのコンテンツ利用金額推移（１ヶ月） 
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図表5  携帯電話での一人当たりのコンテンツ利用金額推移（１ヶ月） 
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第４部 

テレビ番組の国際間取引の実態 
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テレビ番組の輸出入金額は貿易統計等の既存の統計でも 把握さ れておら ず、その取引

実態については不明な部分が多い。 先行研究と し て、 ICFP（ 国際コ ミ ュ ニケーショ ン・

フ ロー研究プロジェ ク ト ） と NHK 放送文化研究所による地上テレビ番組の輸出入調査

があるが、こ れら の調査では番組本数に焦点を当てており 、輸出入金額は明ら かになっ

ていない。  

一昨年度および昨年度はこ れら の先行研究を参考にし つつ、本調査で地上テレビ番組

の国際間取引の実態について調査を行っ た。 引き続いて、 今年度調査では 2008 年度に

おける地上テレビ番組の輸出入の状況について調査し た。  

 
１．テレビ番組の国際間取引における取引対象及び取引方法 

テレビ番組の国際取引における取引対象はテレビ番組だけではなく 、テレビ番組に関

連する権利の販売も 行われる。 具体的には、 一つの番組につき 、 ビデオ・ DVD 化権、

ネッ ト 配信・ VOD（ ビデオオンデマンド ） 配信権、番組フ ォ ーマッ ト 権（ リ メ イ ク 権） 、

商品化権、 番組素材などの取引が行われている。  

テレビ番組の取引は、 番組の放送権の売買と も 言われ、 購入側は定めら れた期間内に

認めら れた回数の放送を行う こ と になる。  

ビデオ・ DVD 化権と は、テレビ番組をビデオや DVD などのパッ ケージメ ディ アと し

て販売する権利のこ と である。  

ネッ ト 配信・ VOD（ ビデオオンデマンド ） 配信権と は、 テレビ番組をイ ンタ ーネッ ト

や VOD で配信する権利のこ と であり 、 輸出する際に海外から の販売ニーズが高まっ て

いる権利である。  

番組フ ォ ーマッ ト 権（ リ メ イ ク 権） の取引と は、 番組の構成・ コ ンセプト 、 制作ノ ウ

ハウなどの「 フ ォ ーマッ ト 」 の売買である。 こ の場合、 輸入側の国において番組が制作

さ れ、 出演者も 輸入側の国に応じ て変わる。 番組のジャ ンルがド ラ マであれば、 リ メ イ

ク 権と 呼ばれるこ と も ある。  

商品化権はマーチャ ンダイ ジングと も いわれ、 テレビ番組に登場する人物・ キャ ラ ク

タ ーを使っ た商品を販売する権利である。 商品には、 ぬいぐ るみ、 カ ード 、 キーホルダ

ー（ 携帯電話のスト ラ ッ プ） 等がある。  

番組素材（ フ ッ テージ） の取引と は、 テレビ番組の一場面を抜き出し た動画素材を売

買するこ と である。  
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図表1 テレビ番組の輸出入における取引対象 

取引対象 概要 

テレビ番組（放送権） 制作番組（番組の放送権）の取引 

ビデオ・DVD 化権 
制作番組をビデオ・DVD 等のパッケージメディアで販売

する権利の取引 

ネット・VOD 配信権 制作番組をインターネット・VOD で配信する権利の取引 

番組フォーマット権 
（リメイク権） 

制作番組の構成・コンセプトを使って、輸入国側でリメ

イクする権利の取引 

商品化権 
テレビ番組の登場人物・キャラクターに関する商品の販

売権利の取引 

番組素材 テレビ番組の一場面を抜粋した動画素材の取引 

 

一つの番組から 発生するこ れら の権利は、 まと めて販売さ れるこ と がある。 こ の販売

方法は「 オールラ イ ツ」 販売と 呼ばれている。 こ の販売方法では、 番組そのも の（ 番組

放映権） と それに付随する権利（ 上記のビデオ・ DVD 化権等） を一括し て、 買い手に

販売する。 購入し た側は、 購入し た権利を自社で利用するこ と も あれば、 オールラ イ ツ

に含まれている諸権利を 第三者に切り 売り するこ と も ある。 第三者に転売さ れた場合、

転売さ れた権利を「 サブラ イ センス」 と 呼んでいる。  

も ちろ ん、 権利一つずつでの取引も 行われている。 個別販売、 オールラ イ ツ販売のい

ずれで販売するかは、 販売側がケースバイ ケースで決める。  

番組に関連する権利金額の請求方法には、権利を売り 切るタ イ プと 商品化権における

商品の販売に応じ た歩合制（ 成功報酬タ イ プ） 、 両方を組み合わせたタ イ プ等がある。

権利を売り 切るタ イ プでは、 1 回の取引につき 販売価格が定めら れ、 販売後、 購入側が

販売し た番組関連の権利で得る損益について販売側は関知し ない。成功報酬タ イ プでは、

番組・ 権利を輸入側が使用するこ と で得た収入に応じ て、 請求金額が変化する。 成功報

酬タ イ プは特に商品化権取引において利用さ れるこ と が多い。売切り タ イ プと 成功報酬

タ イ プを組み合わせた方法では、 最初の取引でミ ニマムギャ ラ ンティ を請求し 、 後日販

売成功分が判明し てから 報酬を請求する。なお、アニメ など製作委員会方式で制作さ れ

た番組の場合、委員会の参加企業が出資比率等に応じ て輸出により 得た収入から 配当を
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得る仕組みになっ ている。  

こ れまでのイ ンタ ビュ ー調査によれば、テレビ局と の契約により 制作会社がテレビ番

組を制作する場合でも 、大手制作会社を除く と 、放映後の海外販売はテレビ局経由でな

さ れるのが一般的である。 また、 アニメ などの製作委員会にテレビ局が出資・ 参加する

場合、 テレビ局が海外販売の窓口と なるこ と がある。 輸出先の国・ 地域においては、 テ

レビ放送と 商品販売（ マーチャ ンダイ ジング） 、 DVD 販売などの戦略を連動し てマー

ケティ ングする場合、 オールラ イ ツで販売するこ と が多いが、 その場合であっ ても 権利

ごと に販売金額を設定するケースがある。  

 

図表2 テレビ番組の輸出入における販売方法 

請求方法

テ
レ
ビ
番
組

番組放送権

フォーマット権
（リメイク権）

ビデオ・DVD化権

商品化権

ネット・VOD配信権

権利を束ねて取引
（オールライツ等）

権利を個別に取引 成功報酬

固定価格※

ミニマムギャ
ランティ付き
成功報酬

 
※固定価格は権利の売り 切り タ イ プ。 フ ラ ッ ト レ ート 等と 呼ばれる。 ただし 、 後述の

通り 、 輸出先の地域等によっ て販売価格が変わるこ と も あるので、 必ずし も 地域間

で価格は均一ではない。  

 

 
２．我が国のテレビ番組の輸出入 

(1)取引量 

平成 17 年度の総務省調査「 今後の放送番組の海外展開手法に関する調査・ 検討」

では、 2005 年度の我が国の地上テレビ放送の番組輸出金額を 75～80 億円と 推計し

ている。 こ のう ち、 在京民放キー局 5 社と NHK の輸出金額合計を 70～75 億円と 推

計し ている。 こ のよう に、 我が国の地上テレビ番組輸出のほと んどが在京民放キー局

と NHK による取引である。  
平成 17 年度総務省調査では、アンケート 調査を集計し て輸出金額を算出し ている。
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アンケート の回答を得ら れなかっ た在京キー局の輸出金額については、回答のあっ た

在京キー局のアンケート 結果から 推計し 、地上テレビ番組の輸出金額を算出し ている。 
一昨年度の本調査では、 放送局・ 制作会社に対し て 2005 年度の輸出金額、 今後の

伸び率等に関するアンケート 調査を実施し 、 平成 17 年度総務省調査で回答を得ら れ

なかっ た在京キー局から の回答も 得ら れたため、両者の調査結果をも と に、 我が国に

おける地上テレビ番組の輸出金額の推計を行い、 2005 年度の地上テレビ番組の輸出

金額を 83～88 億円と 算出し た。 また、 昨年度調査でも 同様のアンケート 調査を実施

し 、 一昨年度調査での推計値を踏まえつつ推計を行い、 2007 年度の輸出金額を 91.8
億円と 算出し た。  

今年度は、 過去の調査と 同様に、 放送局・ 制作会社に対し てアンケート 調査（ 「 テ

レビ番組の国際間取引に関するアンケート 調査」 ） を行い、 2008 年度の輸出金額、

今後の伸び率等について聞いた。今年度においては、昨年度調査での推計値を用いて、

本調査で得た回答を一部補足し つつ、改めて我が国における地上テレビ番組の輸出金

額の推計を行っ た。  
推計の結果、 2008 年度の地上テレビ番組の輸出金額は、 2007 年度と 比べ 0.8%増

の 92.5 億円と なっ た。  

図表3 我が国の地上テレビ番組の輸出金額（推計値） 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

輸出金額 88.9 億円 91.8 億円 92.5 億円 
※2008年度は今年度、 2006～2007年度は昨年度の推計結果。 今年度調査では、 昨年度より

も 回答が増えたこ と から 、 より 精緻な推計が行えた。  

こ の推計値は、 主に地上テレビ番組（ 放送権） の輸出販売金額で構成さ れるが、 一

部ビデオ・ DVD 化権、 商品化権等の関連権利の販売も 含まれている。 今回のイ ンタ

ビュ ー調査によれば、商品化権の販売は特に景気後退後は低迷し ていると の意見も あ

るも のの、 アニメ や子供向け実写番組を中心に放送権収入を上回るケースも ある。こ

れら を踏まえると 、 輸出金額は 2008 年度で 30 億円以上になるこ と が推定さ れ、 地

上テレビ番組及び番組関連権利の 2008 年度の輸出金額は 120 億円以上になると みら

れる。  

なお、 輸入金額については、 アンケート 調査から 推計するに足る回答を得ら れなか

っ たこ と 10

                                                   
10 放送局における番組輸入業務は番組のジャンルなどで担当部署が分かれており、しかも輸入

金額は各担当部署の番組制作費として計上されることが多い。そのため、自社内の番組輸入金額

、 また統計も ほと んどないこ と などから 、 現状では推計するこ と が困難で
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ある。  
 

(2)番組のジャンル 

本調査のアンケート において、 2008 年度の輸出金額及び輸入本数のそれぞれにつ

いて、 番組のジャ ンル内訳を聞いた。 アンケート 結果をも と に、 加重平均をし て輸出

金額及び輸入本数の番組ジャ ンル別の割合を算出し た。  

2008 年度の輸出番組において、最も 輸出さ れている番組ジャ ンルはアニメ であり 、

輸出金額の 50.4%と 大半を占めている。 次いで、 バラ エティ が全体の 22.5%、 ド ラ マ

が 11.7%を占めている。  

昨年度調査と 比べ、 回答数が増えたこ と も あり 、 ジャ ンルによるシェ アの傾向が変

化し ている 11

図表4 輸出番組のジャンル（輸出金額ベース：2008年度） 

。  

アニメ
50.4%

バラエティ
22.5%

その他
10.2%

ドキュメンタリー
5.2%

ドラマ
11.7%

 

輸入番組のジャ ンルは輸出番組の傾向と 異なる。 2007 年度の番組本数ベースの全

輸入に占めるド ラ マ番組の割合は 47.9%と 半数近く を占めている。次いで、スポーツ

が 19.3%、 ド キュ メ ンタ リ ーが 12.2%、 音楽が 10.9.%と 多く 輸入さ れている。 ド ラ

マ、 スポーツ、 ド キュ メ ンタ リ ーで全体の 8 割近く を占めている。 一方、 アニメ は輸

                                                                                                                                                     
を全社的に把握している放送局は少なく、輸入金額を推計するに十分なアンケート結果を得られ

なかった。なお、番組輸出については、各放送局とも国際部や番組販売の部署が担当し、販売窓

口を一元化していることが多いため、番組の輸入に比べると統計データを把握しやすい。 
11 昨年度調査では、2007 年度の輸出金額のジャンルのシェアは、アニメ：63.9%、ドラマ：9.9%、

ドキュメンタリー：8.5%、バラエティ：4.5%、その他：13.1%だった。 
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出さ れるこ と が多く ても 、 輸入さ れるこ と は少ないこ と が分かる。  

図表5 輸入番組のジャンル（輸入番組本数ベース：2008年度） 
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ドキュメンタリー
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音楽
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(3)取引国・地域 

アンケート 結果を加重平均し て、番組の輸出先、輸入元の割合（ と も に 2008 年度）

を算出し た。  
2008 年度の輸出金額ベースで番組の輸出先と し て最も 多い地域はアジアであり 、

全体の 40.5%を占めている。 ヨ ーロッ パが 31.8%、 北米が 25.8%で続いている。  

テレビ番組の国際間取引においては、 同じ 番組でも 販売先で価格が異なり 、 一般に

アジア諸国への販売では単価が低く 、 欧米諸国への販売では単価が高い傾向にある。

近年、景気後退による買い控えや日本以外の国から の作品供給による競争激化等によ

り 、 米国、 アジアなどで販売単価が落ち込んでいると いわれている。 単価の低いアジ

アへの輸出が金額ベースで最も 多いと いう こ と は、本数ベースでも アジアへの輸出が

最も 多いも のと 推測さ れる。  
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図表6 番組の輸出先（輸出金額ベース：2008年度） 

アジア
40.5%

ヨーロッパ
31.8%

北米
25.8%

中南米
1.6%

その他
0.3%

 
一方、2008 年度の番組の輸入元（ 本数ベース） と し て最も 多い地域は北米であり 、

全体の 44.6%と 半数近く を占めている。次いで、アジアが 29.2%、ヨ ーロッ パが 25.9%
で続いている。 番組輸出と 同様に、 地域によっ て番組単価が異なり 、 アジア等の地域

の番組より も 欧米の番組の方が高いこ と が多い。単価の高い欧米番組の輸入割合が本

数ベースで 7 割以上を 占めているこ と から 、金額ベースにおいても 欧米番組の輸入割

合が高く 、 7 割以上になる可能性が高いと みら れる。  

こ のよう に、 番組輸出先と し てはアジアが、 番組輸入元と し ては北米が中心と なっ

ている。  

図表7 番組の輸入元（本数ベース：2008年度） 
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(4)最近の傾向 

世界的な景気後退と 、 為替レート の悪化等の影響により 、 海外への番組販売全体が

低迷し ている。 （ 契約内容等によっ て影響の出る時期が異なるため、 2009 年度にな

っ て販売金額が落ち込むケースも 想定さ れる。 ） ただし 、 海外番組販売はニーズベー

スのマーケッ ト 構造であり 、 買い手の事情によっ て取引条件が異なるため、 景気が回

復すれば売上も 元の水準に戻ると の見方も ある。  

輸出先の国・ 地域別に見ると 、 少数の大手事業者が中心と なる米国、 アジアで景気

後退の影響が大き く 、買い手の多い欧州では比較的影響が小さ いと の見方も ある。ま

た、 イ ンド 、 中南米への輸出が増えていると の指摘も ある。  

アニメ の海外販売は景気後退等の影響を受け、 新し い番組については買い控え、 実

績のある番組でも 新し い話数を追加する場合に減額を要求さ れ、厳し い状況と なっ て

いる。 また、 二次利用の展開が見込める売れ筋作品にニーズが集まっ ており 、 新し く

ヒ ッ ト する作品が出にく い状況であるため、新し い取組より も 過去のヒ ッ ト 作の展開

に注力せざるを得ない。 グッ ズや DVD 等の買い控えの影響で、 ロイ ヤリ ティ 収入も

減少し ている。  

アニメ 以外の番組については、日本以外の国から も 番組販売が行われるよう になり 、

特に韓国ド ラ マ等の番組と の競争が激化し ている。国をはじ め積極的に海外展開し て

いる韓国では、タ レント がプロモーショ ンのために現地に出向く が、 日本の場合は難

し い。 また、 日本の番組が 1 タ イ ト ル 13 話程度であるのに対し て、 韓国の番組は 50

話程度のも のも 多く 、 安価である等、 買い手にと っ て使いやすい12

ド ラ マについては、市場はやや縮小傾向にあり 、世界的に飽和状態と の指摘も ある。

ド ラ マの場合、販売先と し てはアジア諸国が中心と なるが、 アジアでは景気後退以前

にテレビ業界が不況と なっ ていた部分も ある。  

ため、 台湾等で市

場を奪われるケースも 出てき ている。  

一方、 バラ エティ については、 近年販売実績が増加傾向にある。 アジア向けの番組

販売だけでなく 、 特に欧米向けのフ ォ ーマッ ト 販売が拡大し ている。 従来、 番組フ ォ

ーマッ ト は主に米国と 欧州の間で取引さ れてきたが、次第に日本の異質性にも 関心が

持たれるよう になっ た。番組そのも のでなく フ ォ ーマッ ト を販売するこ と で、 現地の

嗜好に合わせて番組をローカ ラ イ ズするこ と が可能と なり 、言語の問題も なく なるた

め、 欧米等でも 受け入れら れやすく なる。  

                                                   
12 アジアのテレビ局では毎日同じ時間帯に同じ番組を放送することがよくある。話数が多

いと放映期間が長くなるため、手間が省け、プロモーションにも力を入れやすい。 
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フ ォ ーマッ ト 販売においては、番組 1 話ごと に制作費の一定割合がラ イ センス料と

し て支払われるケースが多く 、制作さ れる番組数が増えるほどラ イ センス料が増える

と いう メ リ ッ ト がある。 また、 通常の番組販売と 比べて権利処理の問題が少ない。 フ

ォ ーマッ ト 販売にあたっ て、 何に対価が支払われるかは必ずし も 明確でないが、 番組

制作のための様々な条件、 ノ ウハウ等を記載し たマニュ アルを 提供するこ と が多い。 
欧米へのフ ォ ーマッ ト 販売にあたっ て、 エージェ ンシー（ 米国に以前から ある事業

形態で、 多く のタ レント 、 プロデュ ーサー、 脚本家、 ディ レク タ ー等が所属する） が

仲介する場合がある。エージェ ンシーは、 企画内容と それを必要と する買い手を 結び

付け、 スタ ッ フ やキャ スティ ング等をコ ーディ ネート する役割を果たし ており 、 世界

中に販売網を持っ ている。 拡販を目的と し て、エージェ ンシーと 提携し たテレビ局も

あっ た。  
ネッ ト 上での海賊版問題は深刻化し ており 、 番組販売に悪影響を及ぼし ている。 特

に海賊版の被害が深刻なアジア等においては、極端な場合、 日本での放映後すぐ に現

地で放映でき ると いう 条件での取引を求めら れるこ と も ある。韓国の番組は権利処理

の負担が小さ いこ と も あり 、 自国での放映直後に現地でも 放映でき るが、日本の番組

の場合は日本放映から 現地放映までに 3 ヶ 月程度かかるため、その間に海賊版が出回

っ てし まう 。  
海賊版に対し て日本企業サイ ド で法的措置をと るこ と も 行われているが、違法配信

サイ ト 等は無数に存在し ており 、個別に対策するこ と は容易ではない。アニメ 等にお

ける進んだ取組と し ては、 違法配信の行われているサイ ト に、 正規事業者が番組の動

画フ ァ イ ルをアッ プロード するこ と で、サイ ト 運営者が違法投稿さ れたフ ァ イ ルを削

除すると いう 契約を 結んでいるケースがある。  

海外でのネッ ト 配信については、買い手から も プロモーショ ン利用等を目的と し て

許諾を求めら れるケースが多いが、 こ れまで DVD 販売への影響の懸念や権利処理が

容易でない等の理由から 難し く 、海外への番組販売にあたっ て阻害要因と なっ ている。

こ れまで積極的な取組みは多く なかっ たが、 アニメ 等では、 ネッ ト での違法視聴対策

の目的も あり 、 既にネッ ト 配信を展開し ているケースも ある。  
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（参考）テレビ番組の国際間取引に関するアンケート調査 概要及び放送局・プロダ 
クション向け調査票 

対象 ・放送局（NHK、キー局、準キー局） 
・大手プロダクション 
・代理店  等 

調査方法 郵送配布郵送回収 
調査期間 平成 21 年 6 月 11 日～7 月 16 日 
発送数 24 社 
回収率 45.8%（11 社） 
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テレビ番組の国際間取引に関する調査（番組輸出） 

Ⅰ．貴社について 

問1 貴社のテレビ放送事業は、以下のどの業態にあてはまりますか。あてはまるものを 

1 つお選びください。 

1． 地上放送事業者 （ 在京局）   4． 番組制作プロダク ショ ン  
2． 地上放送事業者 （ 在阪局）   5． エージェ ント ・ ディ スト リ ビュ ータ  
3． 地上放送事業者 （ その他地方局）   6． その他（ 具体的に：         ）  

 
Ⅱ．海外へのテレビ番組販売について 

問2 貴社では、テレビ番組または番組関連の権利（商品化権、DVD 化権等）を海外の放送

局やエージェント等に販売していますか。 

1． 自社で海外番組販売を行っ ている        （ →問 3 にお進みく ださ い）  
2． 放送局などから 海外番組販売を請け負っ ている  （ →問 3 にお進みく ださ い）  
3． 海外販売はし ていない （ →アンケート 終了です。 ご協力あり がと う ございまし た） 

 

問3 貴社における海外番組販売について、2008 年度の販売総額と販売契約数

 

を教えてく

ださい。なお、テレビ番組関連の権利（テレビ番組、DVD化権、フォーマット、商品

化権等）の販売実績を含めた金額・契約数でお願いします。 

 総額 販売契約数 

海外販売への実績 
百万円 本 

※ 国内エージェントに販売委託したケースも含めてください。国内エージェントを 

ご利用の場合、金額は販売手数料を除いた貴社の売上げ分をご記入ください。 

 

問 3-1 問 3 でお答えいただいた金額・契約数には、どのようなテレビ番組関連の権利が

含まれていますか。あてはまるものを全てお選び下さい。 

1． テレビ番組（ 海外での番組放送権）  5． 商品化権（ マーチャ ンダイ ジング）  
2． ビデオ・ DVD 化権  6． 番組素材 
3． ネッ ト 配信権・ VOD 配信権  7． その他（ 具体的に：         ）  
4． 番組フ ォ ーマッ ト （ リ メ イ ク 権販売を含む）  
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テレビ番組の国際間取引に関する調査（番組輸出） 

問 3-2 問 3 でお答えいただいた販売金額について、番組ジャンル別と地域別の内訳

＜番組ジャンル別の内訳＞    ＜地域別の内訳＞ 

をお

答えください。 

番組ジャンル 
販売金額ベース 

の割合 
 地域 

販売金額ベース 

の割合 

映画 
（劇場公開作品） ％ 

 アジア 
％ 

ドラマ 
（テレビ放送作品） ％ 

 ヨーロッパ 
％ 

バラエティ 
％ 

 北米 
％ 

ドキュメンタリー 
％ 

 中南米 
％ 

スポーツ 
（スポーツ放映権含む） ％ 

 中東 
％ 

音楽 
％ 

 アフリカ 
％ 

教育 
％ 

  
 

アニメ 
％ 

  
 

その他 
％ 

  
 

 

問 3-3 貴社における海外番組販売の実績はどのように推移し、今後どのように推移する

と見込んでいますか。 

2008 年度の値を 100 として、2007 年度の実績及び 2009 年度の見込

 

みをお答え

ください。 

2007 年度 
（実績） 

2008 年度 
2009 年度 
（見込み） 

海外販売金額の推移  100  

海外販売契約数の推移  100  

 

アンケート は以上と なり ます。 ご協力あり がと う ございまし た。  
 

なお、 お答えいただいたご回答は全て統計的に処理を行う ため、  
企業名を含め、 個別の情報は公開いたし ません。
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テレビ番組の国際間取引に関する調査（海外番組購入） 

 
Ⅰ．貴社について 

問4 貴社のテレビ放送事業は、以下のどの業態にあてはまりますか。あてはまるものを 

1 つお選びください。 

1． 地上放送事業者 （ 在京局）   4． 番組制作プロダク ショ ン  
2． 地上放送事業者 （ 在阪局）   5． エージェ ント ・ ディ スト リ ビュ ータ  
3． 地上放送事業者 （ その他地方局）   6． その他（ 具体的に：         ）  

 
Ⅱ．海外からのテレビ番組購入について 

問5 貴社では、海外からテレビ番組を購入していますか。 

1． 購入し ている   （ →問 3 にお進みく ださ い）  
2． 購入していない （ →アンケート は終了です。 ご協力あり がと う ございまし た。 ）  

問6 貴社における海外番組の購入について、2008 年度の購入番組のタイトル本

 

数を教え

てください。放送局の場合、2008 年度に放送した海外番組の本数でも構いません。 

タイトル本数 

海外番組の（購入／放送） 
いずれかに○ 本 

※ 海外の番組フォーマットを用いた国内制作番組を含めてください。 

また、国内エージェントからサブライセンスを取得した分を含めてください。 

 

問 3-1 問 3 でお答えいただいた購入番組（放送番組）には、どのようなテレビ番組関連の

権利が含まれていましたか。あてはまるものを全てお選び下さい。 

1． 地上波放送権  5． 番組フ ォ ーマッ ト （ リ メ イ ク 権購入を含む）  
2． 衛星放送権   6． 商品化権（ マーチャ ンダイ ジング）  
3． ビデオ・ DVD 化権  7． 番組素材 
4． ネッ ト 配信権・ VOD 配信権  8． その他（ 具体的に：         ）  
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テレビ番組の国際間取引に関する調査（海外番組購入） 

問 3-2 問 3 でお答えいただいた購入番組本数（放送番組本数）について、番組ジャンル

別と地域別の内訳

＜番組ジャンル別の内訳＞    ＜地域別の内訳＞ 

をお答えください。 

番組ジャンル 
販売金額ベース 

の割合 
 地域 

販売金額ベース 

の割合 

映画 
（劇場公開作品） ％ 

 アジア 
％ 

ドラマ 
（テレビ放送作品） ％ 

 ヨーロッパ 
％ 

バラエティ 
％ 

 北米 
％ 

ドキュメンタリー 
％ 

 中南米 
％ 

スポーツ 
（スポーツ放映権含む） ％ 

 中東 
％ 

音楽 
％ 

 アフリカ 
％ 

教育 
％ 

  
 

アニメ 
％ 

  
 

その他 
％ 

  
 

 

問 3-3 貴社における海外番組等の購入実績（海外番組の放送実績）はどのように推移し、

今後どのように推移すると見込んでいますか。 

2007 年度の実績及び 2009 年度の見込

 

みをお答えください。 

2007 年度 
（実績） 

2008 年度 
2009 年度 
（見込み） 

海外番組の（購入／放送） 
いずれかに○ 本  本 

 
 

アンケート は以上と なり ます。 ご協力あり がと う ございまし た。  
 

なお、 お答えいただいたご回答は全て統計的に処理を行う ため、  
企業名を含め、 個別の情報は公開いたし ません。  
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参考 

広告モデル型映像配信サービス市場 
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広告モデル型映像配信サービスの市場規模に関し ては適当な統計資料がない。そのた

め主要事業者の広告売上データ 及びイ ンタ ーネッ ト ・ アンケート 調査をも と に市場規模

の推計を行っ た。  

 
１．主要事業者の広告モデル型映像配信に関連した広告売上データ 

主要事業者の IR 資料をも と に、 映像配信サービスに関連し た広告売上データ 等と し

て、 Yahoo!、 GyaO によるも のが得ら れた。  
(1)Yahoo! 

ヤフ ー株式会社 IR 資料により 、 Yahoo!全体の広告事業売上高が公表さ れている。

また、 全体の広告に占めるメ ディ ア事業部（ yahoo!動画等を提供） の構成比について

も 公表さ れている。 こ れら より 2007 年度のメ ディ ア事業部の広告事業売上高を求め

ると 166.0 億円と なる。  

ヤフー株式会社 広告売上高及び事業部別構成比（2007年度） 

 第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 
広告売上高（百万円）① 24,519 29,518 36,708 40,297 
メディア事業部構成比② 16% 13% 12% 11% 
メディア事業部広告売上高 
（百万円）①×② 

3,923 3,837 4,405 4,433 

資料： ヤフ ー株式会社IR資料より 作成 

(2)GyaO 

株式会社USENのIR資料にGyaOの売上高のデータ が示さ れている。こ れより 2007

年度のGyaOの売上高を計算すると 51.5 億円13

GyaO 売上高推移 

と なる。  

 2007 年 

(3～5 月) 

 

(6～8 月) 

 

(9～11 月) 

 

(12～2 月) 

 

(3～5 月) 

GyaO 売上高（ 億円）  1,053 1,404 1,462 1,166 1,238 
資料： 株式会社USEN IR資料より 作成 

 
２．他の事業者による広告モデル型映像配信サービスの広告費推定 

他の事業者による広告モデル型映像配信サービスの広告売上データ について、公表デ

                                                   
13 2007 年 3～5 月の売上高の 2/3、2008 年 3～5 月の売上高の 1/3 を算入。 
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ータ を得るこ と はできなかっ た。  

そのため、 イ ンタ ーネッ ト ・ アンケート 調査で把握し た広告モデル型映像サービスへ

のアク セス状況をも と に、 他の事業者の広告費の推定を行う 。 イ ンタ ーネッ ト ・ アンケ

ート 調査では、よく 利用し ている広告モデル型映像配信サービスについて複数回答で調

査を行っ た。 結果は下図の通り である。  

よく利用している無料映像配信サービスサイト（n=796）（MA） 

 

52.8

59.4

8.9

12.2

4.5

5.8

2.5

40.3

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

GyaO

Yahoo!（Yahoo!動画）

MSN（MSNビデオ）

BIGLOBE（BIGLOBEストリーム）

nifty（＠nifty動画）

goo（gooブロードバンドナビ）

OCN（OCNブロードバンドメディア）

ニコニコ動画

その他　　　

 
資料： メ ディ ア・ ソ フ ト の制作及び流通の実態に関するイ ンタ ーネッ ト ・ アンケート

調査（ 2008年3月）  

イ ンタ ーネッ ト 広告費はアク セス数に応じ て定めら れているこ と から 、各社の広告売

上データ は、上記アンケート 調査による利用者比率に比例すると 仮定し て推定し た。尚、

他の事業者の広告モデル型映像サービスは、 GyaO より も Yahoo!動画と サービス形態

が似ているこ と から 、 Yahoo!による広告売上データ と ベースに推定する。  

上記の考え方に基づいて推計し た他の事業者による 広告モデル型映像配信サービス

の広告費と 、 １ ． でみた yahoo!及び GyaO の広告費を加えた結果、 2007 年度の広告モ

デル型映像配信の市場規模は 321.7 億円と なる。  
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＜資料＞2008年度アンケート結果 
 

イ ンタ ーネッ ト （ PC 及び携帯電話） 利用者に対し て、 イ ンタ ーネッ ト 、 携帯電話と

いっ た通信メ ディ アにおける有料/無料コ ンテンツの利用状況等についてき く アンケー

ト を実施し た。 アンケート 調査の概要は以下の通り である。  

 

 
【 調査対象】  

イ ンタ ーネッ ト （ PC 及び携帯電話両方） を利用し ている者（ 15 歳以上）  
【 調査方法】  
   イ ンタ ーネッ ト マーケティ ング事業者「 マク ロミ ル社」 登録モニタ ーを対象

と し て、 イ ンタ ーネッ ト （ PC 及び携帯電話両方） の利用者を抽出し た上で、

Web アンケート 調査を実施し た。  
 アンケート の対象者は、 平成 19 年通信利用動向調査（ 総務省） によるイ ン

タ ーネッ ト （ PC 及び携帯電話両方） 利用者の年齢別の分布と 一致するよう に

年齢別のサンプル数を設定、設定サンプル数が得ら れた時点で調査を終了し た。 
【 調査内容】  

1) フ ェ ースシート （ 性別、 年代、 イ ンタ ーネッ ト /携帯電話の利用状況/等）  
2) イ ンタ ーネッ ト での有料コ ンテンツの利用状況 
3) 無料映像配信サービスやワンセグの利用状況 
4) 映像配信サービスの利用状況の変化 

【 調査時期】  
  2009 年 3 月 
【 回収結果】  
  有効回答数 2,000 
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１．インターネットにおける有料コンテンツ利用状況 

1.1 インターネットにおける有料コンテンツ利用の有無 

あなたの最近 1 ヶ月の有料コンテンツの利用の有無について、利用時に使った端末/機

器別にお答えください。（1 つだけ）※ここで有料コンテンツとは、有償で提供されているコン

テンツとします。パケット代など通信費は含みません。 

最近１ヶ月のインターネットでの有料コンテンツの利用の有無を聞いたところ、パソコン、

携帯電話両方で利用した人が 14.1%、パソコンで利用した人が 13.3%、携帯電話で利用した

人が 20.2%である。 パソコン、携帯電話いずれかで有料コ ンテンツを利用し た人が約半

数である。  

有料コンテンツの利用の有無（n=2,000） 

パソコン（PDAを含む）で
利用した

13.3%

携帯電話で利用した
20.2%

利用しなかった
52.5%

パソコン（PDAを含む）と
携帯電話の両方で利用し

た
14.1%
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1.2 PC インターネットにおけるコンテンツ利用 

1.2.1 PCインターネットの利用場所 

有料コンテンツをよく利用している場所（自宅の場合はインターネット回線種別まで）をお答

えください。（1 つだけ）。 

ほと んどの回答者が、 有料コ ンテンツの利用場所と し て自宅をあげた。 なかでも 、

ブロード バンド サービス（ ADSL、 CATV、 光フ ァ イ バー、 無線） が大半を占めてい

る。  

有料コンテンツの利用場所（n=546） 

2.9 30.6 12.1 50.7

1.1 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

自宅：ダイヤルアップ（電話回線、ISDN）

自宅：ADSL

自宅：ケーブルインターネット（CATV）

自宅：光回線（光ファイバ）

自宅：その他無線インターネットなど　*家庭内LANは除く

会社、勤務先

学校

ネットカフェ

パソコンのモバイル利用（公衆アクセスポイント、PHSデータ通信サービス等）

その他

インフラ種別
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1.2.2 PCインターネットによるソフトの利用状況 

以下のコンテンツのうち、最近 1 ヶ月にあなたが「パソコン」で「有料」で利用している映像

系コンテンツをお選びください。また、利用しているものについては、その利用金額もお教え

ください。 
 

あなたが「パソコン」で利用している下記の「有料」映像系コンテンツのサイト数、またはダ

ウンロード数を教えてください。*連続番組は 1 話 1 タイトル（番組）とする。 

PC イ ンタ ーネッ ト での有料コ ンテンツの利用状況についてソ フ ト 別にきいたと こ

ろ 、 映像系では、 オンラ イ ンゲーム（ 6.3%） 、 ビデオソ フ ト （ 4.3%） の利用が多い。

有料コ ンテンツ利用者での１ ヵ 月の平均利用金額は、衛星テレビ番組が 2,266 円と 最

も 高く 、 その他のソ フ ト も 1,000 円以上のも のが多く ある。  
音声系では、音楽・ 楽曲の利用率が 8.6%と 高い。利用金額も 800 円を超えている。  

テキスト 系ソ フ ト は、 総じ て利用率が低く なっ ている。 壁紙等が最も 高く 、 1.1%

である。 利用金額は、オンラ イ ンブッ ク 、 オンラ イ ンコ ミ ッ ク 等で 1,000 円を超えて

いる 14

PCインターネットでのソフト利用状況（最近１ヶ月） 

。  

映像系
映画関連
情報

映画、短編
映画

ビデオソフト
テレビ関連
情報

テレビ番組
衛星テレビ
番組

ネットオリジ
ナル番組

オンライン
ゲーム

利用率（％） 1.2 2.0 4.3 0.2 0.6 0.8 0.8 6.3
平均利用金額(円) 1,100 924 1,361 1,462 1,292 2,266 881 1,566
利用タイトル数* 2.3 3.8 6.2 3.5 3.3 5.6 3.7 2.5
　*映画関連情報、テレビ関連情報は利用サイト数  
音声系

音楽関連
情報

音楽・楽曲

利用率（％） 1.7 8.6
平均利用金額(円) 796 816
利用タイトル数* 2.5 5.1
　*音楽関連情報は利用サイト数  
テキスト系

新聞記事
新聞記事
DB

雑誌記事
雑誌記事
DB

オンライン・
ブック

オンライン・
コミック

メルマガ
壁紙/イラス
ト/写真など

利用率（％） 0.6 0.1 0.1 0.1 0.4 1.0 0.6 1.1
平均利用金額(円) 940 10 10 1,005 1,479 1,255 758 802
利用タイトル数* 1.4 1.0 1.0 2.5 1.6 5.1 3.5 9.7
　*新聞記事、雑誌記事は利用サイト数。新聞記事DB、雑誌記事DBは記事数。メルマガは着信数。  

                                                   
14 ここでのソフト種別（映像系、音声系、テキスト系）は、今回実施した Web アンケート

において用いたカテゴリーである。メディア・ソフト調査での市場規模等の推計では、「壁

紙/イラスト/写真」は、映像系に区分するなどアンケートのカテゴリーとは異なっているこ

とがある。携帯電話の有料コンテンツ利用でも同じ（「待ち受け/イラスト/写真」は映像系

に区分している）。 
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1.3 携帯電話におけるコンテンツ利用 

1.3.1 携帯電話のサービス種別 

あなたが主に有料コンテンツを利用している携帯電話の種別をお答えください。（1 つだけ） 

利用し ている携帯電話で最も 多いのは、 第 3 世代（ 3G） 携帯電話で 9 割超と なっ

た。 第 3 世代以外の携帯電話は 1 割を下回っ ている。  

利用している携帯電話の種別（n=748） 

第3世代携帯電話以
外

3.9%

PHS
0.9%

第3世代（3G）携帯電
話

95.2%
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1.3.2 携帯電話によるソフトの利用状況 

以下のコンテンツのうち、最近 1 ヶ月にあなたが「携帯電話」で「有料」で利用している映

像系コンテンツをお選びください。また、利用しているものについては、その利用金額もお教

えください。 
 

あなたが「携帯電話」で利用している下記の「有料」映像系コンテンツのサイト数、または

ダウンロード数を教えてください。*連続番組は 1 話 1 タイトル（番組）とする。 

有料コ ンテンツの利用状況についてソ フ ト 別にきいたと こ ろ 、 映像系では、 ゲーム

配信（ 7.8%） の利用が多い。 有料コ ンテンツ利用者での平均利用金額はすべて 300

円以上であり 、 なかでも 映画関連情報は 491 円で最も 高い。  

音声系では、 着メ ロが 6.2%、 着う たが 11.4%と なり 、 着う たの利用率が大き く 上

回っ た。 また、 着う たの平均利用金額は着メ ロより も 高く なっ ている。  

テキスト 系ソ フ ト では、 待ち受け/イ ラ スト /写真が 3.9%で最も 利用率が高い。 利用

金額は、 オンラ イ ンブッ ク 、 オンラ イ ンコ ミ ッ ク の順と なっ ている。  

 
携帯電話によるソフトの利用状況（最近1ヶ月） 

映像系

映画関連
情報

テレビ関連
情報

携帯オリジ
ナルの番組

ゲーム配信
/オンライン
ゲーム

利用率（％） 0.5 1.0 2.4 7.8
平均利用金額(円) 491 343 448 389
利用タイトル数* 2.1 1.2 3.1 1.9
　*映画関連情報、テレビ関連情報は利用サイト数

音声系
音楽関連
情報

着メロ 着うた

利用率（％） 2.6 6.2 11.4
平均利用金額(円) 453 295 377
利用タイトル数* 1.6 5.3 2.8
　*音楽関連情報は利用サイト数

テキスト系

新聞記事 雑誌記事
オンライン・
ブック

ケータイ小
説

オンライン・
コミック

メルマガ
待ち受け/イ
ラスト/写真
など

利用率（％） 1.7 0.1 0.6 0.6 1.8 0.4 3.9
平均利用金額(円) 216 200 1092 277 870 352 315
利用タイトル数* 1.2 1.0 3.2 3.0 8.5 6.3 6.1
　*新聞記事、雑誌記事は利用サイト数。メルマガは着信数。  
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1.4 PC インターネット/携帯電話での有料コンテンツ利用金額の比較 

イ ンタ ーネッ ト ユーザー一人当たり（ アンケート 対象者全員での平均） の有料コ ンテ

ンツの利用金額をみると 、 PC イ ンタ ーネッ ト ： 345 円、 携帯イ ンタ ーネッ ト ： 160 円と

なり 、 PC イ ンタ ーネッ ト は携帯電話の平均利用金額の 2 倍以上と なっ ている。  

内訳をみると 、 PC イ ンタ ーネッ ト では、 オンラ イ ンゲーム、 ビデオソ フ ト など映像

系ソ フ ト の利用が多く 、利用金額全体の 6 割を占めている。それに対し て携帯イ ンタ ー

ネッ ト では、 着メ ロ、 着う たなど音声系ソ フ ト の利用が多く なっ ており 、 利用金額全体

の 4 割を占めている。  

ユーザー一人当たりの平均ソフト利用額 

224

46

83

73

38

41

0

100

200

300

400

パソコン 携帯電話

テキスト系

音声系

映像系

（円

345

160

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パソコン

携帯電話

映像系

音声系

テキスト系

62 1% 27 2% 10 7%

34 7% 42 9% 22 4

  
注：アンケートの回答結果から平均利用金額を算出。 
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また、 有料コ ンテンツ利用者一人当たり の利用金額は 1,531 円である。 PC イ ンタ ー

ネッ ト 利用者では平均 1,888 円、 携帯イ ンタ ーネッ ト 利用者では平均 611 円となっ てい

る。  

内訳をみると 、 PC イ ンタ ーネッ ト 利用者は、 オンラ イ ンゲーム、 ビデオソ フ ト など

映像系ソ フ ト の利用が多く 、 利用金額全体の 6 割以上を占めている。 それに対し て携帯

イ ンタ ーネッ ト 利用者は、 着メ ロ、 着う たなど音声系ソ フ ト の利用が多く なっ ており 、

利用金額全体の 4 割以上を占めている。  

ユーザー一人当たりの平均ソフト利用額 

821

1,228

177

472

454

277

238

206

156

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

有料コンテンツ利用者
（パソコン/携帯電話）

パソコン 携帯電話

テキスト系

音声系

映像系

1,531

1,888

611

(n=659)
(n=365) (n=524)

（円）

 

53.6%

65.0%

29.0%

30.8%

24.1%

45.4%

15.6%

10.9%

25.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有料コンテンツ利用者
（パソコン/携帯電話）

（n=659)

パソコン
（n=365）

携帯電話
（n=524）

映像系

音声系

テキスト系

 
注：アンケートの回答結果から平均利用金額を算出。 
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２．無料映像配信サービスの利用状況 

2.1 よく利用する無料映像配信サービスサイト 

無料映像配信サービスのうち、よく利用しているサイト（サービス）をお答えください。（あて

はまるものすべて） 

よく利用している無料映像配信サービスサイトについて聞いたところ、YouTube、Yahoo!、

GyaO の 3 つのサイトの利用が多くなっていた。利用していないと回答した人は約 2 割で、

昨年の 6 割から大きく減少した。 

よく利用している無料映像配信サービスサイト（n=2,000）（MA） 

21.9

29.9

40.3

5.0

6.5

2.8

2.2

1.3

1.3

25.0

54.9

6.9

2.1

1.1

4.3

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用していない（視聴していない）

GyaO

Yahoo!（Yahoo!動画）

MSN（MSNビデオ）

BIGLOBE（BIGLOBEストリーム）

@nifty（@nifty動画）

goo（gooブロードバンドナビ）

OCN（OCN動画 BROADBAND
MEDIA）

第２日本テレビ

ニコニコ動画

YouTube（米国）

Veoh（米国）

Tudou（土豆：中国）

56.com（我楽：中国）

パンドラテレビ（韓国）

その他
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2.2 よく利用しているジャンル 

無料映像配信サービスのうち、よく利用しているジャンルをお答えください。 

（あてはまるものすべて） 

よく利用している無料映像のジャンルについて聞いたところ、投稿動画、テレビ番組、ビ

デオソフト、映画といったジャンルの利用が多くなっていた。 

よく利用している無料映像のジャンル（n=1,563）（MA） 

31.7

37.9

40.9

4.9

14.3

44.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

映画（映画館で上映された映画や短編映画、映画関連情

報）

ビデオソフト（音楽、ビデオクリップ、グラビア・アイドル、ア
ニメ（ＯＶＡ）、バラエティ、リラクゼーションなど　ビデオ/Ｄ

ＶＤとして販売されているソフト）

テレビ番組（地上放送で放映された番組や番組関連情
報。映画は含まない）

衛星テレビ番組（衛星放送（BS、CS）やCATVで放映され
た番組。映画やテレビ番組は含まない）

ネットオリジナルの番組（Webドラマなどインターネットでし
か見ることができない映像コンテンツ）

投稿動画

その他
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2.3 無料映像配信サービスの利用頻度 

この一ヶ月間で、無料映像配信サービスを利用している頻度をお答えください。 

無料映像配信サービスの利用頻度について聞いたところ、週 2日～3日という回答が最も

多い（32.8%）。週 1 日、週 4 日～6 日、毎日と続く。サイト別に傾向をみると、nifty、ニコニコ

動画で利用頻度が多くなっている。 

無料映像配信サービスの利用頻度（n=1,563） 

週4日～6日
12.1%

週2日～3日
22.5%

週1日
19.3%

月2日～3日
20.3%

月1日
7.8%

それ以下
8.7%

毎日
9.3%

  
 

2.4 無料映像配信サービスの利用時間 

無料映像配信サービスを利用する日に、平均してどのくらいの時間見ているか、一番近

いものをお答えください。（1 つだけ） 

利用する日の無料映像配信サービスの利用時間について聞いたところ、30 分～1 時間

未満という回答が最も多い（31.4%）。10 分～30 分未満、1 時間～2 時間未満と続く。 

無料映像配信サービスの利用時間（n=1,563） 

10分～30分未満
28.0%

1時間～2時間未満
20.9%

30分～1時間未満
31.4%

2時間～3時間未満
6.0%

3時間～5時間未満
1.2%

それ以上
0.5% 10分未満

12.0%
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３．ワンセグの利用状況 

3.1 携帯電話におけるワンセグ機能搭載の有無 

あなたの携帯電話にはワンセグ機能が搭載されていますか。（1 つだけ） 

携帯電話におけるワンセグ機能の搭載の有無について聞いたところ、搭載されていると

回答した人は全体の 48.0%であり、昨年の 35%から 10 ポイント以上増加した。 

携帯電話におけるワンセグ機能搭載の有無（n=2,000） 

携帯電話にワンセグ
機能が搭載されてい

る
48.0%

わからない
2.8%

携帯電話にワンセグ
機能が搭載されてい

ない
49.2%

  
 
3.2 ワンセグの視聴状況 

普段、あなたはワンセグを視聴していますか。 

視聴されている方は、機器もご回答ください。（あてはまるものすべて） 

ワンセグの視聴状況について聞いたところ、全体の4割の人が何らかの機器を利用してワ

ンセグを視聴していると回答した。携帯電話を利用してワンセグを視聴している人が最も多

く、全体の 35%であった。カーナビ（9.3%）、パソコン（6.6%）をあげた人もいる。 

ワンセグの視聴状況（n=2,000）（MA） 

57.9

34.3

9.3

6.6

1.5

1.4

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

視聴していない

携帯電話

カーナビ

パソコン（ノートパソコン、デスクトップ）

携帯音楽プレーヤー

ゲーム機

その他
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3.3 よく視聴しているジャンル 

ワンセグでよく視聴しているジャンルをお答えください。（あてはまるものすべて） 

ワンセグでよく視聴しているジャンルについて聞いたところ、ニュース/天気予報、ドラマ、

スポーツ、お笑い・バラエティといったジャンルの利用が多くあがった。 

ワンセグでよく視聴しているジャンル（n=843）（MA） 

57.9

9.6

34.6

14.1

33.6

18.3

8.2

0.6

31.7

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニュース/天気予報

映画

ドラマ

アニメ

スポーツ

音楽

趣味

グラビア/アイドル

お笑い、バラエティ

その他
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3.4 ワンセグの利用頻度 

この一ヶ月間で、ワンセグを利用している頻度をお答えください。 

ワンセグの利用頻度について聞いたところ、週 2 日～3 日という回答が最も多い（22.9%）。

週 1 日、月 2 日～3 日と続く。 

ワンセグの利用頻度（n=843） 

週4日～6日
8.5%

週2日～3日
22.9%

週1日
21.1%

月2日～3日
21.9%

月1日
8.4%

それ以下
10.6%

毎日
6.5%

  
 

3.5 ワンセグの利用時間 

ワンセグを利用する日に、平均してどのくらいの時間見ているか、一番近いものをお答え

ください。（1 つだけ） 

利用する日のワンセグの利用時間について聞いたところ、10 分～30 分未満という回答が

最も多い（38.9%）。30 分～1 時間未満、10 分未満、1 時間～2 時間未満と続く。 

ワンセグの利用時間（n=843） 

10分～30分未満
38.9%

30分～1時間未満
31.0%

それ以上
0.2%

3時間～5時間未満
0.4%2時間～3時間未満

1.4%

1時間～2時間未満
12.6%

10分未満
15.5%
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４．地上デジタル放送の利用状況 

ご自宅で視聴しているテレビ放送（地上波）は、地上デジタル放送ですか、アナログ放送

ですか。（１つだけ） 

地上デジタル放送の利用状況についてきいたところ、地上デジタル放送を主に視聴して

いると回答した人が 45.0%であった。まだ、アナログ放送を視聴している人のほうが多い。 

地上デジタル放送の利用（n=2,000） 

主にアナログ放送で
ある
52.9%

分からない
0.9%

テレビは視聴しない
1.2%

主に地上デジタル放
送である

45.0%
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５．映像配信サービスの利用状況の変化 

5.1 インターネットでの有料映像コンテンツ購入についての意識 

インターネットで有料で配信している映画やテレビ番組（アニメ、ドラマなど）、ビデオに関

わる支出について、以下のうちからあなたのお考えに最も近いものを選択してください。（１

つだけ） 

インターネットで有料で配信している映像ソフトについての意識をきいたところ、「レンタル

ビデオ店で借りるよりも安価であれば視聴する」（54.0%）という回答者が最も多くなった。次

に、「レンタルビデオ店で借りる程度の金額であれば視聴する」（21.8%）である。 

有料映像ソフト購入についての意識（n=2,000） 

レンタルビデオ店で借
りる程度の金額であ

れば、視聴する
21.8%

どのような場合であっ
ても、視聴しない

19.2%

レンタルビデオ店で借
りるよりも安価であれ

ば、視聴する
54.0%

好きなコンテンツであ
れば、高い支出を伴っ

てでも視聴したい
5.1%

  
5.2 有料映像コンテンツ購入頻度の変化 

１年前と比べて、インターネットで有料で配信している映画やテレビ番組（アニメ、ドラマな

ど）、ビデオの視聴の頻度はどうなりましたか。以下のうちから最も近いものを選択してくださ

い。（１つだけ） 

１年前と比べて有料映像ソフト購入頻度が「増えた」人が 12.6%、「減った」人 8.8%となっ

た。 

有料映像コンテンツ購入頻度の変化（n=2,000） 

変わらない
78.7%

減った
8.8%

増えた
12.6%
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5.3 有料映像コンテンツ視聴が増えた背景 

5.3.1 有料映像コンテンツ視聴が増えた理由 

視聴が増えた理由をご回答ください。（あてはまるものすべて） 

有料映像ソフト視聴が増えた理由をきいたところ、「好きなコンテンツが提供されるようにな

った、品揃えが増えた」が 57.5%で最も多くなっている。「インターネット回線が高速・大容量

となり、良い画質の映像が見れるようになった」「ネットでしか視聴できないコンテンツが提供

されるようになった」と続く。 

有料映像コンテンツ視聴が増えた理由（n=252） 

57.5

32.9

26.2

46.0

28.2

5.2

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好きなコンテンツが提供されるようになった、品揃えが
増えた

ネットでしか視聴できないコンテンツが提供されるよう
になった

画質の向上など提供される配信サービスのクォリティ
が高くなった

インターネット回線が高速・大容量となり、良い画質の
映像が見れるようになった

価格が手頃になった

それまで行っていた趣味や仕事などの時間が減った
（インターネットやテレビなどの媒体利用を除く）

その他

  

5.3.2 有料映像ソフト視聴が増えて利用しなくなったコンテンツ 

視聴が増えた分、利用しなくなったコンテンツなどがありますか。（あてはまるものすべて） 

有料映像ソフト視聴が増えて利用しなくなったコンテンツをきいたところ、「テレビの視聴が

減った」が最も多い（46.8%）。次に「新聞、雑誌、書籍などテレビ以外の媒体の利用が減っ

た」（38.5%）で既存メディアの利用が減っている傾向となった。 

有料映像ソフト視聴が増えて利用しなくなったコンテンツ（n=252） 

14.7

7.5

2.8

15.9

46.8

38.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無料で配信している映画やテレビ番組、ビデオなどの
視聴が減った

ワンセグの視聴が減った

ゲームなど他のネットコンテンツの利用が減った→ど
んなネットコンテンツですか？【　　　】

ブログ、SNSなどの利用が減った

テレビの視聴が減った

新聞、雑誌、書籍などテレビ以外の媒体の利用が
減った

その他
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5.4 有料映像コンテンツ視聴が減った背景 

5.4.1 有料映像コンテンツ視聴が減った理由 

視聴が減った理由をご回答ください。（あてはまるものすべて） 

有料映像コンテンツ視聴が減った理由をきいたところ、「そもそもコンテンツの利用が減っ

た（他の趣味や仕事などの時間が増えた）」が最も多い（50.3%）。そのほかでは、「価格が割

高に感じられるようになった」「同様のコンテンツが無料動画配信や地上放送など他の媒体

でも提供されるようになった」が多い。 

有料映像コンテンツ視聴が減った理由（n=175） 

11.4

21.7

5.1

38.3

50.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好きなコンテンツが提供されなくなった、品揃えが
減った

同様のコンテンツが無料動画配信や地上放送など他
の媒体でも提供されるようになった

画質など配信サービスのクォリティに不満を感じるよう
になった

価格が割高に感じられるようになった

そもそもコンテンツの利用が減った（他の趣味や仕事
などの時間が増えた）

その他

  

5.4.2 有料映像コンテンツ視聴が減って利用が増えたコンテンツ 

視聴が減った分、利用が増えたコンテンツなどがありますか。（あてはまるものすべて） 

視聴が減った分、利用が増えたコンテンツをきいたところ、「無料で配信している映画やテ

レビ番組、ビデオなどの視聴が増えた」が最も多い（55.4%）。「テレビの視聴が増えた」「新聞、

雑誌、書籍などテレビ以外の媒体の利用が増えた」と続き、既存メディアの利用が増えてい

る。「ブログ、SNS などの利用が増えた」という人も 18.3％いる。 

有料映像コンテンツ視聴が減って利用が増えたコンテンツ（n=175） 

55.4

8.0

2.9

18.3

30.9

26.3

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無料で配信している映画やテレビ番組、ビデオなどの
視聴が増えた

ワンセグの視聴が増えた

ゲームなど他のネットコンテンツの利用が増えた→ど
んなネットコンテンツですか？【　　　】

ブログ、SNSなどの利用が増えた

テレビの視聴が増えた

新聞、雑誌、書籍などテレビ以外の媒体の利用が増
えた

その他
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６．属性 

6.1 性別  

回答者の性別（n=2,000） 

女性
48.0% 男性

52.0%

  

 

6.2 年代 

回答者の年代（n=2,000） 

20歳代
18.7%

30歳代
23.8%

40歳代
20.0%

50歳代
18.7%

60歳以上
10.8%

10歳代
8.1%
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6.3 職業 

回答者の職業（n=2,000） 

会社員(事務系)
13.1%

会社員(技術系)
14.2%

会社員(その他)
10.5%

自営業
5.5%

専業主婦
18.2%

パート・アルバイト
10.3%

学生
11.7%

その他
8.1%

経営者・役員
2.5%

自由業
2.7%

公務員
3.5%

  

 
 

6.4 居住地の都市規模 

回答者の居住地の都市規模（n=2,000） 

その他の市部
50.7%

町・村部
6.4%

東名阪3大都市圏の
市部（選択肢1.を除

く）
10.6%

東京23区（特別区）、
政令指定都市

32.4%
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	「ビデオソフト」とは、ビデオカセット、ビデオディスク、ＤＶＤなどパッケージソフトのかたちで流通している映像ソフトのうち、劇場用映画、テレビ番組など他の映像ソフトをビデオ化したものを除いたオリジナルなビデオ作品とする。
	(社)日本映像ソフト協会の統計調査でのジャンルをベースに、「一般向けアニメーション」「音楽」「芸能・趣味・教養」「スポーツ」などのビデオを「ビデオソフト」とみなした。ちなみに同統計調査で、「映画」を映画ソフトと、「ＴＶドラマ」、「子供向けアニメーション」を地上波テレビ番組とみなしている。
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	ビデオソフトの一次流通市場は、ビデオ販売及びビデオレンタルの販売額並びにレンタル本数から市場規模、流通量を把握することができる。ただし、販売額は(社)日本映像ソフト協会の出荷金額のデータから流通マージン（25%）を上乗せして算出する（出荷額を販売額の0.75倍とした）。
	テレビ番組としての放送、映画化等の二次利用に当たっては、権利料が支払われるが、市場として捉えることが難しいことなどから、当面は考えないこととする。
	ビデオソフトの制作規模は制作単価に制作タイトル数を乗じ、制作量は平均収録時間に制作タイトル数を乗じることにより算出する。


	《ビデオソフト市場の動向》
	一次流通市場の動向
	ビデオソフトの一次流通の市場規模は、個人向け・業務用ソフトの販売、レンタルビデオ店での貸し出しによる売上額から算出される。近年、ＤＶＤの普及等を背景としてビデオソフトの一次流通市場は増加していたが、2007年の一次流通市場規模は2,731億円となり、2006年の3,196億円から大きく減少した。レンタルビデオの減少幅が大きい。個人向けセルビデオの分野ではほぼ全数がデジタルソフト（DVD）となり、その2007年の市場規模は1,542億円となった。
	2007年のビデオソフトの一次流通市場における流通量は3.7億時間となった。

	マルチユース市場の動向
	ビデオソフトのマルチユースの市場規模は、映画やテレビ放送での二次利用も考えられるが市場を捉えることが難しいため、ここではPCインターネットによる利用料収入から算出する。このようなネットワーク配信による利用収入は、2007年で567億円と、2006年の549億円から増加した。2007年のビデオソフトのマルチユース市場における流通量は2.4億時間と前年から微増した。
	ビデオソフトの市場規模は、マルチユース市場が一次流通市場の2割弱と規模が小さい。

	ソフト制作の動向
	2007年のビデオソフトの制作金額は294億円となっている。制作量は1,471時間である。

	ビデオソフト市場の構造と規模（2007年）
	ビデオソフト市場の推移（単位：億円）


	《ビデオ業界の動向》
	業界の概要
	ビデオソフト制作には、映画会社、ビデオ制作会社だけでなく、玩具メーカー、レコード会社など多様な業種の企業が参入している｡
	個人向けの販売ルートをみると、レコード店が半数近くの売上を占めている。その次に、ネット通販が多くなっている。また、数千店あるレンタルビデオ店がビデオソフト流通の大きなウェートを占めている。

	セルビデオの動向
	1990年代ビデオソフトの売上は横ばいであったが、ＤＶＤプレーヤーの普及により、2000年以降はＤＶＤソフトの売上が伸びたことから市場は拡大傾向にあった。2005年からは一転して、ビデオソフト売上高は減少し、2007年もその傾向が続いている。
	売上の内訳をみると、2006年にはビデオソフトのほとんどをＤＶＤが占めるようになった｡（図表1-2-1）
	ビデオソフトの出荷本数についても売上と同様、ＤＶＤが大きく出荷本数を伸ばしており、全体としても近年出荷本数は伸びている。ビデオカセットは増加傾向にあったが、ＤＶＤの普及の影響を受けた形で、1998年をピークに減少している。ビデオディスクの出荷本数が漸減しているのは、営業店向けビデオカラオケの需要が通信カラオケへと移行したことや、ＤＶＤなど新しい記憶媒体の出現による影響を受けたことがその理由として考えられる。（図表1-2-2）
	セルビデオのジャンル別の出荷本数では、映画（洋画）、アニメ、音楽（邦楽）、映画（邦画）の割合が高くなっている。これまで洋画は全体の4割を占めていたが、2007年には全体の3割にまで縮小している。（日本映像ソフト協会統計調査より）

	レンタルビデオの動向
	レンタルビデオ店数は減少傾向にある｡一店舗あたりの平均売上高は増加傾向にある。店舗の大規模化などがその要因として考えられる。（図表1-2-3）
	前述のようにセルＤＶＤの市場の拡大は著しく、これに伴いＤＶＤのレンタルを実施している店舗の割合も急速に増加し、2007年にはほぼ全店舗でDVDのレンタルを実施している。（日本映像ソフト協会「ビデオレンタル店実態調査」より）

	ソフト制作の動向
	ＤＶＤの新作販売点数は、1999年以降大きく伸びたが、この2005～2007年は横ばいで推移している。ＤＶＤが伸びた影響によりビデオカセットの新作販売点数は、2000年をピークに減少している。（図表1-2-4）



	１－３　地上テレビ番組
	《地上テレビ番組の定義》
	「地上テレビ番組」とは、地上テレビ放送用に制作された映像ソフトとする。地上デジタルテレビ放送用の映像ソフトも含む。
	他のメディア用に制作されたソフトが地上波により放送されるような場合は、他のメディア・ソフトのマルチユースとみなす。（例えば、映画館での上映のために制作された映画ソフトが地上テレビで放送される場合、映画ソフトのマルチユースとし、地上テレビ番組とは区別する。）

	《地上テレビ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	地上テレビ番組の一次流通市場の規模は、地上テレビ放送局の収入（民放においてはテレビ放送事業収入、NHKにおいては受信料収入）に地上テレビ番組放送率（映画ソフト、衛星テレビ番組の二次利用となる番組放送分を除く）を乗じることによって把握する。流通量は、NHKが毎年6月に調査している国民の平均年間テレビ視聴時間に視聴人口、地上テレビ番組放送率を乗じることで推計する。
	地上デジタルテレビ放送については、そのほとんどが従来のアナログ放送のサイマル放送であることから、地上アナログ放送用の番組と地上デジタル放送用の番組の双方を区別しないこととしてきたが、今回はユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用いて、地上テレビ番組全体の市場規模、流通量をアナログ／デジタルに配分する。また、ワンセグについては、昨年度のＷebアンケートで把握したユーザーのワンセグ放送サービス視聴状況（視聴割合、視聴時間等）により、流通量を算出する。
	地上テレビ番組のマルチユース市場は、ビデオや映画など他メディアの中で流通した地上テレビ番組の割合を推計し、その割合をそれぞれのメディアのソフトの売上高等に乗じて算出する。同様の方法で流通量も捉える。なお、一次流通市場と同様の方法で、市場規模、流通量をアナログ／デジタルに配分する。
	地上テレビ番組の素材利用は、市場として捉えることが難しいため考えない。
	地上テレビ番組の制作金額については、地上テレビ放送局のテレビ放送事業収入から設備投資額と経常利益を除いたものに地上テレビ番組制作率（映画ソフト、衛星テレビ番組の地上波放送分、再放送分を除く）を乗じることで推計する。制作量については、総放送時間から同様に推計する。
	なお、ランダムに抽出した15日間の関東キー局の番組表より、映画ソフト、ＢＳテレビ番組、ＣＳテレビ番組、再放送番組の時間比率を算出し、地上放送における映画放送率、ＢＳ番組放送率、ＣＳ番組放送率、再放送率を推計する。


	《地上テレビ番組の市場の動向》
	一次流通市場の動向
	地上テレビ番組の一次流通市場の規模は地上テレビ放送局のテレビ放送事業収入から算出する。ただし、NHKの場合は受信料収入を地上テレビ分、衛星テレビ分、ラジオ放送分に振り分けることで抽出した。地上テレビ番組の2007年の一次流通市場は2兆5,940億円であり、2006年の2兆5,418億円から2.1%増加している。
	NHKの受信料収入が増加するとともに、民放テレビのテレビ放送事業収入が2005年の水準に回復したことが、地上テレビ番組の一次流通市場の規模が増加した要因である。
	ユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用いて、地上テレビ番組全体の市場規模をアナログ／デジタルに配分した。地上デジタルテレビ放送の2007年の一次流通市場は7,073億円であった。
	地上テレビ番組の2007年の一次流通の流通量は1,469億時間となり、2006年の1,442億時間から1.9%増加している。民放テレビの視聴時間は2006年比で横ばいながら、NHKの視聴時間が減少したことが影響している。
	流通量についても、市場規模と同様に、ユーザーの地上デジタル放送視聴状況を用いて、地上テレビ番組全体の流通量をアナログ／デジタルに配分した。また、ワンセグについては、昨年度Ｗebアンケートにおけるユーザーのワンセグ放送サービス視聴状況により、流通量を算出した。地上デジタルテレビ放送の流通量は387億時間となり、ワンセグ放送の流通量は49億時間となった。

	マルチユース市場の動向
	地上テレビ番組のマルチユースの市場規模は、衛星放送、ＣＡＴＶ、ビデオにおいて地上テレビ番組が二次利用された割合（地上テレビ番組放送率等）を推計し、衛星テレビ放送局、ＣＡＴＶ局の事業収入にその割合を乗じることで算出する。
	地上テレビ番組の2007年のマルチユース市場は、DVD、ビデオレンタルが好調で、4,154億円に達し、2006年の3,426億円から21.3%増と拡大している。
	衛星（ＢＳ、ＣＳ）放送における地上テレビ番組の2007年のマルチユース市場の規模は247億円となり、2006年の291億円から15.2%減少し、減少傾向が続いている。NHKのＢＳ放送における地上テレビ番組のマルチユースの減少が続いていることが背景にある。
	地上テレビ番組の市場規模全体に占めるマルチユース市場の割合（2007年）は13.8%である。この割合は、2006年より1.9％上昇し、上昇傾向は続いているが、他のメディアに比べると依然として小さい。
	地上テレビ番組の2007年のマルチユースの流通量は21.6億時間となり、2006年の20.6億時間から4.9%増加した。地上テレビ番組の流通量全体に占めるマルチユース市場の流通量の割合（2007年）は前年並みの1.4%である。

	ソフト制作の動向
	地上テレビ番組の2007年の制作金額は1兆8,609億円であり、2006年の1兆7,497億円から6.4%増加した。民放の制作金額増加が要因となっている。2007年の制作量は32.3万時間であり、2006年の31.9万時間から1.1%増加している。

	地上テレビ番組市場の構造と規模（2007年）
	地上テレビ番組市場の推移（単位：億円）


	《地上テレビ放送業界の動向》
	業界の概要
	地上テレビ番組の多くは地上テレビ放送局を中心に制作・流通する。流通過程では、地上波で地上テレビ放送局から直接視聴者に届くため、中間的な流通事業者は存在しない。一度地上波で放送された地上テレビ番組が衛星放送などで再放送されるケースが増えている。
	従来のアナログ放送に加え、2003年12月より地上デジタルテレビ放送が始まった。2011年7月にはアナログテレビ放送が終了し、デジタル放送に完全移行する予定である。また、2006年4月からはワンセグ放送が始まり、2008年4月からはワンセグ独自の番組を放送することが可能となった。

	地上テレビ業界の構造
	地上テレビ放送事業の動向
	民放のテレビ放送事業収入は、2001年度から下落、2003年度から増加、2005年度以降は再び下落と増減を繰り返してきたが、2007年度は増加に転じている。一方､NHKの受信料収入は2004年度まで微増が続いており、2005年度に微減となったものの、2006年度は再び増加している（図表1-3-1）。
	NHK総合テレビの放送時間は、2000年度以降、微増・微減を繰り返しているものの、ほぼ横ばいで推移している。教育テレビの放送時間は、2005年度に微減し、2006年度には2000年度以降で初めて大幅に減少した。2007年度は微増となったものの、2000年度以降、1日24時間放送を基本としてほぼ最大値であった水準と比べ、減少している。一方、民放のテレビ放送時間の増加傾向は続いている。（図表1-3-2、図表1-3-3）



	１－４　衛星テレビ番組
	《衛星テレビ番組の定義》
	「衛星テレビ番組」とは、衛星放送（ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、東経124／128度及び東経110度ＣＳデジタル放送、2.6GHz帯衛星デジタル音声放送）向けに制作された映像ソフトとする。

	《衛星テレビ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	衛星テレビ番組の一次流通市場の規模は、衛星放送における収入（民放では営業収入、NHKでは受信料収入）に衛星テレビ番組放送率を乗じ、他メディア向けに制作されたソフトのマルチユース分を除いて算出する。流通量についても同様の方法で、1年間に視聴された衛星テレビ番組の延べ時間を把握する。
	ＣＡＴＶを経由した衛星テレビ番組の放送については、ＣＡＴＶによる衛星テレビ番組のマルチユースとする。このマルチユースの市場規模は、ＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組放送率を推計した上で、ＣＡＴＶ局の収入からＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組放送率を乗じて算出する。流通量についても同様に算出する。
	衛星テレビ番組の素材利用は、地上テレビ番組のケースと同様に当面考えない。
	衛星テレビ番組の制作については、衛星テレビ放送局の制作費に衛星テレビ番組放送率を乗じることで推計する。制作量については、総放送時間から同様に推計する。
	ランダムに抽出した15日間の番組表より、映画ソフト、地上テレビ番組、ＣＳテレビ番組の時間比率を算出し、ＢＳ放送における映画放送率、地上テレビ番組放送率、ＣＳテレビ番組放送率、再放送率を推計する。ＣＳ放送及び2.6GHz帯衛星デジタル音声放送については、各プラットフォーム事業者の番組表から算出する。


	《衛星テレビ番組の市場の動向》
	一次流通市場の動向
	衛星テレビ番組の一次流通市場の規模は衛星テレビ放送局のテレビ放送事業収入から算出する。ＢＳ放送、ＣＳ放送の受信契約者の増加とともに、衛星テレビ番組の2007年の一次流通市場は3,508億円となり、2006年の3,228億円から8.7%増加している。
	衛星テレビ番組の一次流通の流通量は2007年に71.0億時間となり、2006年の68.4億時間に比べ3.8%増となっている。ＢＳデジタル放送の視聴時間の増加が、流通量の増加要因である。

	マルチユース市場の動向
	衛星テレビ番組のマルチユースの市場規模は、地上放送、ＣＡＴＶにおいて衛星テレビ番組が二次利用された割合（衛星テレビ番組放送率）を推計し、地上テレビ放送局、ＣＡＴＶ局のテレビ放送事業収入に衛星テレビ番組放送率を乗じて算出する。
	衛星テレビ番組の2007年のマルチユース市場規模は3,668億円となり、2006年の3,424億円から7.1%増となっている。ＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組のマルチユースが増加したことが背景にある。
	衛星テレビ番組のマルチユース市場規模では、ＣＡＴＶにおけるマルチユース市場の規模が大きく、衛星テレビ番組のマルチユース市場の80.6％（2007年）を占めている。ＣＡＴＶにおける衛星テレビ番組のマルチユース市場規模は、2007年に2,938億円となり、2006年の2,653億円から10.7%増となっている。
	衛星テレビ番組の市場規模全体に占めるマルチユース市場の割合（2007年）は52.3%と大きく、映画ソフトのマルチユースの割合に次ぐ規模となっている。
	衛星テレビ番組の2007年のマルチユースの流通量は48.5億時間となり、2006年の53.0億時間から8.5%減となっている。流通量が多い地上テレビ放送での衛星テレビ番組のマルチユースが減少したことが要因となっている。

	ソフト制作の動向
	衛星テレビ番組の2007年の制作金額は2,145億円であり、2006年の2,144億円からほぼ横ばいとなっている。2007年の制作量は75.0万時間となり、2006年の54.3万時間から38.2%増となっている。

	衛星テレビ番組市場の構造と規模（2007年）
	衛星テレビ番組市場の推移（単位：億円）


	《衛星テレビ放送業界の動向》
	業界の概要
	衛星放送には放送衛星を利用するＢＳ放送と通信衛星を利用するＣＳ放送がある。2000年12月にＢＳデジタル放送が始まったことで、ＢＳ放送にはＢＳアナログ放送とＢＳデジタル放送が存在する。
	従来の東経124／128度に位置する通信衛星を利用するＣＳデジタル放送に加え、2002年3月には、ＢＳ放送の放送衛星と同じ経度（東経110度）に位置する通信衛星を利用するＣＳデジタル放送が始まっている（110度ＣＳ放送）。また、移動体向けの衛星放送として、2.6GHz帯（Ｓバンド）を用いた衛星デジタル音声放送が2004年10月に始まり、一部簡易動画としてテレビ番組を放送している。
	ＢＳデジタル放送の多くの放送局は無料で番組を放送しているが、ＣＳデジタル放送では視聴者から視聴料を徴収する有料放送で番組が放送されているケースが多い。衛星放送は、衛星波による直接受信のほか、ＣＡＴＶ経由で受信される場合もある。
	ＢＳデジタル放送では、映像番組だけでなく、双方向性のあるデータ放送の番組も提供している。

	衛星テレビ業界の構造
	衛星テレビ放送事業の動向
	NHKのＢＳ放送（デジタル・アナログの合計）の受信件数は着実に増加している。2007年度末の受信件数は2006年度末から3.9%増の1,342万件となっている。一方、BS放送局であるWOWOWの契約件数は、2002年度末から4年連続で前年比マイナスであったが、2006年度より微増傾向にある。（図表1-4-1）
	地上デジタル放送、ＢＳデジタル放送、東経110度ＣＳ放送の3つの放送波を1台で受信できる機能を備えた薄型テレビ受信機の出荷の増加により、ＢＳデジタル放送の普及が進んでいる。また、ＢＳデジタル放送を再送信するＣＡＴＶ事業者も着実に増えており、ケーブルテレビ経由でＢＳデジタル放送を視聴する人も増えている。その結果、ＣＡＴＶ経由の受信を含むBSデジタル放送の受信件数は2006年度末に2,000万件を超え、2007年度末には3,500万件を突破した（図表1-4-2）。
	ＣＳ放送の受信契約数は2006年度まで増加傾向であったが、2007年度末で414万件（110度ＣＳ放送分を含む）と2006年度末から微減となっている。110度ＣＳ放送分は増えているが、ＣＳ放送分の減少が要因となっている（図表1-4-3）。



	１－５　ＣＡＴＶ番組
	《ＣＡＴＶ番組の定義》
	「ＣＡＴＶ番組」とはＣＡＴＶ向けに自主制作された番組である。
	番組供給会社が衛星放送向けに提供している番組もＣＡＴＶで放送されている。このような番組を、ここではＣＡＴＶ経由でマルチユースされる「衛星テレビ番組」として捉え、「ＣＡＴＶ番組」の市場には含めないものとする。

	《ＣＡＴＶ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	ＣＡＴＶ番組の市場は、自主番組を放送するＣＡＴＶ局の収入及び1年間に視聴されたＣＡＴＶ番組から、映画ソフト、地上テレビ番組、衛星テレビ番組の放送分を除いて把握する。なお、営利を目的としない地上テレビ放送の難視聴を解消するためのＣＡＴＶについては除外している。
	ＣＡＴＶ番組の一次流通市場の規模は、ＣＡＴＶ局の営業収益から自主放送に相当する分を算出する。ＣＡＴＶで流通する多くの番組は衛星テレビ番組の再送信である。衛星テレビ番組の再送信は、衛星テレビ番組のマルチユース市場に含めている。
	映画放送率、地上テレビ番組放送率、衛星テレビ番組放送率はイッツ･コミュニケーションズ（株）の番組表から算出する。


	《ＣＡＴＶ番組の市場の動向》
	一次流通市場の動向
	ＣＡＴＶの一次流通の市場規模は2007年に226億円となり、2006年の209億円から7.9%増となっている。近年、ＣＡＴＶ各社はオリジナル番組を強化しており、ＣＡＴＶの市場規模が増加傾向にある。
	ＣＡＴＶの一次流通の流通量は2007年に0.9億時間となり、2006年からほぼ横ばいとなっている。

	マルチユース市場の動向
	ＣＡＴＶ番組のマルチユースについては、自主制作されたＣＡＴＶ番組が他のメディアで利用されるケースがほとんどないと考えられるため、当面考えないこととするP3F P。

	ソフト制作の動向
	2007年のＣＡＴＶ番組の制作金額は260億円となり、2006年の183億円から41.7%増となっている。制作量は2007年に9.9万時間となり、2006年の9.4万時間から4.9%増となっている。制作金額及び制作量の増加も、各社のオリジナル番組の強化が背景にあると考えられる。

	ＣＡＴＶ番組市場の構造と規模（2007年）
	ＣＡＴＶ番組市場の推移（単位：億円）


	《ＣＡＴＶ業界の動向》
	業界の概要
	ＣＡＴＶで放送される番組は、衛星テレビ番組など他の放送メディアのソフトのマルチユースがほとんどであり、ＣＡＴＶ事業者が提供する自主制作番組の割合は低い。
	流通の仕組みとしては、ＣＡＴＶ局から直接ケーブルにより契約者（視聴者）へ送信される。

	ＣＡＴＶ業界の構造
	ＣＡＴＶ事業の動向
	ＣＡＴＶ施設には、地上テレビ放送の難視聴対策として地上放送を再送信するＣＡＴＶ施設と自主放送を行うＣＡＴＶ施設がある。
	ＣＡＴＶ受信契約数（再送信ＣＡＴＶ及び自主放送ＣＡＴＶの合計）は2007年度末で2,986万件となり、2006年度末の2,875万件から3.9%増加している。（図表1-5-1）
	ＣＡＴＶ施設数は2001年度より微増傾向が続いてきたが、2007年度末には74,841施設となり、微減に転じた。（図表1-5-2）
	自主放送を行うＣＡＴＶ施設数は1998年度のピークの後、一進一退で推移したが、2004年度以降は減少傾向である。2007年度末は924施設であり、2006年度から1施設減少している。（図表1-5-3）
	自主放送ＣＡＴＶの加入世帯件数は2006年度末の2,063万件から6.5%増加し、2007年度末には2,197万件となった。自主放送ＣＡＴＶの加入世帯数は増加傾向を保っているが、2002年度まで伸び率（前年度比増加率）が10%以上あったのに対し、2003年度以降は10%に届かずにいる。（図表1-5-3）



	１－６　ゲームソフト
	《ゲームソフトの定義》
	「ゲームソフト」とは、家庭用ゲーム機、PC（パーソナルコンピュータ）、アーケードゲームで利用されるゲームソフト及びネットワーク上で流通するゲームソフトとする。ただし、ゲーム機で動作するが、ゲーム用でないソフトは含まない。

	《ゲームソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	ゲームソフトの一次流通市場としては、家庭用ゲーム、PCゲーム、アーケードゲームを対象とする。（ただし、アーケードゲームではそのうちのビデオゲームのみを捉え、メダルゲーム、クレーンゲーム等は除くこととする｡また、家庭用ゲーム、PCゲーム、アーケードゲームでは、一つのゲームソフトがその他のゲームに移殖され、販売・利用される場合があるが、ここでは、それらを一次流通市場において捉える。
	マルチユース市場は、PCインターネット、携帯インターネットにおけるゲームソフト配信、オンラインゲームとする。
	ゲームソフトの制作金額は、タイトルごとにばらつきが大きいため、ゲームソフトの売上より把握する。


	《ゲームソフト市場の動向》
	一次流通市場の動向
	ゲームソフトの一次流通の市場規模は、家庭用ゲーム、ＰＣゲームの販売額、アーケードゲームのうちビデオゲームによる売上高から算出される。近年、従来からのパッケージによるゲームソフトの売行きが不振なことから、ゲームソフトの一次流通市場は減少していたが、2006年に増加に転じた。2007年は5,211億円と前年から横ばいとなった（2006年5,284億円）。
	2007年のゲームソフトの一次流通市場における流通量は2.0億時間である。

	マルチユース市場の動向
	ゲームソフトのマルチユースの市場規模は、PCインターネット及び携帯インターネットでのソフト配信、オンラインゲームによる利用料収入から算出される。この市場は、2007年が1,484億円と2006年の1,356億円から増加した。内訳をみると、携帯インターネットが大きく伸びているのに対し、ＰＣインターネットは昨年から微増となった。なお、ゲームソフトのマルチユース市場はゲーム市場規模全体の2割強となっている。

	ソフト制作の動向
	2006年のゲームソフトの制作金額は1,851億円である。制作量は1,648時間である。
	ゲームソフト市場の推移（単位：億円）


	《ゲーム業界の動向》
	業界の概要
	家庭用ゲーム機向けのゲームソフトの制作は、ソフトメーカーが開発したゲームソフトをゲーム機メーカーが生産委託を受けて生産する形態をとっている。このため従来ゲーム機メーカーはソフトメーカーより優位な立場にあったが、最近では人気のあるソフトを確保することがゲーム機の販売を左右するとも言われており、ゲーム機メーカーとソフトメーカーの関係も変わりつつあるといわれている｡
	家庭用ゲーム機向けのゲームソフトの流通は、自社系列の問屋グループから玩具店、自社FC店などにソフトを流通させるほか、大手量販店やレコード店、コンビニエンスストア等で販売するなど販売ルートの多様化が進んでいる。一方、ゲームソフトの中古販売も大きなウェートを占めており、CESAのユーザーアンケート調査（「CESAゲーム白書2008」）では、新品と中古の購入数の比率は7：3程度となっている（1ユーザーが年間購入するソフト6.3本のうち1.7本が中古ソフト）。
	ゲームソフトメーカーでは、ゲーム作家やプログラマーなどがゲームの制作を行っている。ゲームソフトの制作費は人件費が6～7割を占めているといわれており、ゲーム機の高度化に伴う制作期間の長期化により制作費も上昇している（図表1-6-4参照）。携帯ゲーム機向けソフトの開発費は、テレビゲーム機に比べて小さいため、中小の会社は携帯ゲーム機向けソフト開発に事業の軸足を移しているといわれている。
	こうした開発費の高騰もあり、過去に販売したソフトを廉価版として販売することも行われており、2007年に発売された1,399タイトルのうち382タイトルが廉価版・低価格タイトルであった。

	家庭用ゲーム、アーケードゲームの動向
	主な家庭用ゲーム機（ハード）の販売数をみると、2004年まで減少傾向にあったが、携帯型の新型機種の発売により、2005年には増加に転じた。ゲーム機の販売数は、新機種投入による販売数の増加と旧機種販売が一巡することによる減少との関係できまってくる。2000年にはプレイステーション（プレステ）2の新規発売効果を上回る形で旧機種の販売数が減少したため、総数では前年を割り込んだ。2001年には新型の携帯型ゲーム機（ゲームボーイアドバンス）やゲームキューブの発売により販売数が急増したものの、2002年～20...
	家庭用ゲーム用ソフトの販売数は、2000年以降、減少傾向にあったが、2006年に大きく増加した。内訳をみてみると、2003年以降、携帯型ゲーム機用のソフトが急速に売上を伸ばしており、2006年には据え置き型向けのソフトの販売数を逆転した。2007年は携帯型ゲーム機用のソフトの販売数が減少したものの、据え置き型向けのソフトよりも依然として多い。（図表1-6-2、図表1-6-3）

	ソフト制作の動向
	ゲームソフトの制作にあたるチームは4名（プログラマー：2、デザイナー：2）程度であったが、最近の新機種用のソフト制作では、ゲームソフトの高度化にともない、10～20名（プログラマー：5～10名、デザイナー：5～10名）程度のスタッフが起用されているといわれている。
	ゲームソフトの制作費は人件費が6～7割を占めているといわれている。このため、制作費は制作スタッフを何人起用するかによって大きく変動する。ゲーム機の高度化にともない、制作期間が長期化し、制作費が上昇しているといわれている。このようにゲームソフトの制作は、ハイリスク・ハイリターンの傾向が強まってきているといえる。
	こうしたゲーム機の高度化に対応したソフト制作とは別のアプローチをとる取り組みも行われるようになってきている。例えば、Wiiは直感的にプレイすることができる新しいリモコンを用意し、誰もが自由自在に操作できることを特徴としているが、ソフトもこれに対応してこのリモコンを使用してスポーツを体験するといったゲームの新しい楽しさを提供するものが出てきている。

	通信ネットワークによる配信の動向
	ブロードバンドの普及にともない、通信ネットワークを通じてPCや携帯インターネットにゲームソフトを配信するダウンロード販売が普及している。
	これまで、家庭用ゲーム機のソフトでは主にROM、CD-ROMといったパッケージが利用されてきた。ネットワークを利用したゲームソフトの配信としては、これまでにもコンビニエンスストアでのダウンロードサービスやＣＡＴＶ等を利用した試行的な配信サービスが行われてきたが、プレイステーション2をはじめとする最近の家庭用ゲーム機でネットワーク機能の高性能化が図られ、パッケージのゲームソフトと連動したデータ配信やダウンロードサービスなどが行われている。
	プレイステーション3では、DVDの5倍の容量をもつブルーレイディスクが搭載され、HDTV対応の高精細な画面が楽しめる。また、大容量のネットワーク機能が強化され、インターネットに接続してホームページの閲覧ができるほか、専用のオンラインサービスではゲームダウンロードなどのサービスを提供している。

	オンラインゲームの動向
	ゲームソフトのダウンロードとは異なり、インターネット経由でサーバーに接続してデータを交換することによりゲームを進行するオンラインゲームP4F Pが急速に普及している。
	オンラインゲームには、インターネットを介して複数の人が同時に参加して行われる多人数参加型、将棋や格闘技など少人数で行う対戦型ゲーム、ブラウザ上で動作するタイプのものなどがある。
	オンラインゲームは従来のゲームと違った魅力をもっているため、従来のテレビゲームのコアユーザーとは異なる層を惹きつけている。オンラインゲームはいわばコミュニティ形成のプラットフォームになっていることから、他のゲームソフトとの競合というよりも、ブログやSNS（ソーシャルネットワーキングサイト）等と競合するようになっているとオンラインゲーム事業者は指摘している。




	２．音声系ソフト
	２－１　音楽ソフト
	《音楽ソフトの定義》
	「音楽ソフト」とは、メディア・ソフトとして流通する楽曲のソフトとする。コンサートなどの演奏は含めない。また、日本レコード協会加盟会社のものを対象とする。

	《音楽ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	音楽CD、音楽テープ等の生産額及び収録時間を一次流通市場として捉える。
	マルチユース市場としては、レンタルや音楽ソフトの提供を目的とした有線放送、通信カラオケ、着メロなどネットワークによる配信を対象とする。
	音楽ソフトの制作では、オーディオレコードの制作に要した費用と新譜の総収録時間について捉える。


	《音楽ソフト市場の動向 》
	一次流通市場の動向
	音楽ソフトの一次流通の市場規模は、音楽CD等の生産金額から算出される。近年、音楽CD等の売行きが不振なことから、音楽ソフトの一次流通市場は2007年も減少し、3,333億円となった。
	2007年の音楽ソフトの流通量は1.8億時間であった。

	マルチユース市場の動向
	音楽ソフトのマルチユースの市場規模は、レンタル、有線放送による売上、通信カラオケソフトの売上、着メロ・着うたや音楽配信などPCインターネット、携帯インターネット配信による販売/利用料収入等から算出される。近年、携帯インターネットへの着メロ・着うたの配信を中心としたネットワークによる配信事業が好調なことから増加傾向にあったが、有線放送収入、カラオケなどが減少したことから、音楽ソフトの2007年マルチユース市場は4,031億円となり、2006年の4,133億円から減少した。
	通信系の市場規模については、着メロや着うたなどの携帯インターネット配信は、2007年は1,962億円と2006年から微増となった。一方、PCインターネット配信は、2007年は670億円と2006年から1割以上の増加となった。なお、音楽ソフトのマルチユース市場の規模は、一次流通市場の規模と比べて大きな比率となっている。この比率は年々上昇し、2005年に音楽ソフト全体市場規模の半分近く（47%）であったものが、2006年（54%）、2007年（55%）では半分を超えている。
	2007年の音楽ソフトの流通量は40.9億時間である。なお、音楽ソフトのマルチユース市場での流通量増加傾向にあり、一次流通市場の20倍超の規模になっている。

	ソフト制作の動向
	2007年の音楽ソフトの制作金額は1,570億円である。制作量は0.7万時間である。
	音楽ソフト市場の推移（単位：億円）


	《音楽業界の動向》
	業界の概要
	音楽ソフトの流通は、CD、テープ等の販売のほか、レンタル、有線放送、その他放送での流通と広範にわたっている。近年、インターネットを媒介したPCへの配信や携帯インターネットへの着メロ・着うたの配信など通信ネットワークを利用した新しい形態のノンパッケージ流通が急速に成長している。
	日本レコード協会（正会員19社）に加盟しない新興会社や音楽家はインディーズと呼ばれている。

	音楽の著作権等の権利処理
	音楽ソフトは、多くのメディアでソフトの素材として利用されるため、権利処理システムが発達している。
	2001年10月に著作権等管理事業法が施行され、作詞、作曲家などの著作権者やレコード会社等の著作隣接権者に代わり第三者が著作物の使用料を徴収することが可能となった。これにより、(社)日本音楽著作権協会に限られていた著作権等管理事業にイーライセンス、ジャパン・ライツ・クリアランス、ダイキサウンドなど新規事業者が参入している。
	(社)日本芸能実演家団体協議会は、音楽演奏者等の実演家の権利を保護し、放送やレンタルで使用された音楽の使用料を実演家に配分している。
	(社)日本レコード協会は、レコードの放送、レンタルに当たって使用料を徴収し、レコード会社に配分している。

	音楽ＣＤ等の販売動向
	音楽CD等の生産額は1980年代以降増加し続け、1998年のピーク時には6,000億円を超えるまで拡大したが、1999年以降はヒット作に恵まれていないこともあり、縮小に転じている。2007年には約3,300億円とピーク時の6割を切るほどまでになった。（図表2-1-1、図表2-1-2）

	レンタル業の動向
	レンタルレコード店の店舗数は、1989年の6,213店をピークに減少に転じており、2007年には3,113店とピーク時の半分にまで減少している。（図表2-1-2）

	素材利用の動向
	(社)日本音楽著作権協会が徴収する音楽著作権使用料は、通信ネットワークを通じた配信の増加により増加傾向にある。2007年には1,157億円となった。（図表2-1-3）

	ネットワーク配信の動向
	音楽ソフトのネットワーク配信には、店頭端末に配信する形式と家庭のパソコンや携帯端末に配信する形態がある。ブロードバンドネットワークの普及、携帯端末の高機能化などが進んだことから、現在ではパソコン、携帯電話にダウンロードする形態が主流となった。
	楽曲をパソコンに配信するタイプでは、配信事業者がインターネット上にサイトを設け、利用者からの配信要求に応じて配信を行う。米国では1曲1ドルという安価で楽曲を配信するサイトが人気を集めるなど、急速にインターネット配信が広がり、ダウンロードした楽曲を携帯音楽プレーヤーで聞くスタイルが普及しつつある。
	携帯電話については、楽曲を利用する着うたが普及するとともに、携帯電話で楽曲を聞くサービスも始まっている。auが提供する「LISMO!」は、CD楽曲をパソコンから携帯電話に読み込む、パソコンから着うたフルやビデオクリップを購入する、自分だけのプレイリストを作るといったことができる。

	ソフト制作の動向
	音楽ソフトの制作では、レコード会社以外で原盤を制作するケースが増えているといわれている。また、CDの普及とともに楽曲の録音や編集過程でデジタル技術が利用されるようになり、音楽ソフトの製造プロセスで音質の劣化が減り、生産効率は高まっているといわれている。
	日本レコード協会に加盟するレコード会社には、共同で設立した流通網があり、日本レコードセンターとジャパン・ディストリビューション・システムは、メーカーから卸会社や販売店への配送を行っている。日本レコード販売網は卸業者として販売店への支援などを行っている。一方、インディーズでは、宅配等を利用して配送するか、レコード販売店に直接持ち込んで販売を委託するといった方法がとられている。



	２－２　ラジオ番組
	《ラジオ番組の定義》
	「ラジオ番組」とは、ラジオ放送用に制作・編集された音声ソフトとする。
	ラジオ番組を放送する放送局として、地上波ラジオの中波局、短波局、FM局及び衛星波ラジオのＢＳ局、ＣＳ局（PCM放送）を対象とする。

	《ラジオ番組の市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	ラジオ番組の一次流通市場の規模は、ラジオ放送局の収入（民放においてはラジオ放送事業収入、NHKにおいては受信料収入）により把握する。流通量は、国民の年間ラジオ聴取時間より推計する。
	ラジオ番組は、有線放送におけるラジオ番組の再送信、ポッドキャスト等によるインターネット配信などでマルチユースされているが、統計の制約により当面考えない。
	ソフト制作については、ラジオ番組の制作に要した費用及び制作された番組の総時間から捉える。


	《ラジオ番組市場の動向》
	一次流通市場の動向
	ラジオ番組の一次流通市場の規模は、地上波・衛星ラジオ放送局の収入から算出する。
	ラジオ広告費の減少が続いており、民間ラジオ放送局の営業収入が減少している。2007年のラジオ番組の一次流通市場規模は2,656億円となり、2006年の2,705億円から1.8%減となっている。
	平均ラジオ聴取時間が減少傾向にあり、2006年の34分から2007年は33分となった（NHK文化研究所調べ）。これにより、ラジオ番組の一次流通市場の流通量も減少し、2007年の一次流通市場の流通量は237億時間となり、2006年の244億時間から2.9%減となっている。

	マルチユース市場の動向
	ラジオ番組のマルチユースはポッドキャスト等でのインターネット配信（いわゆるネットラジオ）がある。しかし、有料のネットラジオでは利用が減少し、データの取得が困難となったため、本調査からラジオ番組のマルチユース市場の把握を見合わせた。

	ソフト制作の動向
	2007年のラジオ番組の制作金額（ＢＳラジオ放送を除く）は1,391億円であり、2006年の1,392億円から微減となっている。制作量は72.3万時間であり、2006年の70.9万時間から2.0%増となっている。

	ラジオ番組市場の構造と規模（2007年）
	ラジオ番組市場の推移（単位：億円）


	《ラジオ放送業界の動向》
	業界の概要
	FM放送局の増加やＣＳ局の登場によるラジオ局数の増加により、ラジオ放送において同じ音声系の音楽ソフトに関連した番組の役割が高まっているといわれている。ラジオ番組で音楽ソフトが使用される際、著作権等の権利団体を通じて権利者に二次使用料等が支払われる。
	ラジオ番組の制作でも、番組制作プロダクションなどに外注する場合はあるが、ラジオ放送局の内部制作率はテレビ番組のそれに比べると高いといわれている。
	ＢＳデジタルラジオ放送では、ほとんどの局が2005年度末で終了し、2006年度も放送を続ける局は1局だけとなったP5F P。その1社も2006年度に放送を休止し、2007年度には委託放送事業者認定が取り消しとなり、現在ではＢＳデジタルラジオ放送は終了している。

	ラジオ業界の構造
	ラジオ事業の動向
	ラジオ広告費が伸び悩んでいることから、民間ラジオ放送局の営業収入は近年低迷している。10年前の1998年度は2,463億円であったのが、2007年度は720億円減少（29.1%減）して、1,746億円となった。（図表2-2-1）
	ラジオ放送局の数は、一時FM局の増加に伴い増加傾向にあったが、ここ6年間は101社であり、変化がない。（図表2-2-2）
	1998年度までコミュニティFMの新規開局が相次ぎ、コミュニティFM局数が急増した。1999年度以降、新規に開局する数は10局前後で推移している。2007年度は1999年度以降で最も多い18局が開局し、コミュニティFM放送局は215局になった。（図表2-2-3）

	ネットワーク配信の動向
	インターネットラジオなどを携帯オーディオプレーヤーにダウンロードして聴取するポッドキャストに対応したサイトが増えている。当初は、個人によるネットラジオが多かったが、既存のラジオ局が放送中の番組の一部をポッドキャストサービスで配信するケースも増えている。
	ラジオ番組のポッドキャストでも、パソコンにダウンロードするサービスの多くは無料であるが、携帯電話向けのラジオ番組配信では有料のケースがある。
	ラジオ番組をストリーミング配信するインターネットラジオ番組は、ラジオで放送された番組のマルチユースもあるが、完全なオリジナル番組を配信することもある。




	３．テキスト系ソフト
	３－１　新聞記事
	《新聞記事の定義》
	「新聞記事」とは、新聞への掲載のために作成された記事・広告等とする。
	新聞には一般日刊紙の他、各種専門紙、業界紙などがあるが、ここでは、日本新聞協会に加盟している新聞社が発行する新聞を対象とする。

	《新聞記事の市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	印刷物の形で新聞販売店等を経由して販売するルートを一次流通市場として捉える。
	オンライン／オフラインデータベース（ＤＢ）による流通を新聞記事のマルチユース市場として捉える。
	新聞記事の制作では、新聞社内の新聞記事の作成・編集にかかるコスト全体をソフト制作金額とみなす。通信社による記事配信、外部執筆者による投稿記事などの外注分はこのコストに含まれる。また、制作量は制作された記事原稿の総量（Ｂ5判頁数）で捉える。


	《新聞記事市場の動向》
	一次流通市場の動向
	新聞記事の一次流通の市場規模は、新聞社の販売収入及び広告収入から算出される（その他収入は含まない）。近年、新聞社のこれら収入が減少傾向にあることから、2007年の新聞記事の一次流通市場は1兆9,091億円となり、2006年の1兆9,606億円と比べ、2.6％減となっている。特に広告収入が5.9%減と大きく減少している。
	新聞記事の流通量は7.1兆頁（B5判換算）となり、2006年の7.3兆頁（B5判換算）と比べ2.1%減となっている。

	マルチユース市場の動向
	新聞記事のマルチユースの市場規模は、記事データベースの市場、PCインターネットや携帯インターネットなどネットワークによる配信市場から算出される。新聞記事のマルチユース市場は2006年の617.1億円から2007年の707.7億円へと、14.7%増となり、2005年の704.2億円とほぼ同じ規模となっている。なお、新聞記事のマルチユース市場は一次流通市場の3.7％と規模は小さい。
	マルチユース市場での流通量は1兆3,131億頁となっており、一次流通市場の18.4%の規模になっている。

	ソフト制作の動向
	2007年の新聞記事の制作金額は8,239億円となり、2006年の8,595億円と比べ4.1%減となっている。制作量は1,657万頁（B5判換算）であり、2006年の1,670万頁（B5判換算）と比べ0.7%減となっている。

	新聞記事市場の構造と規模（2007年）
	新聞記事市場の推移（単位：億円）

	《新聞業界の動向》
	業界の概要
	新聞記事の流通の中心はいわゆる新聞配達であるが、スポーツ紙などは駅売店やコンビニエンスストアなどでの販売が中心となっている。
	新聞記事の多くは各新聞社内で制作されるが、外部で制作されるものとして、通信社が取材し配信するもの、投稿記事、企画記事、広告などがある。
	最近では新聞記事データベースが発達しており、ほとんどの記事はオンラインＤＢを通じて利用が可能となっている。その他、CD-ROMによる記事データベースの提供も行われている。また、多くの新聞社がインターネット上のウェブサイトでニュース記事を提供したり、携帯電話向けに情報提供サービスを行ったりしている。

	新聞業界の構造
	新聞社の動向
	新聞の発行部数は1996年以降、減少傾向にある。2008年には6,721万部に減少している。（図表3-1-1）
	新聞社の売上高は2007年度には2兆2,182億円となっている。2007年度には、2006年度に引き続き広告収入が大きく減少している。ここ数年増加傾向にあったその他営業収入についても大きく減少している。（図表3-1-2）
	夕刊廃止の取り組みが広がりつつある。2002年に産経新聞が東京本社での夕刊発行をやめ、2008年8月には毎日新聞が北海道での夕刊を廃止している。

	ネットワーク化の動向
	新聞記事の二次利用としてオンラインデータベースの整備が進んでおり、2008年1月時点では新聞協会加盟の48社がデータベース事業に参入している。
	インターネット上では、新聞協会加盟の88社がウェブを開設し、ウェブ上で動画を提供する新聞社は2008年1月時点で42社になっている。
	その他、インターネット上でブログやRSS配信、ポッドキャスティング等を行っている新聞社が、それぞれ37社、36社、10社となっている。（図表3-1-3）



	３－２　コミック
	《コミックの定義》
	「コミック」とは、ストーリー漫画、４コマ漫画など、絵を主体とした出版用ソフトとする。
	テレビ、ビデオ、映画のアニメーションはコミックを原作としていることが多いが、ここでは独立したソフトとしてコミックそのものとは区別する。なお、商業的に出版・流通しているコミックを対象とし、同人誌などの形で発表されるコミックは除くこととする。

	《コミックの市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	コミックには初めから単行本の形で出版されるものもあるが、主流はコミック誌に掲載された後に単行本化される。ここではコミック誌による流通を一次流通市場として捉える。
	雑誌に掲載されたコミックが単行本として再発行される場合をコミックのマルチユースとして捉える。また、インターネットや携帯インターネットによるネットワーク配信についてもマルチユースとして捉える。コミックの単行本の一部には統計上「雑誌」に分類されるものがあり、このような雑誌扱いのコミックについても推計する。
	コミックの素材利用としては、テレビアニメ、映画などがあげられる。原作者には契約により二次使用料が支払われるので、これを素材利用の市場規模として捉える。
	コミックの制作者への報酬は、雑誌では原稿料、単行本では印税により支払われる。したがって、コミックの制作規模はこれらの総額となる。


	《コミック市場の動向》
	一次流通市場の動向
	コミックの一次流通の市場規模は、コミック誌の販売額とコミック誌への雑誌広告費から算出される。コミック誌は、新聞や書籍と同様、販売の低迷が続いており、2007年のコミックの一次流通市場の3,058億円は2006年の3,168億円と比べ、3.5％減となっている。
	コミックの流通量は5,245億頁（B5判換算）となり、2006年の5,314億頁（B5判換算）と比べ1.3%減となっている。

	マルチユース市場の動向
	2007年のコミックのマルチユース市場の規模は2,715億円となっている。携帯電話を通じた配信が2006年の94.2億円から178.2億円とほぼ倍増したことなどから、2006年の2,667億円と比較すると1.8%増となっている。なお、コミックのマルチユース市場は一次流通市場の88.8%の大きさとなっている。
	コミックの流通量は携帯電話を通じた配信による流通量が大きく伸びたことから2,535億頁となり、2006年の2,241億頁と比べ13.1%増となっている。なお、コミックのマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の48.3%の大きさとなっている。

	ソフト制作の動向
	2007年のコミックの制作金額は549億円となり、2006年の540億円と比べ1.8%増となっている。制作量は187万頁（B5判換算）であり、2006年の181万頁（B5判換算）と比べ3.3%増となっている。

	コミック市場の構造と規模（2007年）
	コミック市場の推移（単位：億円）


	《コミック業界の動向》
	業界の概要
	コミックの制作者である漫画家は、他の出版系ソフトの原著作者とは異なり、コミック制作の専業度が高いといわれている。コミック制作において、多くの漫画家はアシスタント等のスタッフを擁し、分業体制を取っていることが多い。
	コミックの流通ルートは、雑誌や文庫本とほぼ同じであり、書籍取次業者の力が強い。書店のほかコンビニエンスストア、駅売店などが主要な流通ルートとなっている。
	インターネット上でコミックを検索、購入できるオンライン書店が既存書店や取次、流通企業等により開設され、新たな流通ルートとなっている。また、コミックをインターネットや携帯電話ネットワークで、電子的に配信するサービスも行われている。携帯電話の通信料金の定額制の導入の普及、携帯電話端末の高機能化等を追い風に普及が進展している。

	コミック業界の構造
	コミックの動向
	コミック誌は、児童向けから青年向け、成人向けへと多様化しており、1995年まで発行部数、販売額とも拡大してきたが、その後は縮小を続けている。（図表3-2-1、図表3-2-2）

	マルチユースの動向
	1990年代半ばから減少に転じたコミック誌とは異なり、コミック本の市場は近年増加傾向にあったが、2006年以降再び減少に転じている。（図表3-2-3）
	近年、電子化したコミックを、携帯電話を通じて利用する電子コミックの市場が大きくなってきている。

	ソフト制作の動向
	コミック本の新刊点数は増加傾向にある。（図表3-2-4）
	携帯電話向けに書き下ろしのコミックを提供する取り組みが始められている。



	３－３　雑誌ソフト
	《雑誌ソフトの定義》
	「雑誌ソフト」とは、雑誌掲載用に制作された記事・広告等のうち、コミックを除いたものとする。テキストが中心であるが、写真やイラストが大きな比重を占める場合もある。
	商業的に出版・流通している雑誌を対象とし、各種会員誌や同人誌などは除くこととする。また、最近ではムックなど雑誌扱いの書籍が増加しているが、コミックを除き統計上の分類に合わせて考える。

	《雑誌ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	雑誌の形で、書籍取次業者を経て書店等で販売されるルートを一次流通市場として捉える。この流通ルートは書籍ソフトの流通ルートと同一である。また、マルチユース（単行本化）の流通ルートとも同一である。市場規模としては雑誌ソフトの販売額と広告費の合計、流通量としては雑誌ソフトの発行量を捉える。
	雑誌ソフトのマルチユース市場としては、単行本化とオンライン／オフラインのデータベースによる提供、ネットワーク配信が考えられる。単行本化されたものは、その書籍の販売額、販売部数により捉える。ネットワーク配信については、利用者アンケートをもとに推計する。
	雑誌ソフトの制作者への報酬は、雑誌では原稿料、単行本化した場合は印税収入により支払われる。これらの合計に雑誌編集費用を加算したものを雑誌ソフト制作金額として捉える。ソフト制作量については、雑誌の延べ制作ページ数で捉える。


	《雑誌ソフト市場の動向》
	一次流通市場の動向
	雑誌ソフトの一次流通の市場規模は、年間販売額及び広告費から捉えられる。新聞、コミックと同様に販売が低迷しており、2007年の雑誌ソフトの一次流通市場の1兆1,492億円は2006年の1兆1,887億円と比べ、3.3％減となっている。特に、月刊誌の販売金額、広告費が4.1%減、4.0%減と低迷している。休刊する雑誌も増えている。
	雑誌ソフトの流通量は9,361億頁（B5判換算）となり、2006年の9,589億頁（B5判換算）と比べ2.4%減となっている。

	マルチユース市場の動向
	雑誌ソフトのマルチユースの市場規模は、単行本の販売額、雑誌記事ＤＢ、ネットワーク配信市場から算出される。雑誌記事のマルチユース市場は2006年の1,382億円から2007年には1,342億円となり、2.8%減となっている。なお、雑誌ソフトのマルチユース市場は、一次流通市場の11.7%の大きさとなっている。
	雑誌ソフトのマルチユース市場での流通量は445億頁となり、2006年の466億頁と比べ4.4%減となっている。雑誌ソフトのマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の4.8%と小さい。

	ソフト制作の動向
	2007年の雑誌ソフトの制作金額は2,957億円となり、2006年の3,058億円と比べ3.3%減となっている。制作量は1,302万頁（B5判換算）であり、2006年の1,303万頁（B5判換算）とほぼ同じとなっている。

	雑誌ソフト市場の構造と規模（2007年）
	雑誌ソフト市場の推移（単位：億円）


	《雑誌業界の動向》
	業界の概要
	雑誌の出版、流通形態は書籍の形態とほぼ同様となっている。コンビニエンスストアや駅売店なども主要な流通ルートとなっており、書籍に比べてより幅広いルートを有するといえる。
	雑誌ソフトの制作では、作家や編集プロダクションから原稿が持ち込まれるケースもあるが、書籍ソフトとの比較で、出版社内の編集スタッフが自ら制作する割合が高いといわれている。

	雑誌業界の構造
	雑誌の販売動向
	雑誌の発行部数は、月刊誌、週刊誌ともに減少し、全体では1997年をピークに10年連続で減少している。2007年にはピーク時と比較して、月刊誌で5.3億冊、週刊誌で3.0億冊減少し、ピーク時の74.2%の規模に縮小している（図表3-3-1）。
	雑誌の売上額をみると1997年まで増加傾向にあり、1997年に1兆4,084億円に達した。その後、月刊誌、週刊誌とも減少を続けている。また、広告収入についても減少傾向にある（図表3-3-2）。

	マルチユースの動向
	2007年の雑誌の単行本化点数は10,255点となり、2006年の10,219点と比較して0.4%増となっている。2007年の書籍全体の新刊点数に占める雑誌の単行本新刊点数の割合は13.2%となり、2006年の13.1%とほぼ同じである。

	ソフト制作の動向
	発行部数が減少する一方で、雑誌の発行銘柄数が増加傾向にあることから、多品種少量生産の傾向にある。
	近年、増加を続けていた月刊誌であるが、2007年には2006年よりも4年と比較し14銘柄減少している。（図表3-3-3）

	ソフトの輸出入の動向
	雑誌の輸出入金額をみると大幅な輸入超過が続いている。輸出金額は、ほぼ横ばいである。一方、輸入金額は年ごとの変動が大きい。（図表3-3-4）。



	３－４　書籍ソフト
	《書籍ソフトの定義》
	「書籍ソフト」とは、書籍の形態で出版・流通するソフトのうち、コミック及び雑誌記事の単行本化以外のもの（いわゆる「書き下ろし」）とする。テキストベースのものが多いが、図鑑・絵本など写真やイラストを中心としたものも含まれる。
	他の出版ソフトと同様、書籍についても商業ベースで出版・流通するものを対象とし、自費出版した書籍等は除くこととする。

	《書籍ソフトの市場規模、流通量等の数値算出の基準》
	基本的な考え方
	単行本としての販売・流通（コミック、雑誌単行本、文庫本を除く）を書籍ソフトの一次流通市場として捉える。出版ソフトは流通ルートで滞留・返品があるため、出荷と販売ではデータが異なる。ここでは、販売額から市場規模を、販売部数から流通量を推計する。
	文庫本の流通を書籍ソフトのマルチユース市場として捉える。文庫本には書き下ろしのものもあるので、ここでは便宜的に半数をマルチユース市場として位置づける。また、書籍ソフトのネットワーク配信についてもマルチユース市場に算入する。
	書籍ソフトの素材利用としては、映像ソフト等の原作として二次使用されるケースが多い。その場合、原作者には二次使用料が支払われる。二次使用料の支払いの対象となった作品数を基に、その支払い金額を推定する。
	書籍ソフト制作者の報酬は、制作者の多くが出版社以外の者であるので印税が中心となる。そこで、制作者（作者）に支払われた印税・二次使用料額の合計と、出版社が書籍編集に要した費用の合計を書籍ソフトの制作金額として捉える。ソフトの制作量は、新刊発行点数×平均頁数で推計することとする。


	《書籍ソフト市場の動向》
	一次流通市場の動向
	書籍ソフトの一次流通の市場規模は、書籍（単行本）及び文庫本、ケータイ小説（2006年より計測開始）の販売額から捉えられる。近年、新聞、雑誌と同様に販売の低迷が続いており、2007年には単行本、文庫本ともに2006年より減少し、一次流通市場は6,556億円となっている。2006年の6,796億円と比べると3.5％減となっている。
	書籍ソフトの流通量は1,089億頁であり、2006年の1,063億頁と比べ2.5%増となっている。

	マルチユース市場の動向
	書籍ソフトのマルチユースの市場規模は、文庫本の販売額、ネットワーク配信市場から算出される。2007年のネットワーク配信による利用料収入は200.7億円と2006年の140.1億円と比べて43.2%増となったこともあり、書籍ソフトのマルチユース市場は2006年の848億円から886億円と4.5%増となっている。なお、書籍ソフトのマルチユース市場は、一次流通市場の13.5%の規模となっている。
	マルチユース市場での書籍ソフトの流通量は628億頁となり、2006年の534億頁と比べ17.7%増となっている。なお、書籍ソフトのマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の57.6%の大きさとなっている。

	ソフト制作の動向
	2007年の書籍ソフトの制作金額は1,223億円となり、2006年の1,273億円と比べ3.9%減となっている。制作量は1,410万頁であり、2006年の1,420万頁と比べ0.6%減となっている。

	書籍ソフト市場の構造と規模（2007年）
	書籍ソフト市場の推移（単位：億円）


	《書籍業界の動向》
	業界の概要
	出版社は全国で4,055社（出版年鑑）あり、他のマスメディア事業者と比較して事業者数が多い。一方、約半数の企業が従業員10人以下であるなど、零細事業者が多い。
	書籍ソフトの制作は出版社ではなく外部の著作者による場合が多い。また、書籍出版の特徴は、制作者が必ずしも執筆の「プロ」ではなく、学者や企業人である場合もある。
	書籍の流通ルートは書店が中心となるが、文庫本についてはコンビニエンスストア等での流通も多い。
	インターネットにおいて書籍を検索、購入できるオンライン書店が開設されている。また、ブロードバンド化の進展を踏まえて、書籍をインターネットや携帯電話により配信するサービス（電子書籍）が行なわれている。携帯電話向けに一文の長さを短くするなど表現方法等を工夫した「ケータイ小説」も注目を集め、単行本化や映画化等が行われたヒット作も生まれている。

	書籍出版業界の構造
	書籍の販売動向
	書籍の販売部数、販売額ともに1996年を境に減少に転じて以降、毎年減少していた。販売部数については、2004年から増加傾向にある。販売金額については、販売部数と同様、2004年に増加したが、販売単価の低下が進展したことから、販売部数よりも減少傾向が強くみられる（図表3-4-1、図表3-4-2）。

	マルチユースの動向
	書籍の二次利用として捉えられる文庫本は、販売部数、販売額とも近年減少傾向にあったが、2004年以降増加に転じていたが2007年にはまた減少に転じている。
	小説等を電子データ化し、紙ではなくパソコンや携帯電話上で読むことのできる電子書籍サービスが提供されている。電子書籍で扱われている作品は、既に紙媒体で発行されたものも多いが、メディアにあった表現方法等を用いた書き下ろしのものが増えてきている。

	ソフト制作の動向
	書籍全体の新刊点数は2000年以降大きく増加してきていたが、2007年には減少に転じた。（図表3-4-3）。

	ソフトの輸出入の動向
	書籍の輸出入は1993年頃までは均衡していたが、輸出が1990年以降一貫して減少傾向にあったが、2006年には前年比増加となっている。一方、輸入は年による変動が大きいものの、輸入超過の状況が続いている（図表3-4-4）。



	３－５　データベース記事
	《データベース記事の定義》
	「データベース記事」とは、通信回線を通じて提供される、いわゆるオンライン・データベース上に電子的に蓄積された情報ソフトとする。
	データベース（ＤＢ）にはオフライン・サービスもあり、CD-ROM等の形態で提供されている。ここではオンライン提供を一次流通と考え、CD-ROM等のオフライン提供をマルチユースとみなす。

	《データベース記事の市場規模、流通量等の算出の基準》
	基本的な考え方
	オンラインＤＢの場合、蓄積された情報量と利用者に実際に提供された情報量とは異なる。ここでは、利用者に実際に提供された情報量とその情報利用の対価として利用者が支払う利用料（売上）をデータベース記事の一次流通市場として捉える。
	オフラインＤＢをマルチユース市場として捉える。このうち、市販のCD-ROM等による流通分は、利用者に届けられたデータ量全体を流通量として捉える。
	ＤＢ記事の制作については、コンピュータ設備投資、維持管理費などは除き、記事の収集・編集・入力等に要した人件費を制作費用とみなす。


	《データベース記事市場の動向》
	一次流通市場の動向
	ＤＢ記事の一次流通の市場規模は、国内及び海外のオンラインＤＢの利用料収入（売上高）から算出される。2007年の一次流通市場は2,081億円である。2006年の1,761億円と比べ、18.1%増となっている。
	DB記事の流通量は6.9億頁であり、2006年の5.9億頁と比べ18.1％増となっている。

	マルチユース市場の動向
	2007年のＤＢ記事のマルチユース市場の規模は692億円と2006年の1,093億円と比べ36.7%減となっており、DBがインターネット等のオンラインにより提供される形態が主流になっている状況が伺える。
	DB記事の流通量は20.3億頁となり、2006年の29.9億頁と比較して32.0%減となっている。なお、ＤＢ記事のマルチユース市場における流通量は、一次流通市場の2.9倍の大きさとなっている。

	ソフト制作の動向
	2007年のＤＢ記事の制作金額は443億円となり、2006年の337億円と比べ31.3%増となり、2005年の452億円とほぼ同じ規模となっている。制作量は380万頁であり、2006年の290万頁と比べ31.3%増となっている。

	データベース記事市場の構造と規模（2007年）
	データベース記事市場の推移（単位：億円）


	《データベース業界の動向》
	業界の概要
	ＤＢの制作・メンテナンスを行なうプロデューサー、プロデューサーが提供するＤＢを利用者に販売するディストリビューター、ＤＢ利用者に代わってＤＢの選択、検索の実行等を行う検索代行業などに大きく分類できるが、兼営も多いので業態は複雑である。
	ＤＢには、オリジナルなデータと新聞・雑誌など他メディアのソフトをＤＢ化したものと二つのケースがある。

	データベース業界の構造
	データベース記事の利用動向
	国内で利用可能なＤＢ数は1996年まで着実に増加していたが、1997年に大幅に減少して以降やや縮小傾向にあり、2004年は2,143となっている。国産、海外製別にみると国産ＤＢがほぼ一貫して増え続けてきたのが、2002年以降に減少に転じている。海外製ＤＢ数は1997年にデータベースのラインナップの見直しが行われたことなどもあり大幅に減少している。1999年以降は国産ＤＢ数が海外製を上回っている。（図表3-5-1）
	日本情報処理開発協会　データベース振興協会が企業等に対して行った調査によると、2006年度に商用データベースを利用した企業は53.9%となっている。企業情報や新聞記事、学術情報、特許情報等を取り扱っているデータベースの利用が多くなっている（図表3-5-2）。
	ＤＢの2007年の売上高の内訳はインターネットでのサービスが2,033億円、その他でのサービスが1,373億円となっている。（図表3-5-3）

	マルチユースの動向
	ネットワークを介したデータ配信が主流となる中で、今後オフラインメディアの特性を活かした利用がどのように進展していくか注目される。
	オフラインＤＢを実現する大容量記憶メディアとして、従来のCD-ROMに加え、ＤＶＤも利用されている。

	ソフト制作の動向
	ＤＢ記事の入力・更新状況は統計資料が乏しいため正確な状況は不明であるが、2007年は2006年と比べて制作金額が337億円から443億円、制作量は290万頁から380万頁、と共に31.3%増となっているものと推計される。
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